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重点事項１　持続可能な財政構造の確立

実 施 事 項 名 新規

〈 担 当 課 〉 継続 23 24 25

1

行政財産の統廃合等に関する指
針の作成

〈管財課〉

◆類似施設の並存による維持管理経費
の増加と利用率の低迷
◆施設の老朽化による維持管理経費の
増加
◆統廃合による未活用施設の増加
◆統廃合への住民同意

◆個別施設の課題整理
◆行政施設の統廃合等に関する指針の
作成
◆制度上の課題整理

継続 △ ◎

2
保育所（園）の再編整備の促進

〈こども家庭課〉

◆少子化の進行
◆保育士の不足
◆施設の老朽化

◆保護者や地域住民に対する説明と協
議を行い、合意を得られるよう努め
て、再編整備を推進する。

継続 ⇒ ⇒ ⇒

3

校区再編（小・中学校の統廃
合）

〈教育総務課〉

◆適正な学校規模に統廃合 ◆校区再編計画検討協議会の開催 継続 ⇒ ⇒ ⇒

4
体育施設の統廃合

〈スポーツ振興課〉
◆維持管理経費の圧迫

◆廃止施設の決定
◆地域との調整
◆体育施設条例の改正

継続 △ ⇒ ⇒

5
使用料・手数料の見直し

〈財政課〉

◆手数料は、ほぼ全てが、過去の調査
で、合併時において、政令で定められ
ている上限で設定されていた。使用料
については、これまで見直しを行った
ものもあるが、必ずしも収入増に繋
がっていないのではないかと思われ
る。

◆住民負担の公平性の確保と受益者負
担の原則に基づき、使用料・手数料の
金額設定と各種使用料の減免について
見直しを行う。
◆公共施設への民間企業の広告掲載等
の新たな使用料の設定を検討する。

継続 △ △ ◎

6

市有施設の有効活用のための基
本方針の作成

〈管財課〉

◆利用者数の推移や地域特性、利用者
一人当たりの維持管理経費が公表され
ていない
◆社会事情等の変化に受益者負担金の
見直しがされていない

◆市有施設の有効活用のための基本方
針の作成
◆受益者負担に係る適正基準の検討
◆住民主体の管理運営方法の検討
◆施設使用料（利用料）の見直し

継続 △ ◎

7

文化ホールのあり方見直し実施
に向けた関係部署との協議及び
市民理解に向けた醸成

〈企画課〉

◆運営コスト
◆施設用途と管理形態の適合性

◆市で決定した文化ホール４施設の活
用見直しの方向性に基づき、庁内関係
部署と具体的な施設機能、料金体制、
管理形態及び運営コスト削減方法等に
ついて検討、協議の実施
◆文化ホール４施設の活用見直し実施
に向けた市民及び関係団体への説明を
行う。

継続 ⇒ ⇒ ⇒

8
新規建設施設検討委員会の設置

〈管財課〉

◆市民ニーズを計る適正な評価基準が
ない
◆既存施設との複合化や統廃合を含め
た事前検討がされていない

◆新規建設施設検討委員会（仮称）を
設置し、提供するサービスの必要性や
利用計画等について評価検討を行う。

新規 △ ◎

9
介護予防施設の統廃合

〈介護高齢福祉課〉

◆整理・統廃合の方針検討
◆建物の地元地域への移管時期とその
進め方
◆建物の処分及び活用法

◆市内介護予防施設の老朽度や利用率
等の現状から、設置数や設置箇所の方
針を決定し、整理・統廃合を実施す
る。

継続 △ ⇒ ◎

10

住生活基本計画（長寿命化計
画）の策定

〈建築住宅課〉

◆既存市営住宅のあり方等統廃合を含
めた長期的な活用
◆老朽化した市営住宅のコストを抑え
た維持・管理方法

◆住生活基本計画の策定（策定委員会
市民参加による計画策定）
◆長寿命化計画の策定
◆年次計画に基づいた維持・管理（改
修・修繕工事）の検討

新規 ◎ ◎

11
施設カルテの作成

〈管財課〉

◆公共施設の維持管理経費についての
市職員の意識が希薄

◆施設カルテの管理部署での作成と全
庁共有

継続 △ ⇒ ◎
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実 施 事 項 名 新規

〈 担 当 課 〉 継続 23 24 25

12
施設管理コストの公表

〈管財課〉

◆各施設の利用者数、利用者１人当り
の維持管理経費等について住民と情報
の共有が図れていない。

◆市広報、ＨＰ等を利用した施設維持
管理コスト等の公表

継続 △ ⇒ ◎

13
財政見通しのローリング

〈財政課〉

◆社会経済情勢の動向の予測、国の制
度改正についての情報収集について積
極的に取り組む。ただ、国の動向が不
確定要素が多いので、その時点で予測
可能なものにならざるを得ない。

◆今後の行財政運営の財政収支見通し
を行う上で、社会経済情勢の変動の動
向、国や県における制度改正、総合計
画実施計画、行財政改革の進捗状況な
どを考慮した場合、長期の財政計画は
予測が困難であることから、中期の財
政収支見通しを毎年ローリングするこ
とで、より現実的な財政計画を策定す
る。

継続 ⇒ ⇒ ⇒

14
次代を見通した財政運営

〈水道総務課〉

◆川上ダムの動向や料金体系の見なお
しによる財政事情の変動が予想され
る。

◆新年度予算編成前に財政見通を見直
す。

新規 ⇒ ⇒ ⇒

15
総合計画実施計画のローリング

〈企画課〉

◆財政見通しとの連携
◆総合計画対象事業の財源不足
◆評価基準の見直し

◆総務課、財政課との合同ヒアリング
◆評価シートの実施計画への反映
◆実施計画の策定

新規 ⇒ ⇒ ⇒

16

総合計画に基づく各種計画の進
行管理

〈企画課〉

◆各種計画の進捗等の情報共有
◆各種計画の進行管理により、総合計
画数値目標との整合確認ができ、効率
的な事業実施に繋げる。

新規 ⇒ ⇒ ⇒

17
定期的な補助金の見直し

〈総務課〉

◆必要性や効果など客観的な視点に
立った評価の実施と、抜本的な見直し
◆定期的な点検・検証

◆平成２２年度に策定した「補助金等
の見直しに関する指針」に基づき、定
期的に見直しを行う。
◆３年に１回、当初予算編成前に【見
直し作業手順」に基づく点検を実施す
る。
◆毎年度、当初予算編成前に、交付基
準に基づく点検を実施する。

新規 ⇒ ⇒ ⇒

18
繰出基準外経費の削減

〈財政課〉

◆病院事業会計については、今後、ど
のような状況が発生するかわからない
ため、基準外繰出を縮減できない可能
性がある。◆繰出金の削減が、各種使
用料アップに直結し、住民生活に大き
な影響を及ぼす場合があるので注意し
たい。

◆特別会計・企業会計については、特
定の目的のための経費を特定の収入を
もって充てるという原則に鑑み、経営
の健全化、効率化や受益者負担の適正
化などに取り組むが、それぞれの会計
における特殊事情についても考慮す
る。

継続 ⇒ ⇒ ⇒

19
予算編成システムの再構築

〈財政課〉

◆これまで経常的経費は、枠配分方式
で、政策的経費は、総合計画実施計画
と連動した査定方式であったが、大規
模プロジェクトに取り組んでいる間
は、他の投資的経費を絞り込む必要が
あるため、この時期だけの新しい予算
編成方法を検討する。

◆プライマリーバランスの関係から、
大規模プロジェクトに取り組んでいる
間は、他の投資的経費について、起債
の枠から逆算して絞り込むなど、この
時期だけの新しい予算編成方法を検討
する。

継続 ⇒ ⇒ ⇒

20
市税収納率の向上

〈収税課〉

◆納税環境の充実
◆納税意識の高揚
　納税の義務の啓発の徹底により、自
主納付意識の高揚を図る。

◆外国人納税対策の継続
　(通訳兼納税相談員雇用)
◆滞納整理及び滞納処分の強化

継続 ⇒ ⇒ ⇒

21
貸付金償還金の償還率の向上

〈同和課〉

◆借受人や連帯保証人の高齢化
◆経済状況の不安定化による就労環境
の悪化

◆滞納者を減らす対策として、督促、
催告を行い、訪問を行う。
◆強制執行等を行える体制を整えると
ともに、住宅新築資金等貸付金で破産
や相続放棄した回収不能債権は償還推
進助成を受け不納欠損を行う。

継続 ⇒ ⇒ ⇒

22
介護保険料の収納率の向上

〈介護高齢福祉課〉

◆口座振替の推進
◆滞納者の経済状況の悪化

◆口座振替の推進とともに、滞納者へ
の文書・電話催告や納付相談、臨戸徴
収等により、完納を促進する。

継続 ⇒ ⇒ ⇒

Ｎｏ 課 題 取 組 内 容
実 施 年 度
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実 施 事 項 名 新規

〈 担 当 課 〉 継続 23 24 25

23
国民健康保険税の収納率の向上

〈保険年金課〉

◆比較的収納率の高い層の人が後期高
齢者医療へ移行した
◆厳しい雇用環境による生活困窮者の
加入が増加した
（平成２５年度からは制度改正により
収納率変化が見込まれる。）

◆納税啓発
◆口座振替の推進
◆夜間、休日納付相談窓口開設
◆夜間電話催促

継続 ⇒ ⇒ ⇒

24
保育料の収納率の向上

〈こども家庭課〉

◆現年度分の収納率の維持
◆納付相談の実施方法、機会の検討

◆毎月督促状の送付
◆夜間集中の臨戸徴収及び電話による
納入依頼
◆督促状納期限後、未納者への早期納
付依頼

継続 ⇒ ⇒ ⇒

25
市営住宅家賃収納率の向上

〈建築住宅課〉
◆市営住宅使用料収納率の向上

◆督促・催告の徹底実施
◆口座振替制度の利用促進
◆臨戸訪問の実施強化
◆納付意識希薄者への支払請求
◆納付意識希薄者への住宅明渡訴訟

継続 ⇒ ⇒ ⇒

26
病院の診療費未収金対策

〈医療事務課〉

◆診療費の未払いが発生し病院収益に
影響を与えている。未収金対策として
早期回収を図る必要がある。

◆未収金対策委員会の実施
◆医療費制度の利用啓発
◆支払催促の段階別通知の徹底
◆訪問徴収の強化
◆裁判所制度を利用した回収の実施

継続 ⇒ ⇒ ⇒

27
総人件費の抑制

〈人事課〉

◆定員適正化に伴う職員数の減少の中
での住民ニーズの多様化等による業務
量の増加への対応。

◆各所属において時間外縮減のための
目標設定を行う通知を出す。
◆恒常的な長時間勤務職員がいる所属
長に対して、人事課等によるヒアリン
グ等を実施し、縮減に向けた業務分担
の見直しについての指導を行う。

継続 ⇒ ⇒ ⇒

28
資産の多様な活用手法の検討

〈管財課〉

◆施設の統廃合による遊休施設の増加
◆廃止老朽施設が撤去されていない

◆多様な手法の検討（売却、貸付な
ど）
◆行政財産の余剰スペースの使用許可
による使用料を徴収

新規 △ ⇒ ⇒

29
プライマリーバランスの黒字化

〈財政課〉

◆臨時財政対策債は、普通交付税の代
替財源として扱っているが、この起債
の発行額が上ると、市債残高が上って
いく。

◆厳しい財政状況下において、財政構
造の弾力性向上を図るため、臨時財政
特例債を除き、「元金償還額を超えな
い市債発行」に継続的に取り組み、財
政健全化法における４指標の改善に努
めたい。

継続 ⇒ ⇒ ⇒

30
有利な起債メニューの選択

〈財政課〉

◆合併特例債、臨時財政対策債、辺地
債など、交付税算入率の高い起債を充
当していくが、一般公共事業債などで
も、金額が大きくなれば、借り入れざ
るを得ない場合がある。

◆市債発行に当っては、普通交付税に
より財源措置される有利な地方債を優
先発行することを基本とし、歳入（地
方交付税）の増額に結び付けたい。

継続 ⇒ ⇒ ⇒

31
財政状況の公表

〈財政課〉

◆市民に対して、できるだけわかりや
すいものとする必要がある。

◆事業の着実な推進と財政の健全性を
確保するため、市の中期財政計画を策
定し定期的に見直すとともに、財政指
標を設定する。
◆財政の健全化に向け、引き続き財政
状況と今後の見通しについて適切かつ
わかりやすい情報提供を行い、市民と
行政の意識の共有を図る。

継続 ⇒ ⇒ ⇒

32
外郭団体の定期的な点検

〈総務課〉

◆財政支援等の決定が総務課では不可
能

◆当該団体へのヒアリング実施
◆「外郭団体の改革及び運営に関する
指針」に基づくチェック表と調査票の
作成依頼

継続 ⇒ ⇒ ⇒

33
定期的な経営状況の点検評価

〈市民病院庶務課〉

◆減収に歯止めがかからない場合のジ
レンマ
◆評価結果を公表すべきか

◆経営企画課の本格稼動
◆支出を削減する方法・手段の検討
◆医師・看護師の確保行動

新規 ⇒ ⇒ ⇒

課 題 取 組 内 容
実 施 年 度

Ｎｏ
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実 施 事 項 名 新規

〈 担 当 課 〉 継続 23 24 25

34
定期的な経営状況の点検評価
　
〈水道総務課〉

◆川上ダムの動向や料金体系の見なお
しによる財政事情の変動が予想され
る。

◆当年度純利益の計上 新規 ⇒ ⇒ ⇒

重点事項２　行政の事務事業領域の再構築

実 施 事 項 名 新規

〈 担 当 課 〉 継続 23 24 25

35
審議会のあり方の見直し

〈秘書広報課〉

◆会議を開催していない審議会がある
◆設置目的が類似重複している審議会
がある
◆委員構成が統一されていない

◆設置している審議会について現状把
握
◆審議会の運営について基準作成

新規 △ ⇒ ◎

36

自力執行権の行使による負担金
の削減

〈収税課〉

◆負担金の縮減
　自力執行権の行使により自前で滞納
処分を行うことで、機構への移管件数
を減らし機構への移管件数割り負担金
の縮減を図る。

◆三重地方税整理回収機構への移管件
数の削減を図り、機構への負担金の縮
減に努める。

新規 ⇒ ⇒ ⇒

37
経常経費の削減

〈収税課〉

◆夜間延長窓口の見直し
　納税者の利便性を目的に夜間延長窓
口を開設しているが、納税コストとし
て相当の経常経費が発生することから
コンビ二収納をはじめ収納チャンネル
を増やすことで納税者の利便性を保
ち、合わせて、夜間延長窓口を廃止し
経常経費の縮減を図る。

◆モバイル、クレジット収納の実施に
より、いつでも、どこからでも納税を
可能とする

新規 ⇒ ⇒ ⇒

38
徴税コストの削減

〈収税課〉

◆旅費、郵送代等の事務的経費削減
◆補助金の見直し
　補助金の交付有きの体制から、現に
納税貯蓄組合が支出した実費のみの補
助金交付へ移行し、将来的には補助金
の廃止を行う。

◆滞納処分(差押)等にかかる臨場を郵
送等に変え、旅費等の経費の縮減を図
る。
◆定期的に臨場(徴収)していた顧客に
対し、自主納付を促し臨場を廃止し人
件経費の削減を図る。
◆繰り返し催告の縮減により、郵送料
の削減を図る。
◆納税貯蓄組合への事務補助金の見直
しを行う。
◆納税貯蓄組合連合会への活動補助金
の見直しを行う。

新規 ⇒ ◎

39

「（仮称）行政関与の基本方
針」の策定

〈企画課〉

◆事務事業の再編、整理のための指針
の策定

◆「（仮称）行政関与の基本方針」の
策定
◆協働の基本原則との調整

継続 △ △ ⇒

40

行政バス、廃止代替バス運行に
おける運用見直しと行政の役割
の整理

〈企画課〉

◆平均乗車密度、平均乗車人数の改善
◆収支率の改善
◆運行形態の改善

◆伊賀市交通計画（Ｈ23～26）に基づ
き、行政バス、廃止代替バスの利用者
ニーズ及び利用実態にあわせた運行形
態（ダイヤ、ルート等）の見直しを行
う
◆伊賀市交通計画に位置づけたバス交
通維持評価基準に基づき、各路線毎の
評価を行い、行政の役割を整理する。

継続 ⇒ ⇒ ⇒

41

各担い手センター団体補助金等
の見直し

〈農林振興課〉

◆伊賀北部農協、いがまち担い手セン
ターの実行組合長会等との調整
◆新たに市全域を対象した（新）担い
手センター等の検討

◆伊賀北部広域担い手センターといが
まち担い手センターを統一に向けての
検討

継続 △ ◎

42
伊賀市消防団適正化計画の実施

〈消防救急課〉

◆少子高齢化及びサラリーマン団員の
増加に伴い、消防団員の確保が困難と
なっている。

◆伊賀市消防団適正化計画により、基
本団員数・支援団員数及びポンプ積載
車数の見直しを行い、団員の処遇改善
を行う。

継続 ⇒ ◎

Ｎｏ 課 題 取 組 内 容
実 施 年 度

Ｎｏ 課 題 取 組 内 容
実 施 年 度
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実 施 事 項 名 新規

〈 担 当 課 〉 継続 23 24 25

43

行政評価制度の効果的・積極的
な活用

〈総務課〉

◆行政評価マネジメントサイクル（Ｐ
ＤＣＡサイクル）の活用
◆客観性、信頼性、精度の向上
◆評価結果の公開手法

◆評価結果を事業実施や予算に反映す
る。
◆課題に対しての徹底した事務改善
◆第三者評価導入の検討

継続 ⇒ ⇒ ⇒

44
権限移譲の推進

〈総務課〉

◆権限移譲を一層推進することによっ
て、地方自治体の行政運営の自由度を
高めることが求められている。

◆県が示した移譲事務について、担当
課に意向を確認する。
◆移譲を希望する事務について、財政
措置等の協議を行うとともに、既に移
譲された事務等のうち、財源措置され
ていない事務について、見直しを要請
する。
◆移譲を希望する事務に係る県と担当
課との協議の場を必要に応じて調整す
る。

継続 ⇒ ⇒ ⇒

45
民間委託の推進

〈総務課〉

◆民間委託する業務の選択とその具体
化が総務課では不可能

◆民間活用ガイドラインの周知
◆他市の民間委託化の事例について、
伊賀市での導入の可否を検討

継続 ⇒ ⇒ ⇒

46

市直営し尿収集業務の民間委託
または計画的な収集許可による
収集範囲の削減

〈浄化センター〉

◆合特法に係る関係部署との連携
◆許可(または委託)業者との調整 し
尿収集削減地域の選定
◆当該市民への周知

◆該当市民への説明会の開催
◆許可(または委託)業者との調整
◆職員の適正配置

継続 △ △ △

47

養護老人ホーム「恒風寮」の民
営化の検討

〈介護高齢福祉課〉

◆民営化の時期と方針の検討
◆利用者（保護者）への周知と同意確
認
◆建物の処分及び活用法

◆指定管理期間においては適切な管
理・運営とサービス向上への指導等を
行い、平成26年度からの完全民営化に
向け、利用者及び指定管理者と調整・
協議を進める。

新規 △ ⇒ ◎

48

指定管理者制度運用マニュアル
の公表

〈総務課〉

◆制度運用の見直し
◆モニタリング結果公表

◆制度運用手法の見直しを行いマニュ
アルを公表する。
◆モニタリング結果の公表

新規 ⇒ ⇒ ⇒

49
施設配置の改善

〈管財課〉

◆市民対応の苦情がある
◆市民対応窓口の配置が悪い

◆ワンストップサービス等の検討に即
した施設配置改善の実施。
◆新庁舎計画へ反映

新規 △ × ×

50

ふくし総合相談支援窓口体制の
構築

〈介護高齢福祉課〉

◆市民相談窓口の明確化
◆相談支援窓口やセンターの機能を一
元化

◆保健・医療・介護・福祉分野の連携
体制を整え、総合相談支援窓口体制を
構築する。

新規 ⇒ ⇒ ⇒

51
窓口対応の充実

〈管財課〉

◆繁忙期の対応への市民ニーズの対応
の遅れ

◆市民ニーズに合わせた窓口業務場所
の改善
◆開庁時間延長に合わせた庁舎管理の
改善

新規 △ × ×

52
窓口対応の充実

〈上野図書館〉

◆年間10万人を超える多様な入館利用
者のニーズの把握とその対応。
◆少数のヘビーユーザーのニーズに偏
らない多くの図書館利用者へのサービ
スの提供。

◆社会の動向を的確に把握するととも
に、無駄の無い選書を進めて利用者に
提供する。
◆参考業務の充実を進め、利用者の図
書資料の利用を推進する。

新規 ⇒ ⇒ ⇒

53
行政手続基準の管理

〈総務課〉

◆申請や不利益処分の基準や処理期間
が未設定

◆行政手続法及び行政手続条例に規定
する法令や条例に基づく行政手続基準
が設定されていない。そのため年次的
に基準を設定し公表していく。

新規 ⇒ ⇒ ⇒

Ｎｏ 課 題 取 組 内 容
実 施 年 度
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実 施 事 項 名 新規

〈 担 当 課 〉 継続 23 24 25

54
案内表示の改善

〈管財課〉
◆案内表示がわかりにくい

◆窓口案内表示の改善
◆新庁舎計画へ反映

新規 △ × ×

重点事項３　時代に対応できる人や組織の育成

実 施 事 項 名 新規

〈 担 当 課 〉 継続 23 24 25

55

目標管理制度における評価の活
用

〈人事課〉

◆目標管理制度の活用の検討
◆管理職員における目標管理制度の人
事考課への位置付けを行うための検討
会を開催する。

継続 △ ◎

56

目標管理制度における面談の活
用

〈人事課〉

◆各職位に応じた役割責任と能力の浸
透
◆目標管理を活用した部下育成

◆目標管理における面談実施の徹底を
図るために、面談記録や準備シートの
提出を求める。
◆面談の目的を明確にするために、記
録や準備シートの記入例を作成する。

継続 ⇒ ⇒ ⇒

57
職場内研修（ＯＪＴ）の推進

〈人事課〉
◆OJTと自己研鑽の確立

◆OJTガイドラインの策定のための検
討会を開催する。（H23）
◆ガイドラインを作成し、全庁周知を
行う。（H24）

継続 △ ◎

58

複線型人事方針策定のための検
証

〈人事課〉

◆スペシャリストとゼネラリストの養
成

◆複線型人事制度について他市の動向
を把握するとともに、必要性の検証を
行う

継続 ◎

59
研修効果の測定

〈人事課〉
◆研修受講による効果の測定

◆研修前に研修受講により、学んだこ
とをどのように活かせるかという調書
を提出させ、一定期間経過後に所属長
の評価を求める

継続 △ ◎

60
昇格試験の検討

〈人事課〉
◆意欲ある職員の管理監督者への登用

◆昇格試験制度の導入検討にむけて、
他市の動向を参考にし、効果や問題点
の検証を行う

新規 ◎

61
人事考課制度の整備

〈人事課〉

◆職員の意欲向上
◆能力・成果主義を重視した人材育成
と能力開発

◆人事考課制度の管理職員への導入等
◆一般職員に対する評価導入のための
職員組合交渉

継続 △ △

62

職員採用にかかるホームページ
の活用

〈人事課〉

◆優秀な人材の採用
◆各種制度（給与や福利厚生などの待
遇）、先輩職員からのメッセージの掲
載を行う。

新規 △ ◎

63
時代に見合った職種の採用

〈人事課〉

◆専門性の高い職種の採用が求められ
ている

◆各所属に、必要とされる専門性の高
い職種を把握するための照会を行い、
採用を行う

新規 △ ⇒ ⇒

64

公募による職員プロジェクト
チームの活用

〈人事課〉

◆意欲のある職員の活用
◆プロジェクトチームのメリット、デ
メリットの検証を行う

新規 ◎

Ｎｏ 課 題 取 組 内 容
実 施 年 度

Ｎｏ 課 題 取 組 内 容
実 施 年 度
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実 施 事 項 名 新規

〈 担 当 課 〉 継続 23 24 25

65
分限制度の活用

〈人事課〉
◆職員の意識改革と厳正な人事管理

◆成績不良者のケースに応じた指導・
処分の実施ができるよう、規程の整備
を行うための資料収集を行う

新規 ◎

66
定員の適正化

〈人事課〉
◆適正な定員管理

◆定員適正化計画に基づく職員採用
H23年度　６名
H24年度　１０名
H25年度　３名
H26年度　１０名

継続 ⇒ ⇒ ⇒

67
事務事業に合わせた人員の配置

〈人事課〉
◆業務量に見合った適正な人員配置

◆人事異動ヒアリング時にヒアリング
調書による詳細な聴き取り
◆業務時間の洗い出し等を行った上で
の、事務事業の精査による人員配置の
実施（後期）

継続 ⇒ ⇒ ⇒

68
行政組織の見直し

〈総務課〉
◆本庁と支所の役割の更なる検討 ◆組織改善委員会の開催 継続 ⇒

69
職員提案制度等の充実

〈企画課〉

◆応募数増のための意識啓発
◆応募意見の政策実現

◆平成22年度で応募しやすい仕組みへ
変更
◆審査委員会で審査し、関係課へ実施
検討を指示
◆平成23年度から一課一提案制度を導
入予定

継続 ⇒ ⇒ ⇒

70
権限と責任の移譲

〈人事課〉
◆各所属の実情に合わせた人員配置

◆各部への人事権限の移譲や部内にお
ける短期兼務任用等について、メリッ
ト、デメリットの検証を行う

新規 △

71
良好な職場環境づくり

〈人事課〉

◆風とおしのよい職場づくりと組織の
一体化

◆試行した職場診断結果のフィード
バック方法の検討会を行う

新規 ◎

72

業務マニュアルと年間スケ
ジュール等の情報共有

〈人事課〉

◆各部署の情報共有による横断的な取
組みの体制の構築

◆共通した事務引継書用の書式を作成
する
◆各所属の年間スケジュールについ
て、グループウェアへの掲示を行う

新規 ◎

73
公益通報制度の周知

〈総務課〉
◆制度の認知度

◆職員に制度を周知するための研修を
開催する。各所属で最低１名が研修を
受けている状態とする。

新規 ⇒ ⇒ ⇒

74
会計事務に関する知識の向上

〈出納室〉

◆会計事務担当者の知識向上
◆所属長のチェック機能の強化

◆会計事務担当者研修を充実し、専門
性を高める
◆所属長を対象とした会計事務研修を
実施し、厳正なチェック体制確立する

新規 △ ⇒ ⇒

75
危機管理マニュアルの作成

〈総合危機管理室〉

◆危機管理マニュアルが未策定である
ため、非常時における円滑な活動指針
がない。

◆庁内各部課と協議のうえ、迅速かつ
効果的に非常時の対応が図れるマニュ
アル作成を行う。

新規 ⇒ ◎

Ｎｏ 課 題 取 組 内 容
実 施 年 度
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実 施 事 項 名 新規

〈 担 当 課 〉 継続 23 24 25

76

水道部危機管理マニュアルの見
直し

〈水道総務課〉

◆現危機管理マニュアル作成時から施
設の統廃合を進めており、記載内容に
不整合がある。

◆危機管理マニュアルの見直し 新規 △ ◎

重点事項４　市民への説明責任の確保と実行

実 施 事 項 名 新規

〈 担 当 課 〉 継続 23 24 25

77

「市政に関する情報を市民と共
有するための指針」の運用

〈秘書広報課〉

◆「市政に関する情報を市民と共有す
るための指針」を周知しなければなら
ない

◆「市政に関する情報を市民と共有す
るための指針」についての研修
◆各所属で情報共有すべき情報の洗い
出し及び周知

新規 ⇒ ⇒ ⇒

78

情報公開制度・個人情報保護実
務研修の充実
個人情報取扱いの徹底

〈秘書広報課〉

◆市民から情報公開請求・個人情報開
示請求があったときに迅速に対応でき
るか

◆情報公開制度・個人情報保護実務説
明会の開催
◆個人情報取扱事務届出書の報告の徹
底

新規 ⇒ ⇒ ⇒

79
広報リーダーの設置及び活用

〈秘書広報課〉

◆広報で周知する内容を精査しなけれ
ばならない

◆広報リーダーの設置
◆広報リーダーの研修実施
◆広報リーダーが講師となる課内研修
の実施

新規 △ ⇒ ◎

80
「参声広場」の活用

〈秘書広報課〉
◆市民にわかりやすいか ◆「参声広場」の検索機能の見直し 新規 △ ⇒ ◎

81
行政評価への市民意識の反映

〈総務課〉
◆総合計画、予算編成との連動

◆総合計画や予算編成と連動し、選択
と集中による費用対効果の高い行政運
営を目指す。
◆ベンチマーク指標の活用を検討す
る。

継続 △ ⇒ ⇒

82

広報紙のわかりやすい紙面づく
り

〈秘書広報課〉

◆広報紙の紙面がわかりやすい内容か
◆広報編集指針の策定
◆広報編集指針の庁内周知
◆アンケートの実施

新規 ⇒ ⇒ ⇒

83
ホームページの充実

<秘書広報課>
◆ホームページがわかりづらい

◆市民が見やすく使いやすいページの
作成
◆内容の充実・迅速な更新を図ること
ができる体制づくり
◆アンケートの実施

新規 ⇒ ⇒ ⇒

84

行政情報チャンネル「ウィーク
リー伊賀市」の充実

<秘書広報課>

◆行政情報チャンネル「ウィークリー
伊賀市」の充実

◆行政情報チャンネルの「特集コー
ナー」の活用による情報提供
◆行政番組検討委員会による市民の視
点からの改善
◆アンケートの実施

新規 ⇒ ⇒ ⇒

85
情報公開制度の適正な運用

<秘書広報課>

◆情報公開制度による情報のわかりや
すさ

◆情報公開制度の適正な運用と利便性
の向上
◆出資法人に対しての指導・助言

新規 ⇒ ⇒ ⇒

取 組 内 容
実 施 年 度

Ｎｏ 課 題

Ｎｏ 課 題 取 組 内 容
実 施 年 度
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重点事項５　市民と行政の協働

実 施 事 項 名 新規

〈 担 当 課 〉 継続 23 24 25

86
市民と行政の役割分担の見直し

〈企画課〉

◆協働の基本原則の策定手法
◆市民、市民活動団体等への周知方法

◆協働の基本原則の策定
◆策定体制の確立（市民参加方法含
む）
◆策定後の市民等への周知

新規 △ △ ⇒

87
市民活動支援センター充実

〈市民活動推進室〉

◆人材の確保
◆ファシリテェーション・コーディ
ネート能力の強化
◆情報収集･発信能力の強化
◆市民活動支援団体との関係作り

◆人材育成（研修・情報交換会等への
参加）
◆研修会等の企画･開催

継続 ⇒ ⇒ ⇒

88

市民公益活動への財政支援・住
民自治協議会への財政支援

〈市民活動推進室〉

◆市民公益活動及び住民自治活動への
財政支援のあり方
◆地域包括交付金との関係整理

◆地域活動支援事業の見直し 継続 △ △ ⇒

89

自治組織のあり方の見直し
（１）

〈市民活動推進室〉

◆市職員及び市民の理解
◆交付金の適正な執行支援
◆市行政業務の見直し
◆実施確認方法の確立

◆市と住民自治協議会の協定によるま
ちづくりの推進
◆地域が選択する行政業務メニューの
提示

継続 ⇒ ⇒ ⇒

90

自治組織のあり方の見直し
（２）

〈市民活動推進室〉

◆行政組織の支援体制のあり方
◆地域担当職員の資質の向上
◆地区市民センターの自治センター化

◆行政組織の横断体制の検討
◆地域担当職員による住民自治協活動
支援
◆地区市民センターの行政業務、位置
付け整理

継続 △ ⇒ ⇒

91

総合計画における協働型マネジ
メントサイクルの構築

〈企画課〉

◆伊賀市まちづくり委員会の委員選出
◆アンケート内容の適正な評価
◆PDCAサイクルの確保

◆伊賀市まちづくり委員会の設置
◆まちづくりアンケートの実施
◆庁議等への成果報告

継続 ⇒ ⇒ △

92

職員の意識啓発と人権問題地区
別懇談会等への積極的な参加

〈人権政策・男女共同参画課〉

◆人権問題地区別懇談会における地域
のリーダーとしての職員のスキルアッ
プ
◆懇談会への職員の積極的な参加

◆地域リーダーとしての職員のスキル
アップ講座の開催
◆人権問題地区別懇談会や人権講演会
等の周知
◆地域リーダーとしての職員ネット
ワークの設立

新規 △ ⇒ ⇒

93
市政モニター制度導入の検討

〈秘書広報課〉

◆市民の市政についての理解度や意見
を知り、市政に反映していく必要があ
る。

◆市政モニター制度導入の検討 新規 △ ⇒ △

94

市民が参加しやすい審議会の見
直し

〈秘書広報課〉

◆市民が参加しやすい審議会の見直し
◆市民参画の拡大を図るために人数や
委員構成についての見直し

新規 △ ⇒ ◎

95
女性リーダーの育成

〈人権政策・男女共同参画課〉

◆住民自治協議会や地域活動への女性
の参画促進

◆女性リーダー育成に関する事業を企
画・開催する。

新規 ⇒ ⇒ ⇒

96
審議会等への女性登用の推進

〈人権政策・男女共同参画課〉
◆女性の市政への参画

◆人材バンクを設置し、より多くの女
性が審議会等に参画できる。

継続 ⇒ ⇒ ⇒

97
庁内会議の開催手法

〈企画課〉

◆政策調整会議の構成員が多い。
◆提案内容によっては、複数回提案の
あることもあり、提案前の内容整理が
課題

◆庁議のあり方、開催方法等の調査研
究

新規 △ ⇒ ◎

Ｎｏ 課 題 取 組 内 容
実 施 年 度

- 9 -



年 次 取 組 実 績

①公有財産台帳管理システムを構築
し、施設カルテのベース資料を整備
した。

②公共施設の概要（全体）を分析し
た公共施設マネジメントの基本方針
（素案）を作成した。

①施設の現況調査と課題を出し、
「公共施設白書」としてとりまとめ
た。施設の個別戦略（指針）及び公
表は次年度とする。

②施設カルテを作成し、財産管理シ
ステムとデータを共有している。公
表は次年度とする。

市政再生室の意見

630
630 276

759

計画どおり取組を進めている 計画どおり取組を進めている

数値目標（単位）

目標

変更・中止等
理　　由

変 更 等

実 績 計画どおりできた 計画どおりできた

年 次 計 画

①「施設カルテ」作成に向けた調
査・データ整理
②「市有施設のあり方に関する指
針」（素案）作成

①市有施設のあり方に関する指針の
作成公表
②「施設カルテ」のシステム化と公
表

計 画 △ ◎

進 捗 管 理 △ ： 調 査 ・ 検 討 ⇒ ： 実 施 ◎ ： 完 了 × ： 中 止

年 度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

取組による効果

◆行政施設としての継続運営の必要性、継続運営における課題、コスト等の整理公表による施設の有効活用、効率
運営等に係る意識改革
◆「施設のあり方に関する指針」や「施設カルテ」の公表により、類似施設の統廃合等に係る公平性、客観性を確
保し、施設運営や統廃合に係る市民のコンセンサスが得やすくなる。

実 施 事 項 名 第1次大綱から継続

取 組 内 容

◆施設の設置目的、施設現況、類似施設の設置状況、施設利用の実態、設置時財源等を整理
◆施設カルテの作成(公表)による施設の状況、維持管理費等の可視化
◆「施設のあり方に関する指針」として、継続（拡大、縮小、統合、民営化、複合化）、廃止（用途変更、処分）
等の評価を行うための指針を作成し、各行政財産管理部署での施設統廃合検討の基準を提供

行政財産の統廃合等に関する指針の作成

総合計画基本施策番号

項目番号 項　目　名 1 公共施設の統廃合について

主な事務事業評価
シート名

取組番号 取　組　名 1 公共施設の有効活用の推進

報 告 時 期

平成25年4月1日
1

担 当 部 課
企画財政部

管財課

Ｎｏ.第２次伊賀市行財政改革大綱　前期実施計画・進捗状況報告書
（平成２３年度～平成２５年度）

重点事項
番    号

重　点
事項名

1 持続可能な財政構造の確立

実績実績

連 絡 先 22-9610

責任者名（所属長） 藤岡　淳次

目標 実績

( ）

目標

数 値 目 標
（ 実 績 ）

行政施設数　６３０施設
１，５００棟

調査施設数　５６２施設
施設カルテ対象施設　２７６施設

　　　　　　棟数　７５９棟

実績 目標
財 政 効 果 額

（ 千 円 ）

データ収集・調査分析を行う行政施
設数　６３０施設

積 算

数 値 目 標

562
1500

目標 実績

施設カルテ作成のためのデータ収集・調査分析を行う行政施設数

実績目標

積 算



実績

大山田東保育園　１３回
諏訪保育所　　　　３回
まるばしら保育所　２回

大山田東保育園　２回
諏訪保育所　　　２回
まるばしら保育所１回
比自岐保育所　　１回

地域・保護者説明会開催　10回/年

回 ）

10

地域・保護者説明会開催　10回/年

目標

(地域・保護者説明会回数

10 18

目標 実績

目標 実績実績10 6

目標

地域・保護者説明会開催　10回/年

2

担 当 部 課
健康福祉部

こども家庭課

Ｎｏ.

連 絡 先 22-9658

責任者名（所属長） 清水　健司
項目番号 項　目　名 1 公共施設の統廃合について

報 告 時 期

平成25年4月1日

取組番号 取　組　名 1 公共施設の有効活用の推進

第２次伊賀市行財政改革大綱　前期実施計画・進捗状況報告書
（平成２３年度～平成２５年度）

重点事項
番    号

重　点
事項名

1 持続可能な財政構造の確立

取組による効果
◆庁内検討会議の開催により、財源の確保、各種計画の整合性をはかることができる。
◆地域・保護者への説明会の実施により、住民の理解を得ることができ、スムーズに計画が進む。

実 施 事 項 名 第1次大綱から継続

取 組 内 容
◆保護者や地域住民に対する説明と協議を行う。
◆合意を得られるよう努めて、再編整備を推進する。

保育所（園）の再編整備の促進 主な事務事業評価
シート名

総合計画基本施策番号

計 画 ⇒ ⇒ ⇒

進 捗 管 理 △ ： 調 査 ・ 検 討 ⇒ ： 実 施 ◎ ： 完 了 × ： 中 止

年 度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

実 績 計画どおりできた 計画どおりできた

変 更 等

年 次 取 組 実 績

①大山田東保育園が２５年度から大山
田西保育園に統合されることで了解を
得た。 児童数からみて、諏訪保育
所、まるばしら保育所の統・廃園につ
いて地元、保護者と協議を開始した。

②開催しなかった。

①大山田東保育園は閉園に合意が得ら
れているが、統合への諸条件、施設の
跡地利用について阿波地区住民自治協
議会、保護者に対して協議を2回行っ
た。諏訪保育所は、諏訪地区住民自治
協議会、保護者に対して説明会を2回
行った。統合については一定の理解を
得られた。まるばしら保育所は、丸柱
住民自治協議会、保護者に対して説明
会を１回行った。統合についての合意
は得られた。比自岐保育所は比自岐地
区住民自治協議会役員に対し1回説明
会を行った。
②各保育所（園）で行う説明会の前に
は支所等と事前に検討会を実施した。

①

②

年 次 計 画

①地域・保護者への説明により、計画
的に進めていく

②庁内検討会議の開催

①地域・保護者への説明により、計画
的に進めていく

②庁内検討会議の開催

①地域・保護者への説明により、計画
的に進めていく

②庁内検討会議の開催

計画どおり取組を進めている 計画どおり取組を進めている

市政再生室の意見

目標 実績

実績

数値目標（単位）

目標

変更・中止等
理　　由

財 政 効 果 額

（ 千 円 ）

数 値 目 標
（ 実 績 ）

積 算

数 値 目 標

積 算



市政再生室の意見

目標 実績

実績

数値目標（単位）

目標

変更・中止等
理　　由

財 政 効 果 額

（ 千 円 ）

数 値 目 標
（ 実 績 ）

計画どおり取組を進めている 計画どおり取組を進めている

実 績 計画どおりできた 計画どおりできた

変 更 等

年 次 取 組 実 績

①上野南中学校建設工事等説明会
　　３５回
②上野西部小学校区検討協議会等会
議
　　４回
③上野北部小学校区検討協議会等会
議
　　２回
④阿山地区小学校区再編検討協議会
等会議
　　１０回

①平成２４年４月１日、上野南中学
校開校
②上野西部地区小学校区検討協議会
等会議－６回開催
　 上野西部地区小学校改築委員会－
３回開催
③上野北部地区小学校区検討協議会
等会議－２回開催
④阿山地区小学校区再編検討協議会
等会議－２回開催
　 河合小学校改築委員会－５回開催

①

②

③

年 次 計 画

①上野南中学校建設工事説明会の開
催
②上野西部小学校区実施計画検討協
議会の開催
③上野北部小学校区再編計画検討協
議会の開催
④阿山地区小学校区再編計画検討協
議会の開催

①上野南中学校開校
（丸山中学校、成和中学校の廃校）
②上野西部小学校区実施計画検討協
議会の開催
③上野北部小学校区再編計画検討協
議会の開催
④阿山地区小学校区再編計画検討協
議会の開催

①（仮称）上野西部小学校開校
②上野北部小学校区再編計画検討協
議会の開催
③阿山地区小学校区再編計画検討協
議会の開催

計 画 ⇒ ⇒ ⇒

進 捗 管 理 △ ： 調 査 ・ 検 討 ⇒ ： 実 施 ◎ ： 完 了 × ： 中 止

年 度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

取組による効果
◆適正な学校規模により、児童・生徒の望ましい教育環境が整い、学校教育の充実が図れる。
◆学校運営費や人件費の削減が図れる。

実 施 事 項 名 第1次大綱から継続

取 組 内 容

◆上野南中学校建設工事説明会の開催
◆上野西部小学校区実施計画検討協議会の開催
◆上野北部小学校区再編計画検討協議会の開催
◆阿山地区小学校区再編計画検討協議会の開催

校区再編（小中学校の統廃合） 主な事務事業評価
シート名

学校建設事業

総合計画基本施策番号

項目番号 項　目　名 1 公共施設の統廃合について

報 告 時 期

平成25年4月1日

取組番号 取　組　名 1 公共施設の有効活用の推進

第２次伊賀市行財政改革大綱　前期実施計画・進捗状況報告書
（平成２３年度～平成２５年度）

重点事項
番    号

重　点
事項名

1 持続可能な財政構造の確立

3

担 当 部 課
教育委員会事務局

教育総務課

Ｎｏ.

31

連 絡 先 22-9675

責任者名（所属長） 伊室　春利

目標
維持管理費
△4,771

維持管理費
△6,000

実績

実績

(校区再編計画の進捗率

0 33.3 33.3 33.3

%

目標

統合する小中学校の進捗率

維持管理費
△2,000

維持管理費
△2,000

実績

上野：１６小学校→８小学校
上野：５中学校→４中学校
阿山：４小学校→１小学校

上野地区中学校計画が完成のため、
１００％

平均：３３．３％

上野：１６小学校→８小学校
上野：５中学校→４中学校
阿山：４小学校→１小学校

上野地区中学校計画が完成のため、
１００％

平均：３３．３％

統合する小中学校の進捗率

）

45.8

積 算

数 値 目 標

積 算

統合する小中学校の進捗率

目標目標 実績



市政再生室の意見

目標 実績

実績

数値目標（単位）

目標

変更・中止等
理　　由

財 政 効 果 額

（ 千 円 ）

計画どおり取組を進めていない

引き続き地域と協議されたい。

計画どおり取組を進めていない

地域に方向性を示し、移管調整を行
われたい。

合併時の約束により、合併後10年間
は、市施設の統廃合は認められない
と、自治協会長から申し出があっ
た。

年 次 取 組 実 績

①廃止施設を決定した。

②博要グラウンド草刈管理委託料は
地域との協議により廃止し、経費の
削減となった。
　施設の統廃合については、地域と
調整を行ったが進展は得られなかっ
た。

①平成26年度以降の施設管理につい
て青山支所と協議を開始した。
今後、施設カルテがまとめられた後
に、関係各課を交えて方向性を出
し、地域との話し合いを行う。

①

年 次 計 画

①ランキングによる施設調査（利用
度、整備度、老朽度）を基に廃止施
設を決定する。

②地域と調整を行う。

①地域と調整を行う。 ①地域と調整を行う。

実 績 計画どおりできなかった 計画どおりできなかった

変 更 等 ⇒ ⇒

計 画 △ ◎

進 捗 管 理 △ ： 調 査 ・ 検 討 ⇒ ： 実 施 ◎ ： 完 了 × ： 中 止

年 度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

取組による効果
◆利用度等の低い施設を廃止することにより、維持管理経費の軽減が図れる。
◆地域に施設を移管することにより、地域においても使途に制約がなくなり、より有効利用が図れる。

実 施 事 項 名 第1次大綱から継続

取 組 内 容
◆ランキングによる施設調査（利用度、整備度、老朽度）を基に廃止施設を決定する。
◆地域と調整を行う。
◆体育施設条例の改正を行う。

体育施設の統廃合 主な事務事業評価
シート名

体育施設維持管理経費

総合計画基本施策番号

取組番号 取　組　名 1 公共施設の有効活用の推進

第２次伊賀市行財政改革大綱　前期実施計画・進捗状況報告書
（平成２３年度～平成２５年度）

重点事項
番    号

重　点
事項名

1 持続可能な財政構造の確立

項目番号 項　目　名 1 公共施設の統廃合について

報 告 時 期

平成25年4月1日
4

担 当 部 課
教育委員会事務局
スポーツ振興課

Ｎｏ.

34

連 絡 先 47-1284

責任者名（所属長） 松本　和久

(進捗度

70 50

％ ）

目標目標 実績実績

目標 実績目標

数 値 目 標
（ 実 績 ）

80 実績

３施設を決定した（直営施設）

３施設を決定する（直営施設）

積 算

数 値 目 標

積 算



市政再生室の意見

目標 実績

実績

数値目標（単位）

目標

変更・中止等
理　　由

財 政 効 果 額

（ 千 円 ）

積 算

数 値 目 標

積 算

数 値 目 標
（ 実 績 ）

計画どおり取組を進めている 計画どおり取組を進めていない

公共施設マネジメントの取組と一体
的に推進されたい。

実 績 計画どおりできた 計画どおりできなかった

年 次 計 画

①管財課と共同で、各施設の使用料
が適切かどうかの検証を行いたい。
②管財課が進めている施設の統廃合
計画とのバランスも取りたい。
③手数料については、政令等で定め
られている上限額になっているた
め、政令等の改正がなされた場合
は、速やかに行う。

①前年度の検証を踏まえ、使用料の
引き上げ率などの検討を行い、市民
への周知へと進めていきたい。
②なお、この場合、現在の使用料に
ついて、「高すぎる」などの意見が
出ていることについても留意する。

①公共施設マネジメントと連携し取
組を進める。

年 次 取 組 実 績

①目的外使用条例の施行に伴い、各
施設の目的外使用料の見直しを行っ
た。２４年度からハイトピア伊賀の
公共公益施設の開設に伴い、公民館
等の使用料の見直しを行った。
②施設統廃合のための資料として、
今年度は財産台帳の作成を行ってい
る。
③３月議会に政令の改正に伴う手数
料条例の一部改正議案を上程し可決
された。

①使用料の見直しに当たっては、施
設の統廃合も含めて進める必要があ
る。それには、財産台帳の整備が必
要であるが、その整備が２５年度以
降となるため今年度はできなかっ
た。

②伊賀上野武道館については、使用
料が高く利用が少なかったので、使
用料を値下げして利用促進を図っ
た。（施行は２５年４月から）

①

年 度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

計 画 △ △ ◎

変 更 等

取 組 内 容
◆「使用料・手数料」について、一律に見直しを行うのではなくて、施設やカテゴリーごとの見直しを行ってい
く。なお、この場合、住民負担の公平性の確保と受益者負担の原則に基づく金額設定としていきたい。
◆公共施設への民間企業の広告掲載等の新たな使用料の設定を検討する。

使用料・手数料の見直し 主な事務事業評価
シート名

総合計画基本施策番号

進 捗 管 理 △ ： 調 査 ・ 検 討 ⇒ ： 実 施 ◎ ： 完 了 × ： 中 止

取組番号 取　組　名 1 公共施設の有効活用の推進

取組による効果
◆使用料の引き上げにより、収入の増加が考えられるが、景気低迷の時代でもあり、使用料のアップにより、逆
に、利用率が大きく落ち込むような状況にならないように注意したい。

実 施 事 項 名 第1次大綱から継続

68

報 告 時 期

平成25年4月1日
5

担 当 部 課
企画財政部

財政課

Ｎｏ.

項目番号 項　目　名 1 公共施設の統廃合について

第２次伊賀市行財政改革大綱　前期実施計画・進捗状況報告書
（平成２３年度～平成２５年度）

重点事項
番    号

重　点
事項名

1 持続可能な財政構造の確立

連 絡 先 22-9608

責任者名（所属長） 百田　光礼

目標 実績実績

(今の段階では、定めることができない。

目標

）

目標 実績目標 実績



◆受益者負担の適正化を図ることで利用上の格差を解消できる。
◆利用者の少ない施設の多目的使用や統廃合など、新たな施設のあり方検討の導入資料

Ｎｏ. 6
平成25年4月1日

（平成２３年度～平成２５年度）

重点事項
番    号

重　点
事項名

1 持続可能な財政構造の確立

第２次伊賀市行財政改革大綱　前期実施計画・進捗状況報告書
報 告 時 期

担 当 部 課
企画財政部

管財課

進 捗 管 理 △ ： 調 査 ・ 検 討 ⇒ ： 実 施 ◎ ： 完 了 × ： 中 止

主な事務事業評価
シート名

取 組 内 容

◆施設カルテの作成公表の中で、施設運営経費、利用者数、利用者一人当たりの経費等を整理
◆市有施設の適正使用料の算定や施設統廃合等にも繋がる指針であり、「市有施設のあり方に関する指針の作成」
（NO.1）と合わせて整理
◆施設の種類毎の受益者負担の適正化基準について検討

藤岡　淳次
取組番号 取　組　名 1 公共施設の有効活用の推進

総合計画基本施策番号

実 施 事 項 名 市有施設の有効活用のための基本方針の作成 第1次大綱から継続

項目番号 項　目　名 1 公共施設の統廃合について
連 絡 先 22-9610

責任者名（所属長）

取組による効果

変 更 等

計 画 △ ◎

年 度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

年 次 計 画

①「施設カルテ」作成に向けた調
査・データ整理
②「市有施設のあり方に関する指
針」の検討と合わせて検討

①「市有施設のあり方に関する指
針」の中で"市有施設の有効活用のた
めの基本方針"を位置づけて作成
②受益者負担の公平に向けた各施設
の使用料等のあり方を提言

年 次 取 組 実 績

①公有財産台帳管理システムを構築
し、施設カルテのベース資料を整備
した。

②公共施設の概要（全体）を分析し
た公共施設マネジメントの基本方針
（素案）を作成し削減目標を仮設定
した。

①施設の現状と課題が”見える化”
することを目的に公共施設白書を作
成した。

②「行政財産目的外使用に係る減免
基準」を作成し、各施設担当へ提言
を行った。

実 績 計画どおりできた 計画どおりできた

562

）

数 値 目 標
データ収集・調査分析を行う行政施
設数　６３０施設

積 算

数値目標（単位）
施設カルテ作成のためのデータ収集・調査分析を行う行政施設数 ( 施設

630 実績 目標 目標 実績実績目標

積 算

財 政 効 果 額
目標 実績 目標 実績

数 値 目 標
（ 実 績 ） ５６２施設

市政再生室の意見

計画どおり取組を進めている 計画どおり取組を進めている

（ 千 円 ）

変更・中止等
理　　由

目標 実績



実績

①関係部署との協議回数／年
②説明対象地域数

積 算

数 値 目 標

積 算

目標

数 値 目 標
（ 実 績 ）

　説明対象地域数

実績

報 告 時 期

平成25年4月1日
7

担 当 部 課
企画財政部

企画課

Ｎｏ.

項目番号 項　目　名 1 公共施設の統廃合について

第２次伊賀市行財政改革大綱　前期実施計画・進捗状況報告書
（平成２３年度～平成２５年度）

重点事項
番    号

重　点
事項名

1 持続可能な財政構造の確立

連 絡 先 22-9621

責任者名（所属長） 藤山　善之

進 捗 管 理 △ ： 調 査 ・ 検 討 ⇒ ： 実 施 ◎ ： 完 了 × ： 中 止

取組番号 取　組　名 1 公共施設の有効活用の推進

年 度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

取組による効果
◆適切な施設機能の位置づけが行え、市民に分かりやすい環境となる。
◆財政への負担を軽減することができる。

実 施 事 項 名 第1次大綱から継続

取 組 内 容
◆市で決定した文化ホール４施設の活用見直しの方向性に基づき、庁内関係部署と具体的な施設機能、料金体制、
管理形態及び運営コスト削減方法等について検討、協議を行う。
◆文化ホール４施設の活用見直し実施に向けた市民への説明を行う。

文化ホールのあり方見直し実施に向けた関係部署との協議及
び市民理解に向けた醸成

主な事務事業評価
シート名

総合計画基本施策番号 66

計 画 ⇒ ◎

変 更 等 ⇒ ⇒

実 績 計画どおりできなかった 計画どおりできなかった

年 次 計 画

①３施設（ふるさと会館いが、あや
ま文化センター、青山ホール）の見
直し方針に基づき、関係部署との協
議により、適切な施設機能、料金体
系、管理形態等の検討を行う。
②文化会館を含めた４施設の具体的
見直し案について、市民及び関係団
体に理解を得る。

①文化会館を含めた４施設の具体的
見直し案について、市民及び関係団
体に理解を得る。

②４施設の具体的見直し案に基づ
き、平成25年４月１日運用開始に向
けた関係条例等の整備を行う。

①公共施設マネジメントと連携し取
組を進める。

年 次 取 組 実 績

①生涯学習施設への移行を目指す見
直し方針に基づき、所管となる教育
委員会担当課と協議した。教育委員
会において、生涯学習施設に移行し
た場合の施設機能等について検討す
ることとなったが、具体的検討を終
わらせるには至らなかった。
②施設機能等の具体案が示せていな
いため未実施

①関係課と施設機能等を検討した
が、具体案を策定することができな
かった。

②未実施

①

目標 実績実績

（
（

　　　①関係部署との協議回数
　　　②説明対象地域数

①４
②３

①３
②０

3 0 目標

回
地域

）
）

計画どおり取組を進めていない

市民利便を整理し、説明を実施され
たい。

計画どおり取組を進めていない

指定管理者から意見を徴収するな
ど、別手法で市の具体案を示された
い。

市政再生室の意見

目標 実績

実績

数値目標（単位）

目標

変更・中止等
理　　由

財 政 効 果 額

（ 千 円 ）

①関係部署との協議回数／年
②説明対象地域数

　説明対象地域数

目標



市政再生室の意見

計画どおり取組を進めている

平成２３年度で完了

実績 目標 実績
（ 千 円 ）

変更・中止等
理　　由

数 値 目 標
（ 実 績 ）

目標
財 政 効 果 額

目標 実績

積 算

数 値 目 標
新規建設施設検討委員会の設置

積 算

数値目標（単位）
新規建設検討委員会の設置 ( ％

実績 目標目標

年 次 計 画
①新規建設施設検討委員会のあり方
の検討

①市有新規建設施設検討委員会の設
置
②市有新規建設施設検討委員会の運
営

年 次 取 組 実 績

①市全体として、委員会組織を減少
させ事務の効率化を図るため、新た
に検討委員会を設置せずに、政策調
整会議で検討することとした。

①

②

目標 実績100 実績

）

計 画 △ ◎

変 更 等

実 績 計画どおりできた

取 組 内 容
◆新規建設施設検討委員会を設置する。
（新たに建設する公共用施設についての必要性や類似施設との整合を査定する。）

取組による効果
◆新規建設施設検討委員会を設置し、提供するサービスの必要性や利用計画について事前評価を行うことで、将来
の財政計画にも配慮した適正な施設配置、施設規模、資産経営計画を実現できる。

進 捗 管 理 △ ： 調 査 ・ 検 討 ⇒ ： 実 施 ◎ ： 完 了 × ： 中 止

年 度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

項目番号 項　目　名 1 公共施設の統廃合について
連 絡 先 22-9610

責任者名（所属長） 藤岡　淳次
取組番号 取　組　名 1 公共施設の有効活用の推進

総合計画基本施策番号

実 施 事 項 名 新規建設施設検討委員会の設置 新規 主な事務事業評価
シート名

第２次伊賀市行財政改革大綱　前期実施計画・進捗状況報告書
報 告 時 期

Ｎｏ. 8
平成25年4月1日

（平成２３年度～平成２５年度）

重点事項
番    号

重　点
事項名

1 持続可能な財政構造の確立 担 当 部 課
企画財政部

管財課



変更・中止等
理　　由

目標 実績

市政再生室の意見

計画どおり取組を進めている 計画どおり取組を進めている

実績

実績

数 値 目 標
整理・統廃合の方針に従って整理・
統廃合が完了した施設数／９施設

整理・統廃合の方針に従って整理・
統廃合が完了した施設数／９施設

整理・統廃合の方針に従って整理・
統廃合が完了した施設数／９施設

積 算

目標

数 値 目 標
（ 実 績 ） １/９＝0.111 ３/９＝0.333

積 算

財 政 効 果 額
目標 実績

（ 千 円 ）

年 次 計 画

①【伊賀・阿山】４ヶ所
　各施設ごとに地域と協議のうえ整理・統廃合
について検討し、方針が決定した施設から随
時、整理・統廃合を実施する。
　※介護予防施設として継続させながら地域へ
移管するなど
②【青山】５ヶ所
　各施設ごとに地域と協議のうえ整理・統廃合
について検討し、方針が決定した施設から随
時、整理・統廃合を実施する。
　※市民センターへの転用も含めた地域への移
管など

①【伊賀・阿山】４ヶ所
　各施設ごとに地域と協議のうえ整理・統廃合
について検討し、方針が決定した施設から随
時、整理・統廃合を実施する。
　※介護予防施設として継続させながら地域へ
移管するなど
②【青山】５ヶ所
　各施設ごとに地域と協議のうえ整理・統廃合
について検討し、方針が決定した施設から随
時、整理・統廃合を実施する。
　※市民センターへの転用も含めた地域への移
管など

①【伊賀・阿山】４ヶ所
　各施設ごとに地域と協議のうえ整理・統廃合
について検討し、方針が決定した施設から随
時、整理・統廃合を実施する。
　※介護予防施設として継続させながら地域へ
移管するなど
②【青山】５ヶ所
　各施設ごとに地域と協議のうえ整理・統廃合
について検討し、方針が決定した施設から随
時、整理・統廃合を実施する。
　※市民センターへの転用も含めた地域への移
管など

年 次 取 組 実 績

①平成25年度を目途に普通財産に変更した後、
建物は無償譲渡、土地は無償貸付若しくは、建
物も土地も無償譲渡いづれかの方針で地域と協
議を進めていくことを決定した。

②高尾は、平成24年度から、一部を市民セン
ター活用することとなった。
　博要は、平成24年度中に改修し、一部を市民
センター活用することとなった。
　他所についても、概ね将来的に市民センター
へ移管する方針が決定した。

①昨年度のとおり

②高尾は、平成24年度から一部を市民センター
として活用している。
　博要は、平成25年4月1日から、一部を市民セ
ンターとして活用する。
　上津、桐ヶ丘は市民センターへ移管する方
針。
　矢持は、地域の集会所としての活用を検討す
る。

①

②

数値目標（単位）
達成度 ( ％ ）

目標 30 実績 12 目標 50 実績 34 目標 100

計 画 △ ⇒ ◎

変 更 等

実 績 計画どおりできた 計画どおりできた

取 組 内 容
◆市内介護予防施設の老朽度や利用率等の現状から、機能集約等を含めた設置数や設置箇所の方針を決定し、整
理・統廃合を行う。

取組による効果
◆整理・統廃合を行うことで、市民のニーズにあった効率的な運営に移行し、市民の満足度の向上につながる。
◆施設の維持管理経費等を削減することができる。

進 捗 管 理 △ ： 調 査 ・ 検 討 ⇒ ： 実 施 ◎ ： 完 了 × ： 中 止

年 度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

項目番号 項　目　名 1 公共施設の統廃合について
連 絡 先 26-3940

責任者名（所属長） 澤田　之伸
取組番号 取　組　名 2 施設の維持管理経費等の削減

総合計画基本施策番号 6

実 施 事 項 名 介護予防施設の統廃合 第1次大綱から継続 主な事務事業評価
シート名

第２次伊賀市行財政改革大綱　前期実施計画・進捗状況報告書
報 告 時 期

Ｎｏ. 9
平成25年4月1日

（平成２３年度～平成２５年度）

重点事項
番    号

重　点
事項名

1 持続可能な財政構造の確立 担 当 部 課
健康福祉部

介護高齢福祉課



目標 実績目標

数 値 目 標
（ 実 績 ）

１００％

基本計画等策定の進捗状況

実績

0% 100%

１００％

基本計画等策定の進捗状況

積 算

数 値 目 標

積 算

(計画策定の進捗状況

100 0 100 100

％ ）

目標目標 実績実績

報 告 時 期

平成25年4月1日
10

担 当 部 課
建設部

建築住宅課

Ｎｏ.

30

連 絡 先 43-2330

責任者名（所属長） 藤森　尚志

第２次伊賀市行財政改革大綱　前期実施計画・進捗状況報告書
（平成２３年度～平成２５年度）

重点事項
番    号

重　点
事項名

1 持続可能な財政構造の確立

項目番号 項　目　名 1 公共施設の統廃合について

取組による効果

◆計画策定により各団地ごとの活用方針等を決定し、安全で快適な住環境の提供を行なうことができる。
◆民間住宅の稼動状況等の把握に努め、市営住宅の統廃合等についての検討を行い、効率的に管理することができ
る。
◆計画的な改修・修繕工事を行い、維持・管理コストの削減を図ることができる。

実 施 事 項 名 新規

取 組 内 容
◆住生活基本計画（長寿命化計画）を策定し、既存市営住宅の統廃合を含めたあり方・活用方針を決定する。
◆地域の特性や入居世帯の実情に合った市営住宅の整備等を検討する。
◆維持・管理コストの削減を目指し、計画的な改修・修繕工事を検討する。

住生活基本計画（長寿命化計画）の策定 主な事務事業評価
シート名

総合計画基本施策番号

取組番号 取　組　名 2 施設の維持管理経費等の削減

変 更 等 ◎

計 画 ◎

進 捗 管 理 △ ： 調 査 ・ 検 討 ⇒ ： 実 施 ◎ ： 完 了 × ： 中 止

年 度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

年 次 取 組 実 績

①当市における住宅施策の課題等を
整理し、5つを柱とした基本施策の設
定は行っている。
②統計資料等を活用し、状況把握に
努めている。
③未策定である。

①伊賀市住生活基本計画の策定完了
②民間住宅の状況把握については、
一部、住生活基本計画の中で考察し
ているが実質的には状況把握はして
ない。
③伊賀市公営住宅等長寿命化計画の
策定完了

年 次 計 画
①基本計画等の策定
②民間住宅の状況把握
③改修・修繕工事の計画策定

①基本計画等の策定
②民間住宅の状況把握
③改修・修繕工事の計画策定

実 績 計画どおりできなかった 計画どおりできた

計画どおり取組を進めていない

平成２４年度中に策定されたい

計画どおり取組を進めている

策定委員の選定(確定)が出来ていない状
況で、策定委員会用の資料等は整ってい
るが、委員会を開催していないので、計
画の検討が全くされていない。

市政再生室の意見

目標 実績

実績

数値目標（単位）

目標

変更・中止等
理　　由

財 政 効 果 額

（ 千 円 ）



Ｎｏ. 11
平成25年4月1日

（平成２３年度～平成２５年度）

財産管理の推進

企画財政部
管財課

連 絡 先 22-9610

責任者名（所属長）

第２次伊賀市行財政改革大綱　前期実施計画・進捗状況報告書
報 告 時 期

重点事項
番    号

重　点
事項名

1 持続可能な財政構造の確立 担 当 部 課

取組による効果 ◆管理部署で施設カルテを作成・管理することで職員のコスト意識の醸成が図れる。

進 捗 管 理 △ ： 調 査 ・ 検 討 ⇒ ： 実 施 ◎ ： 完 了 × ： 中 止

取組番号 取　組　名 3

取 組 内 容 ◆施設カルテの管理部署での作成と全庁共有を図る。

実 施 事 項 名 施設カルテの作成 第1次大綱から継続 主な事務事業評価
シート名

藤岡　淳次
項目番号 項　目　名 1 公共施設の統廃合について

総合計画基本施策番号

変 更 等

計 画 △ ⇒ ◎

年 度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

年 次 計 画

①施設カルテのデータ収集・整理
②公有財産管理システム（土地台
帳・建物台帳等の検索・更新機能を
もったシステム）の構築

①施設カルテの公有財産管理システ
ムへの付加整備
（公有財産管理システムの中に、施
設カルテを整備）

①公共施設カルテの全庁共有
②基本データのホームページ公開
③年次更新運用

(

実 績 計画どおりできた 計画どおりできた

）

年 次 取 組 実 績

①財産の精緻化を実施した。

②公有財産管理システムを構築し
た。

①公有財産管理システムへの付加整
備は現在のところシステムの仕様上
できないが、データの共有は図れて
いる。

①

②

③

1500
630
1500

実績
数値目標（単位）

施設カルテ作成及び公有財産管理システム作成のための基礎データ収集・システム整備・共有データ件数

目標 実績実績 目標
562
2455

630
1500

630
目標

276
759

数 値 目 標
（ 実 績 ） ５６２施設

２，４５５棟
施設カルテ対象施設　２７６施設

　　　　　　棟数　７５９棟
積 算

数 値 目 標

目標 実績
財 政 効 果 額

目標 実績

基礎データ収集　６３０施設
１，５００棟

システム整備　６３０施設
１，５００棟

共有データ件数　６３０施設
１，５００棟

目標 実績
（ 千 円 ）

積 算

市政再生室の意見

計画どおり取組を進めている 計画どおり取組を進めている

変更・中止等
理　　由



市政再生室の意見

計画どおり取組を進めている 計画どおり取組を進めている

変更・中止等
理　　由

目標
財 政 効 果 額

目標 実績実績

数 値 目 標
（ 実 績 ） 建物　２，４５５棟

施設カルテ対象施設　２７６施設
　　　　　　棟数　７５９棟

積 算

1,500 実績

実績 目標

実績目標2,455

（ 千 円 ）

数 値 目 標
建物台帳の整備　１，５００棟

システム整備　６３０施設
１，５００棟

公共施設カルテ基本データの公表
　６３０施設

積 算

数値目標（単位）

建物台帳の整備数
公共施設カルテの公表数

(

目標

年 次 計 画

①施設カルテのデータ収集・整理
②公有財産管理システム（土地台
帳・建物台帳等の検索・更新機能を
持ったシステム）の構築

①施設カルテの公有財産管理システ
ムへの付加整備
（公有財産管理システムの中に、施
設カルテを整備）

①公共施設カルテの全庁共有
②基本データの施設別公開

年 次 取 組 実 績

①財産の精緻化を実施した。

②公有財産管理システムを構築し
た。

①公有財産管理システムへの付加整
備は現在のところシステムの仕様上
できないが、データの共有は図れて
いる。

①

②

目標 630 実績
630

1,500

）

276
759

計 画 △ ⇒ ◎

変 更 等

実 績 計画どおりできた 計画どおりできた

取 組 内 容 ◆市広報、HP等を利用して施設コスト計算等の基本データを公表する。

取組による効果
◆施設コスト計算等を公表することにより、市民と情報共有することで、施設の運営や事業の実施等について市民
との協働を進めることが出来る。

進 捗 管 理 △ ： 調 査 ・ 検 討 ⇒ ： 実 施 ◎ ： 完 了 × ： 中 止

年 度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

項目番号 項　目　名 1 公共施設の統廃合について
連 絡 先 22-9610

責任者名（所属長） 藤岡　淳次
取組番号 取　組　名 3 財産管理の推進

総合計画基本施策番号

実 施 事 項 名 施設管理コストの公表 第1次大綱から継続 主な事務事業評価
シート名

第２次伊賀市行財政改革大綱　前期実施計画・進捗状況報告書
報 告 時 期

Ｎｏ. 12
平成25年4月1日

（平成２３年度～平成２５年度）

重点事項
番    号

重　点
事項名

1 持続可能な財政構造の確立 担 当 部 課
企画財政部

管財課



目標 － 実績目標

数 値 目 標
（ 実 績 ）

１回／年

－ 実績

１回／年 １回／年

１回／年

積 算

数 値 目 標

積 算

１回／年

(毎年の国の当初予算が明確になる時に、ローリングを行う。

1 1 1 1

回 ）

1目標目標 実績実績

報 告 時 期

平成25年4月1日
13

担 当 部 課
企画財政部

財政課

Ｎｏ.

68

連 絡 先 22-9608

責任者名（所属長） 百田　光礼

第２次伊賀市行財政改革大綱　前期実施計画・進捗状況報告書
（平成２３年度～平成２５年度）

重点事項
番    号

重　点
事項名

1 持続可能な財政構造の確立

項目番号 項　目　名 2 健全な財政運営の推進について

取組による効果
◆財政見通しを作成、公開することにより、今後３～５年程度の市の財政状況について、説明責任を果たすことが
できる。
◆財政見通しを作成することにより、プライマリーバランスの黒字化や、物件費の削減などの効果が見えてくる。

実 施 事 項 名 第1次大綱から継続

取 組 内 容
◆国の次年度の予算が明確になった段階で、国の政策を反映させた財政見通しを作成する。
◆総合計画及びその実施計画（実施計画は毎年度更新される）の内容を反映させた財政見通しを作成する。

財政見通しのローリング 主な事務事業評価
シート名

総合計画基本施策番号

取組番号 取　組　名 1 財政見通しのローリング

変 更 等

計 画 ⇒ ⇒ ⇒

進 捗 管 理 △ ： 調 査 ・ 検 討 ⇒ ： 実 施 ◎ ： 完 了 × ： 中 止

年 度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

年 次 取 組 実 績

①平成２４年～２９年度の財政見通
しを作成した。しかし、国の「税と
社会保障の一体改革」による消費税
増税が決定されていないため、公表
は時期を見て行うこととした。

①現在の国の情勢や実施予定の事業
などをできるだけ把握し、平成２５
年～３０年度の財政見通しを作成し
た。

①

年 次 計 画

①国の次年度の予算が明確になる１
２月下旬から、市の当初予算審議が
始まる３月中旬までの間に作成す
る。

①国の次年度の予算が明確になる１
２月下旬から、市の当初予算審議が
始まる３月中旬までの間に作成す
る。

①国の次年度の予算が明確になる１
２月下旬から、市の当初予算審議が
始まる３月中旬までの間に作成す
る。

実 績 計画どおりできた 計画どおりできた

計画どおり取組を進めている 計画どおり取組を進めている

市政再生室の意見

目標 実績

実績

数値目標（単位）

目標 －

変更・中止等
理　　由

財 政 効 果 額

（ 千 円 ）



市政再生室の意見

目標 実績

実績

数値目標（単位）

目標

変更・中止等
理　　由

財 政 効 果 額

（ 千 円 ）

数 値 目 標
（ 実 績 ）

計画どおり取組を進めている 計画どおり取組を進めている

実 績 計画どおりできた 計画どおりできた

変 更 等

年 次 取 組 実 績
①ダム完成予定年度の平成２７年度
までの財政予測を行い、平成２４年
度予算に反映した。

①ダム完成予定年度の平成２７年度
までの財政予測を行い、平成２５年
度予算に反映した。

①

年 次 計 画
①向こう５年間の財政見通しを策定
し、新年度予算に反映する。

①向こう５年間の財政見通しを策定
し、新年度予算に反映する。

①向こう５年間の財政見通しを策定
し、新年度予算に反映する。

計 画 ⇒ ⇒ ⇒

進 捗 管 理 △ ： 調 査 ・ 検 討 ⇒ ： 実 施 ◎ ： 完 了 × ： 中 止

年 度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

取組による効果
◆時勢の変化に応じた予算の編成が可能になる。
◆より正確な財産管理、人員管理など、将来を見越した事業運営が可能となる。

実 施 事 項 名 新規

取 組 内 容 ◆９月までに向こう５年間の財政計画の点検と見直しを行い、新年度予算に反映する。

次代を見通した財政運営 主な事務事業評価
シート名

総合計画基本施策番号

項目番号 項　目　名 2 健全な財政運営の推進について

報 告 時 期

平成25年4月1日

取組番号 取　組　名 1 財政見通しのローリング

第２次伊賀市行財政改革大綱　前期実施計画・進捗状況報告書
（平成２３年度～平成２５年度）

重点事項
番    号

重　点
事項名

1 持続可能な財政構造の確立

14

担 当 部 課
水道部

水道総務課

Ｎｏ.

8

連 絡 先 24-0001

責任者名（所属長） 松村　賢次

目標 実績

(財政見通し策定回数

1 1 1 1

回 ）

目標

財政見通し策定回数／年

実績

財政見通し策定回数／年 財政見通し策定回数／年

財政見通し策定回数／年

1

積 算

数 値 目 標

積 算

財政見通し策定回数／年

目標目標 実績実績



市政再生室の意見

目標 実績

実績

数値目標（単位）

目標

変更・中止等
理　　由

財 政 効 果 額

（ 千 円 ）

計画どおり取組を進めている 計画どおり取組を進めている

年 次 取 組 実 績

①実施計画を策定し、8月16日に全所
属へ通知した。
②企画課、総務課、財政課合同の事
務事業評価シートによるヒアリング
を実施（6月7日～7月13日）した。
③部長査定、市長査定を経て、10月5
日に総合計画後期第１次実施計画掲
載事業の内示を実施した。

①実施計画を策定し、７月２７日に
庁内各部署へ周知した。
②企画課、総務課、財政課合同の事
務事業評価シートによるヒアリング
を実施（6月7日～7月12日）した。
③部長査定、市長査定を経て、9月3
日に総合計画後期第２次実施計画掲
載事業の内示を実施した。

①

②

③

年 次 計 画

①実施計画の策定（平成24年度～平
成26年度）
②関係課合同による事務事業ヒアリ
ングを行う。
③ヒアリング後、当初予算案作成に
反映させるため、内示を行う。

①実施計画の策定（平成25年度～平
成27年度）
②関係課合同による事務事業ヒアリ
ングを行う。
③ヒアリング後、当初予算案作成に
反映させるため、内示を行う。

①実施計画の策定（平成26年度～平
成28年度）
②関係課合同による事務事業ヒアリ
ングを行う。
③ヒアリング後、当初予算案作成に
反映させるため、内示を行う。

実 績 計画どおりできた 計画どおりできた

変 更 等

計 画 ⇒ ⇒ ⇒

進 捗 管 理 △ ： 調 査 ・ 検 討 ⇒ ： 実 施 ◎ ： 完 了 × ： 中 止

年 度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

取組による効果 ◆厳しい財政事情のなか、限られた財源を有効に活用することができる。

実 施 事 項 名 新規

取 組 内 容
◆総務課、財政課等と合同の事務事業ヒアリングを行い、財政見通し等と連携させる。
◆新たな財源の確保向けて、調査研究を行う。
◆評価基準やその手法について、関係課と調整を行う。

総合計画実施計画のローリング 主な事務事業評価
シート名

総合計画基本施策番号

取組番号 取　組　名 1 財政見通しのローリング

第２次伊賀市行財政改革大綱　前期実施計画・進捗状況報告書
（平成２３年度～平成２５年度）

重点事項
番    号

重　点
事項名

1 持続可能な財政構造の確立

項目番号 項　目　名 2 健全な財政運営の推進について

報 告 時 期

平成25年4月1日
15

担 当 部 課
企画財政部

企画課

Ｎｏ.

68

連 絡 先 22-9620

責任者名（所属長） 藤山　善之

目標 実績実績

(実施計画の策定

100 100 100 100

％ ）

100目標

目標 実績目標

数 値 目 標
（ 実 績 ）

策定

実績

策定 策定

策定

積 算

数 値 目 標

積 算

策定



市政再生室の意見

目標 実績

実績

数値目標（単位）

目標

変更・中止等
理　　由

財 政 効 果 額

（ 千 円 ）

積 算

数 値 目 標

積 算

数 値 目 標
（ 実 績 ）

計画どおり取組を進めている 計画どおり取組を進めている

実 績 計画どおりできた 計画どおりできた

年 次 計 画

①訓令の制定

②訓令で規定した各種計画の進捗状
況の報告

③各種計画の進行管理による総合計
画数値目標等との整合確認

①訓令の制定

②訓令で規定した各種計画の進捗状
況の報告

③各種計画の進行管理による総合計
画数値目標等との整合確認

①訓令の制定

②訓令で規定した各種計画の進捗状
況の報告

③各種計画の進行管理による総合計
画数値目標等との整合確認手法の調
査・検討

年 次 取 組 実 績

①対象となる計画を見直し、訓令
（平成23年伊賀市訓令第20号）を制
定した。
②９月及び３月に対象となる計画の
進捗状況について、関係課から報告
を受けた。
③関係課による本年度の取り組み予
定と、９月、３月それぞれの取り組
み実績を確認した。

①対象となる計画を見直し、訓令
（平成24年伊賀市訓令第20号）を制
定した。
②９月及び３月に対象となる計画の
進捗状況について、関係課から報告
を受けた。
③関係課による本年度の取り組み予
定と、９月、３月それぞれの取り組
み実績を確認した。

①

②

③

年 度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

計 画 ⇒ ⇒ ⇒

変 更 等

取 組 内 容
◆各種計画を所管する担当課から、計画の進捗状況を年２回報告を受ける。
◆報告内容を確認し、計画の進行管理を行う。
◆庁内において各種計画の進捗状況の情報共有を行う。

総合計画に基づく各種計画の進行管理 主な事務事業評価
シート名

総合計画基本施策番号

進 捗 管 理 △ ： 調 査 ・ 検 討 ⇒ ： 実 施 ◎ ： 完 了 × ： 中 止

取組番号 取　組　名 1 財政見通しのローリング

取組による効果

◆総合計画に基づく、各種計画の進行管理を各担当課等で行い、総合計画の数値目標等との整合を図る。
◆担当課における事務事業の進行管理に繋がる。
◆庁内において各種計画の進捗等の情報共有を行うことにより、関連する業務等の効果的、効率的な実施に繋げ
る。

実 施 事 項 名 新規

68

報 告 時 期

平成25年4月1日
16

担 当 部 課
企画財政部

企画課

Ｎｏ.

項目番号 項　目　名 2 健全な財政運営の推進について

第２次伊賀市行財政改革大綱　前期実施計画・進捗状況報告書
（平成２３年度～平成２５年度）

重点事項
番    号

重　点
事項名

1 持続可能な財政構造の確立

連 絡 先 22-9620

責任者名（所属長） 藤山　善之

目標 実績実績

(各種計画の進捗状況の確認

40 33 45 31 目標

％ ）

まちづくりアンケート
68の生活課題における市民満足度
平均数値

各生活課題の市民満足度の平均値
68生活課題満足度（％）の合計/
68生活課題（H22実績値）

各生活課題の市民満足度の平均値
68生活課題満足度（％）の合計/
68生活課題（H23実績値）

目標 実績

各生活課題の市民満足度の平均値
68生活課題満足度（％）の合計/
68生活課題（H24実績値）

まちづくりアンケート
68の生活課題における市民満足度
平均数値

目標

まちづくりアンケート
68の生活課題における市民満足度
平均数値

実績



数値目標（単位）

目標

変更・中止等
理　　由

財 政 効 果 額

（ 千 円 ）

計画どおり取組を進めている 計画どおり取組を進めている

目標

積 算

数 値 目 標

積 算

数 値 目 標
（ 実 績 ）

市政再生室の意見

実績 実績目標 実績

実 績 計画どおりできた 計画どおりできた

年 次 計 画

①各担当課が補助金等チェックシー
トを作成し、見直し手順により部内
調整を実施後、全体を取りまとめ
る。
②平成24年度当初予算に反映させ
る。

①各担当課が補助金等チェックシー
トを作成し、見直し手順により部内
調整を実施後、全体を取りまとめ
る。
②平成25年度当初予算に反映させ
る。

①各担当課が補助金等チェックシー
トを作成し、見直し手順により部内
調整を実施後、全体を取りまとめ
る。
②平成26年度当初予算に反映させ
る。

年 次 取 組 実 績

①担当課作成済みのチェックシート
から、見直し手順により部内（財
政・総務）調整を実施した。(平成２
３年６～８月)１０月開催の政策調整
会議及び１１月開催の行革委員会に
おいて見直しの方向性を決定した。
②平成２３年度で「廃止」と方向付
けられた補助金について、平成２４
年度当初予算に反映できた。

①担当課が作成した補助金等チェッ
クシートをもとに、財政課とともに
各事務事業評価の聞き取り時に合わ
せて、補助金等の見直しを実施する
ための検討課題や補助団体との協議
状況等について点検を実施した。
②点検結果をとりまとめ財政課へ一
覧表を送付した。また進捗が困難な
補助金等について、行革委員会で審
議し方向性に向かうよう推進した。

①

②

年 度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

計 画 ⇒ ⇒ ⇒

変 更 等

取 組 内 容

◆平成２２年度に策定した「補助金等の見直しに関する指針」に基づき、定期的に見直しを行う。
◆３年に１回、当初予算編成前に【見直し作業手順】に基づく点検を実施する。
◆毎年度、当初予算編成前に、交付基準に基づく点検を実施する。
◆検証結果についてホームページで公表する。

定期的な補助金の見直し 主な事務事業評価
シート名 行政改革推進事務経費

総合計画基本施策番号

進 捗 管 理 △ ： 調 査 ・ 検 討 ⇒ ： 実 施 ◎ ： 完 了 × ： 中 止

取組番号 取　組　名 2 歳入の確保と歳出の抑制

取組による効果
◆定期的に見直すことにより、時代変化に適切に対応できる。
◆公平性の確保と財源の有効活用が図られる。
◆市民にわかりやすいように公表できる。

実 施 事 項 名 新規

67

報 告 時 期

平成25年4月1日
17

担 当 部 課
市政再生室

Ｎｏ.

項目番号 項　目　名 2 健全な財政運営の推進について

第２次伊賀市行財政改革大綱　前期実施計画・進捗状況報告書
（平成２３年度～平成２５年度）

重点事項
番    号

重　点
事項名

1 持続可能な財政構造の確立

連 絡 先 22-9622

責任者名（所属長） 前川　浩也

目標

実績実績

(今の段階では定めることができない

目標 実績 目標

）



目標817,568 197,871 実績目標

数 値 目 標
（ 実 績 ）

２３年度基準外繰出金　1,185,318
２４年度基準外繰出金　　651,070
差　額　　　　　　　　　534,248
（市街地再開発事業への繰出金
520,181減のため）

－ 534,248 実績

２２年度基準外繰出金　　575,637
２３年度基準外繰出金　1,885,976
差　額　　　 　　   △1,310,339
（病院事業会計等への繰出金を増額
したため）

２３年度基準外繰出金　1,885,976
２４年度基準外繰出金　1,068,408
差　額　　　　　　　　　817,568
（病院事業会計の繰出金減）

２２年度基準外繰出金　　575,637
２３年度基準外繰出金　1,185,318
差　額　　　　　　　　△609,681
（市街地再開発事業への繰出金
666,202増のため）

積 算

数 値 目 標

積 算

２４年度基準外繰出金　　651,070
２５年度基準外繰出金　　453,199
差　額　　　　　　　　　197,871
（市街地再開発事業への繰出金
217,297減のため）

(繰出基準外経費削減額

削減できない 削減できなかった 534,248 817,568

千円 ）

197,871目標目標 実績実績

報 告 時 期

平成25年4月1日
18

担 当 部 課
企画財政部

財政課

Ｎｏ.

68

連 絡 先 22-9608

責任者名（所属長） 百田　光礼

第２次伊賀市行財政改革大綱　前期実施計画・進捗状況報告書
（平成２３年度～平成２５年度）

重点事項
番    号

重　点
事項名

1 持続可能な財政構造の確立

項目番号 項　目　名 2 健全な財政運営の推進について

取組による効果 ◆地方公営企業の独立採算制を保つことができる。

実 施 事 項 名 第1次大綱から継続

取 組 内 容

◆繰出基準外経費の削減については、農業集落排水事業で、機能強化分の起債償還について、使用料の一部を起債
償還に充当するなど、一定の成果があった。今後も基準外繰出の削減に努力していきたい。
◆景気低迷の時代であり、繰出金の削減が直ちに使用料のアップに繋がる場合などのないように配慮していきた
い。
◆医師不足に悩まされている病院事業会計などは、今後どのような状況になるか予測できない状況であり、市民の
生命を守るという観点から基準外繰出金について、安易な削減については注意をしていきたい。

繰出基準外経費の削減 主な事務事業評価
シート名

総合計画基本施策番号

取組番号 取　組　名 2 歳入の確保と歳出の抑制

変 更 等

計 画 ⇒ ⇒ ⇒

進 捗 管 理 △ ： 調 査 ・ 検 討 ⇒ ： 実 施 ◎ ： 完 了 × ： 中 止

年 度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

年 次 取 組 実 績
①予算ヒアリング時に、特別会計及
び企業会計の担当部署と繰出金につ
いて協議を行った。

①予算ヒアリング時に、特別会計及
び企業会計の担当部署と繰出金を減
らすべく対象事業について協議を
行った。

①

年 次 計 画
①繰出基準外経費の削減について、
担当課と協議を行う。

①繰出基準外経費の削減について、
担当課と協議を行う。

①繰出基準外経費の削減について、
担当課と協議を行う。

実 績 計画どおりできなかった 計画どおりできた

計画どおり取組を進めていない

病院会計への繰出しに配慮しつつ、
全会計繰出し合計額は前年度を下回
るよう配慮されたい。

計画どおり取組を進めている

市政再生室の意見

目標 実績

実績

数値目標（単位）

目標 －

変更・中止等
理　　由

財 政 効 果 額

（ 千 円 ）



目標2,464,000 1,127,000 実績目標

数 値 目 標
（ 実 績 ）

市債借入額（全体）　　５，７１２
臨時財政対策債　　　　２，０９０
差　　額　　　　　　　３，６２２
償還金額（臨財除く）　４，８９２
４，８９２－３，６２２＝１，２７０

255,000 1,270,000 実績

市債借入額（全体）　　６，８８４
臨時財政対策債　　　　２，２２６
差　　額　　　　　　　４，６５８
償還金額（臨財除く）　４，９１３
４，９１３－４，６５８＝２５５

市債借入額（全体）　　４，６４１
臨時財政対策債　　　　２，２６４
差　　額　　　　　　　２，３７７
償還金額（臨財除く）　４，８４１
４，８４１－２，３７７＝２，４６４

市債借入額（全体）　　６，１９６
臨時財政対策債　　　　２，２００
差　　額　　　　　　　３，９９６
償還金額（臨財除く）　４，９６４
４，９６４－３，９９６＝９６８

積 算

数 値 目 標

積 算

市債借入額（全体）　　５，８４０
臨時財政対策債　　　　１，９８６
差　　額　　　　　　　３，８５４
償還金額（臨財除く）　４，９８１
４，９８１－３，８５４＝１，１２７

(プライマリーバランスの数値

968 255 1,270 2,464

百万円 ）

1,127目標目標 実績実績

報 告 時 期

平成25年4月1日
19

担 当 部 課
企画財政部

財政課

Ｎｏ.

68

連 絡 先 22-9608

責任者名（所属長） 百田　光礼

第２次伊賀市行財政改革大綱　前期実施計画・進捗状況報告書
（平成２３年度～平成２５年度）

重点事項
番    号

重　点
事項名

1 持続可能な財政構造の確立

項目番号 項　目　名 2 健全な財政運営の推進について

取組による効果
◆プライマリーバランスの黒字化を継続させることができるため、財政健全化法による４指標の数値の改善に繋が
る。
◆大規模プロジェクトを安全に終了させることができる。

実 施 事 項 名 第1次大綱から継続

取 組 内 容

◆これまで経常的経費は、枠配分方式で、政策的経費は、総合計画実施計画と連動した査定方式で予算編成を行っ
てきたが、駅前再開発事業、庁舎建設事業などの大規模プロジェクトに取り組んでいる間は、プライマリーバラン
スの関係から、他の投資的経費を絞り込む必要があるため、この時期だけの新しい予算編成方法を検討していく。
　①各事業課の補助要望よりも前に、起債の限度額（事業費の限度額）を内示する
　②起債の枠配分による投資的経費の要求など

予算編成システムの再構築 主な事務事業評価
シート名

総合計画基本施策番号

取組番号 取　組　名 2 歳入の確保と歳出の抑制

変 更 等

計 画 ⇒ ⇒ ⇒

進 捗 管 理 △ ： 調 査 ・ 検 討 ⇒ ： 実 施 ◎ ： 完 了 × ： 中 止

年 度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

年 次 取 組 実 績

①震災の影響で国の補助金等が見込
めないため、事業費の限度額を抑制
せず、従来の方法で予算編成を行っ
た。

②補正予算毎に、プライマリーバラ
ンスがとれているかどうか、積算し
た。

①最終補正予算ベースでは黒字予定
※庁舎建設事業などの大規模プロ
ジェクトに取り組んでいる間、この
時期だけの新しい予算編成方法を検
討していく予定だったが大規模プロ
ジェクトの中止になったことに伴い
現行どおりとする。

①

年 次 計 画
①新しい予算要求システムの構築
②プライマリーバランスの黒字化

①プライマリーバランスの黒字化 ①プライマリーバランスの黒字化

実 績 計画どおりできた 計画どおりできた

計画どおり取組を進めている 計画どおり取組を進めている

市政再生室の意見

目標 実績

実績

数値目標（単位）

目標 968,000

変更・中止等
理　　由

財 政 効 果 額

（ 千 円 ）



収納額／調定額

現年度分
14,619,456,079円／14,841,948,149
円
滞納繰越分
234,818,527円／1,343,496,417円

現年度分
14,034,085,406円／14,297,742,354
円
滞納繰越分
244,205,869円／1,311,611,166円

目標27,358 28,800 実績

収納額／調定額

目標

収納額／調定額

0 28,800 実績

実績実績

(市税徴収率 ％ ）

現年度分 97.97%以上

滞納繰越分 19.82%以上

現年度分 97.57%以上

滞納繰越分 19.42%以上

現年度分 97.77%以上

滞納繰越分 19.62%以上
目標目標

現年度分 98.22

滞納繰越分 17.48

現年度分 98.16

滞納繰越分 18.62

報 告 時 期

平成25年4月1日
20

担 当 部 課
総務部

収税課

Ｎｏ.

68

連 絡 先 22-9612

責任者名（所属長） 松本　浩典

第２次伊賀市行財政改革大綱　前期実施計画・進捗状況報告書
（平成２３年度～平成２５年度）

重点事項
番    号

重　点
事項名

1 持続可能な財政構造の確立

項目番号 項　目　名 2 健全な財政運営の推進について

取組による効果
◆H２１年度実績に対し、毎年度０．２％の向上を目指し、Ｈ２１年度の収納実績、現年度分９７．３７％、滞納
繰越分１９．２２％に対し、Ｈ２５年度の収納率を現年度分９７．９７％以上、滞納繰越分１９．８２％以上とす
る。

実 施 事 項 名 第1次大綱から継続

取 組 内 容

◆納税意識の高揚を図るため啓蒙、啓発に努める。
◆新規滞納や既滞納者の拡大を避けるため、早期滞納整理を計画的に実施する。
◆公平、厳正な滞納整理及び滞納処分の実施。
◆差押物件のネット公売の実施。
◆不良債権の見直しを行い滞納処分の執行停止など積極的に行う。

市税収納率の向上 主な事務事業評価
シート名

総合計画基本施策番号

取組番号 取　組　名 2 歳入の確保と歳出の抑制

変 更 等

計 画 ⇒ ⇒ ⇒

進 捗 管 理 △ ： 調 査 ・ 検 討 ⇒ ： 実 施 ◎ ： 完 了 × ： 中 止

年 度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

年 次 取 組 実 績

①納税意識の高揚を図るため広報「いが市」５
月号への納税啓発掲載や同時期の行政チャンネ
ルへの出演による啓発等に努めた。

②公平、厳正な滞納整理及び滞納処分のため積
極的な差押（H24.03.16現在）差押件数1,277
件、徴収金額151,662千円に努めた。

③差押物件のネット公売を７月、９月、２月の
３回実施し1,305,635円を換価した。

①納税意識の高揚を図るため広報「いが市」６
月号への納税啓発掲載や同時期の行政チャンネ
ルへの出演による啓発等に努めた。

②公平、厳正な滞納整理及び滞納処分のため積
極的な差押（H25.03.11現在）差押件数1,386
件、徴収金額132,730千円に努めた。

③差押物件のネット公売を５月、７月、８月、
１０月、１１月、１月、３月の７回実施し
2,134,907円を換価した。

年 次 計 画

①納税意識の高揚を図るため広報
「いが市」や行政チャンネルなどを
通じ啓蒙、啓発に努める。
②公平、厳正な滞納整理及び滞納処
分のため積極的な差押を行う。
③差押物件のネット公売の積極的な
実施を図る。

①納税意識の高揚を図るため広報
「いが市」や行政チャンネルなどを
通じ啓蒙、啓発に努める。
②公平、厳正な滞納整理及び滞納処
分のため積極的な差押を行う。
③差押物件のネット公売の積極的な
実施を図る。

①納税意識の高揚を図るため広報
「いが市」や行政チャンネルなどを
通じ啓蒙、啓発に努める。
②公平、厳正な滞納整理及び滞納処
分のため積極的な差押を行う。
③差押物件のネット公売の積極的な
実施を図る。

実 績 計画どおりできた 計画どおりできた

計画どおり取組を進めている 計画どおり取組を進めている

市政再生室の意見

目標 実績

実績

数値目標（単位）

目標 28,800

変更・中止等
理　　由

財 政 効 果 額

（ 千 円 ）

積 算

数 値 目 標

積 算

数 値 目 標
（ 実 績 ）



2.74（福祉）
目標

67,487（住新）
5,015（福祉）

積 算

【住新】過年度
28,763,673/461,289,585×100＝6.24
【福祉】過年度
5,014,986/182,921,666×100＝2.74

【住新】過年度
21,323,902/437,593,812×100＝4.87
【福祉】過年度
4,951,686/177,906,680×100＝2.78

収納率＝過年度収入／過年度調定
（住宅新築資金貸付金等,福祉資金貸
付金）

収納率＝過年度収入／過年度調定
（住宅新築資金貸付金等,福祉資金貸
付金）

42,489（住新）
4,951（福祉）

実績

収納率＝過年度収入／過年度調定
（住宅新築資金貸付金等,福祉資金貸
付金）

）(

27,593（住新）
5,448（福祉）

実績

実績
7.0（住宅）

目標

4.0（福祉）

報 告 時 期

平成25年4月1日
21

担 当 部 課
人権生活環境部

同和課

Ｎｏ.

％

47-1287

責任者名（所属長） 田中　克典

39

目標

第２次伊賀市行財政改革大綱　前期実施計画・進捗状況報告書
（平成２３年度～平成２５年度）

重点事項
番    号

重　点
事項名

1 持続可能な財政構造の確立

項目番号 項　目　名 2 健全な財政運営の推進について

取組による効果

◆借受人・連帯保証人に催告や請求を行うことで、償還率の向上に繋がる。
◆個別に訪問を行うことで、債務者や連帯保証人の生活状況等の把握ができる。
◆悪質滞納者への強制執行が迅速に行え、市が訴えられた場合でも迅速な対応が可能となる。
◆回収不能債権の整理ができる。

連 絡 先

実 施 事 項 名 第1次大綱から継続

取 組 内 容

◆滞納者に督促や催告などを適宜行う。連帯保証人に、滞納者への納付指導依頼を行う。滞納者の状況によって
は、連帯保証人に対して債務請求を行う。
◆督促や催告を行っても反応の無い滞納者や連帯保証人に対しては個別訪問を行う。
◆支払い意思欠如者や行方不明者、長期滞納者に対して、調停や訴訟により強制執行が行えるように迅速な対処が
可能な体制を整える。
◆借受人、連帯保証人ともに破産などで回収不能となっている不良債権については、国の償還推進助成の適用を受
け不納欠損を行う。

貸付金償還金の償還率の向上 主な事務事業評価
シート名

住宅新築資金等貸付償還事務
事業／福祉資金貸付事業

総合計画基本施策番号

取組番号 取　組　名 2 歳入の確保と歳出の抑制

変 更 等

計 画 ⇒ ⇒ ⇒

進 捗 管 理 △ ： 調 査 ・ 検 討 ⇒ ： 実 施 ◎ ： 完 了 × ： 中 止

年 度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

年 次 取 組 実 績

①通知発送件数822件（内住新382件（名義人
276件/保証人106件）内福祉440件（名義人272
件/保証人168件）
【実績】：相談応対件数141件（相談64件/返済
開始37件/一括返済相談8件/繰上・滞納額一括
返済17件時効の中断５件/相続放棄7件/時効援
用3件）
②回収不能債権（住新5件/福祉2件）法的な措
置も合わせて催告を行う計画件数（住新8件）

①残高通知発送件数568件
（うち住新255件（うち名義人217件、保証人38
件））（うち福祉313件（うち名義人200件、保
証人113件））
　督促状発送件数44件（名義人）
相談応対件数119件
（相談80件、返済開始24件、繰上償還5件、滞
納一括5件、保証人からの返済1件、時効の中断
3件、時効の援用1件）
②弁護士との協議8件

①

②

年 次 計 画

①督促等の発送を行う。

②回収不能債権の洗い出しを行い、
合わせて、専決処分の適用範囲の検
討を行う。

①督促等の発送を行う。

②悪質滞納者への法的措置を行う。

①督促等の発送を行う。

②悪質滞納者への法的措置を行う。

実 績 計画どおりできた

計画どおり取組を進めている 計画どおり取組を進めている

市政再生室の意見

目標 実績

実績

数値目標（単位）

目標
45,100（住新）
6,164（福祉）

変更・中止等
理　　由

財 政 効 果 額

（ 千 円 ）

積 算

数 値 目 標

6（住宅）
3.4（福祉）

収納率の向上（前年度収納率に対して、住宅新築資金等は0.5％・福祉資金貸付金は0.3％向上させる）

目標

数 値 目 標
（ 実 績 ）

6.5（住宅）
3.7（福祉）

4.87（住新）

35,790（住新）
5,802（福祉）

実績

2.78（福祉）
6.24（住新）



市政再生室の意見

目標 実績

実績

数値目標（単位）

目標 0

変更・中止等
理　　由

財 政 効 果 額

計画どおり取組を進めている 計画どおり取組を進めている

実 績 計画どおりできた 計画どおりできた

年 次 計 画

①普通徴収者に対し、口座振替での納付
を積極的に促す。
②滞納者に対しては、滞納原因の分析に
より滞納者の現況を把握する。
③年2回（6月と12月）の催告書の発送
後、分析結果を基に臨戸徴収を実施す
る。
④必要に応じ随時電話で催告を行う。
⑤来庁や電話での納付相談は通年実施す
る。

①普通徴収者に対し、口座振替での納付
を積極的に促す。
②滞納者に対しては、滞納原因の分析に
より滞納者の現況を把握する。
③年2回（6月と12月）の催告書の発送
後、分析結果を基に臨戸徴収を実施す
る。
④必要に応じ随時電話で催告を行う。
⑤来庁や電話での納付相談は通年実施す
る。

①普通徴収者に対し、口座振替での納付
を積極的に促す。
②滞納者に対しては、滞納原因の分析に
より滞納者の現況を把握する。
③年2回（6月と12月）の催告書の発送
後、分析結果を基に臨戸徴収を実施す
る。
④必要に応じ随時電話で催告を行う。
⑤来庁や電話での納付相談は通年実施す
る。

年 次 取 組 実 績

①特徴停止により普通徴収者が増える
中、普通徴収者への口座振替での納付を
積極的に促した。
②滞納者に対しては、滞納者分析一覧表
を作成し、滞納原因の分析により滞納者
の現況を把握した。
③年2回（6月と12月）の催告書発送後、
分析結果を基に臨戸徴収を実施した。
④必要に応じ随時電話で催告を行った。
⑤来庁や電話での納付相談を通年実施し
た。

①特徴停止により普通徴収者が増える
中、普通徴収者への口座振替での納付を
積極的に促した。
②滞納者に対しては、滞納者分析一覧表
を作成し、滞納原因の分析により滞納者
の現況を把握した。
③年2回（6月と12月）の催告書発送後、
分析結果を基に臨戸徴収を実施した。
④必要に応じ随時電話で催告を行った。
⑤来庁や電話での納付相談を通年実施し
た。

①

②

③

④

⑤

年 度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

計 画 ⇒ ⇒ ⇒

変 更 等

取 組 内 容
◆口座振替を推進するとともに、滞納者に対する納付相談、文書・電話催告・臨戸徴収等により納付を促進し、収
納率の向上と自主財源の確保に努める。

介護保険料の収納率の向上 主な事務事業評価
シート名 賦課徴収経費

総合計画基本施策番号

進 捗 管 理 △ ： 調 査 ・ 検 討 ⇒ ： 実 施 ◎ ： 完 了 × ： 中 止

取組番号 取　組　名 2 歳入の確保と歳出の抑制

取組による効果
◆介護保険料納付義務者が納期どおりに納入する。滞納者が完納する。
◆納期限までに収める者との不均衡を解消させる。

実 施 事 項 名 第1次大綱から継続

報 告 時 期

平成25年4月1日
22

担 当 部 課
健康福祉部

介護高齢福祉課

Ｎｏ.

項目番号 項　目　名 2 健全な財政運営の推進について

第２次伊賀市行財政改革大綱　前期実施計画・進捗状況報告書
（平成２３年度～平成２５年度）

重点事項
番    号

重　点
事項名

1 持続可能な財政構造の確立

目標106 530 実績

連 絡 先 26-3940

責任者名（所属長） 澤田　之伸

68

目標 実績

％ ）(収納率

現年分　86.0
過年分　18.0

現年分　86.5
過年分　18.5

現年分　85.1

目標

数 値 目 標
（ 実 績 ）

　　　　収納額／調定額
　　　※現年分(普通徴収）
　　　※過年分

0 530 実績

　　収納額／調定額
　※現年分(普通徴収）見込
　　　　88,470千円／103,969千円
　※過年分
　　　　3,510千円／21,474千円

　　収納額／調定額
　※現年分(普通徴収）見込
　　　　154,731千円／178,758千円
　※過年分
　　　　3,552千円／21,162千円

　　　　収納額／調定額
　　　※現年分(普通徴収）
　　　※過年分

（ 千 円 ）

過年分　18.5

積 算

数 値 目 標

積 算

　　　　収納額／調定額
　　　※現年分(普通徴収）
　　　※過年分

目標 実績
現年分　86.6
過年分　16.8過年分　16.4

現年分　86.5



実績
現年分　93.51

滞納繰越分　25.45

現年分　91.81

滞納繰越分　25.45

現年分　93.30

滞納繰越分　22.26

現年分91.81

滞納繰越分25.45滞納繰越分　22.61
目標

( ％

目標27,860 8,855 実績

三重県国保広域化等支援計画目標収
納率に基づく収納率

）収納率 

目標

三重県国保広域化等支援計画目標収
納率に基づく収納率

20,700 8,855 実績

（２１年度現年課税分実績）
伊賀市　91.51％、三重県　88.82％
全国　  88.01％
（２１年度滞納繰越分実績）
伊賀市　25.15％、三重県　13.94％

全国・三重県平均で、年々収納率が
減少傾向にあるため、24年度・25年
度を同率とした。財政効果は、22年
度と対比。

三重県国保広域化等支援計画目標収
納率に基づく収納率

目標 実績
現年分　91.81

第２次伊賀市行財政改革大綱　前期実施計画・進捗状況報告書
（平成２３年度～平成２５年度）

重点事項
番    号

重　点
事項名

1 持続可能な財政構造の確立

報 告 時 期

平成25年4月1日
23

担 当 部 課
健康福祉部
保険年金課

Ｎｏ.

取組番号 取　組　名 2 歳入の確保と歳出の抑制

取組による効果
◆広報等による啓発により、被保険者の納税意識の高揚のほか、納付相談や電話での催促等の機会を持つことによ
り、より一層の収納効果を高められる。

実 施 事 項 名 第1次大綱から継続

取 組 内 容

◆納税啓発
◆口座振替の推進
◆夜間.休日納付相談窓口開設
◆夜間電話催促

国民健康保険税の収納率の向上 主な事務事業評価
シート名

賦課徴収費

総合計画基本施策番号

責任者名（所属長） 西島　美智子
項目番号 項　目　名 2 健全な財政運営の推進について

連 絡 先 22-9659

年 度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

計 画 ⇒ ⇒ ⇒

進 捗 管 理 △ ： 調 査 ・ 検 討 ⇒ ： 実 施 ◎ ： 完 了 × ： 中 止

年 次 計 画

①４月、８月広報に納期内納付啓
発・ケーブルテレビでの放映
②窓口等での口座振替推進
③５月、１１月夜間電話催促実施
④９月、３月夜間休日の納付相談窓
口開設
⑤毎月５日間短期証対象者への納付
相談など、毎年度継続的に実施する

①４月．８月広報に納期内納付啓発
・ケーブルテレビでの放映
②窓口等での口座振替推進
③５月、１１月夜間電話催促実施
④９月．３月夜間休日の納付相談窓
口開設
⑤毎月５日間短期証対象者への納付
相談など、毎年度継続的に実施する

①４月．８月広報に納期内納付啓発
・ケーブルテレビでの放映
②窓口等での口座振替推進
③５月、１１月夜間電話催促実施
④９月．３月夜間休日の納付相談窓
口開設
⑤毎月５日間短期証対象者への納付
相談など、毎年度継続的に実施する

年 次 取 組 実 績

①8月1日号広報で納期内納付啓発
②窓口で口座振替推進(特別徴収対象
者を除く口振　５０．９％）
③5月23～27日・11月21～27日電話催
告
④9月1・8・15日及び3月8・15・22日
夜間納付相談窓口開設
⑤毎月5日間短期証対象者への納付相
談実施

①8月1日号広報で納期内納付啓発
②窓口で口座振替推進(特別徴収対象
者を除く)
③5月14～18日・11月26～30日電話催
告
④9月6・13日及び3月7・14日夜間納
付相談窓口開設
⑤毎月5日間短期証対象者への納付相
談実施

①

②

③

④

⑤

変 更 等

実 績 計画どおりできた 計画どおりできた

計画どおり取組を進めている 計画どおり取組を進めている

市政再生室の意見

目標 実績

実績

数値目標（単位）

目標 8,855

変更・中止等
理　　由

財 政 効 果 額

（ 千 円 ）

数 値 目 標
（ 実 績 ）

積 算

数 値 目 標

積 算



　　現年度分の収納率９９．０４％
　　過年度分の収納率２０．０４％
　　　　収納額／調定額

現年（収入額/調定額）
660,246,400/664,888,400＝99.30％
過年（収入額/調定額）
4,441,000/31,354,180＝14.16％

現年（収入額/調定額）
660,718,500/665,853,700＝99.23％
過年（収入額/調定額）
5,549,180/33,633,980＝16.50％

目標1,421 135 実績

　　現年度分の収納率９９．０４％
　　過年度分の収納率２０．０４％
　　　　収納額／調定額

目標

　　現年度分の収納率９９．０４％
　　過年度分の収納率２０．０４％
　　　　収納額／調定額

1,895 135 実績

実績実績

(収納率 ％ ）

現年分99.04
過年分20.04

現年分99.04
過年分20.04

現年分99.04
過年分20.04

現年分99.30
過年分14.16

目標目標
現年分99.23
過年分16.50

24

担 当 部 課
健康福祉部

こども家庭課

Ｎｏ.

連 絡 先 22-9658

責任者名（所属長） 清水　健司
項目番号 項　目　名 2 健全な財政運営の推進について

報 告 時 期

平成25年4月1日

取組番号 取　組　名 2 歳入の確保と歳出の抑制

第２次伊賀市行財政改革大綱　前期実施計画・進捗状況報告書
（平成２３年度～平成２５年度）

重点事項
番    号

重　点
事項名

1 持続可能な財政構造の確立

取組による効果
◆毎月督促状を送付することにより、未納であることの意識付けを行う。
◆臨戸訪問を行うことにより、直接保護者と面談をし納入依頼を行うことで説明が出来る。
◆現年度分の収納率向上のため、督促状納期限後、未納者への早期の納付依頼を行うことで未納額の増加を防ぐ。

実 施 事 項 名 第1次大綱から継続

取 組 内 容
◆毎月督促状を送付し、未納の通知を行う。
◆夜間集中の臨戸訪問による徴収や電話による納入依頼を行う。
◆現年度分の収納率向上のため、督促状納期限後、未納者への早期の納付依頼を行う。

保育料の収納率の向上 主な事務事業評価
シート名

総合計画基本施策番号

計 画 ⇒ ⇒ ⇒

進 捗 管 理 △ ： 調 査 ・ 検 討 ⇒ ： 実 施 ◎ ： 完 了 × ： 中 止

年 度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

実 績 計画どおりできた 計画どおりできた

変 更 等

年 次 取 組 実 績

①毎月ごとに滞納者に対して夜間戸
別訪問を行った。

②毎月督促状を送付しており、電話
催告も随時行った。

③定例の納付相談として年間2回ほか
個別で納付相談も行った。

①毎月ごとに滞納者に対して夜間戸
別訪問を行った。

②毎月督促状を送付しており、電話
催告も随時行った。

③定例の納付相談として年間2回ほか
個別で納付相談も行った。

①

②

③

年 次 計 画

①年間を通じての訪問計画をたて、
夜間・昼間の戸別訪問徴収を行う。

②未納通知の送付

③納付相談の実施

①年間を通じての訪問計画をたて、
夜間・昼間の戸別訪問徴収を行う。

②未納通知の送付

③納付相談の実施

①年間を通じての訪問計画をたて、
夜間・昼間の戸別訪問徴収を行う。

②未納通知の送付

③納付相談の実施

計画どおり取組を進めている 計画どおり取組を進めている

市政再生室の意見

目標 実績

実績

数値目標（単位）

目標 135

変更・中止等
理　　由

財 政 効 果 額

（ 千 円 ）

積 算

数 値 目 標

積 算

数 値 目 標
（ 実 績 ）



5.8

1,770

連 絡 先

目標目標

実績

住宅使用料収納率　収納額／調定額

現年分　99,995,200／115,225,800
過年分　10,045,600／158,274,940

現年分　100,494,800／114,803,200
過年分　  9,426,700／163,459,940

目標△ 127 1,820 実績目標

住宅使用料収納率　収納額／調定額 住宅使用料収納率　収納額／調定額

△ 4,768

(住宅使用料収納率 ％ ）

実績

報 告 時 期

平成25年4月1日
25

担 当 部 課
建設部

建築住宅課

Ｎｏ.第２次伊賀市行財政改革大綱　前期実施計画・進捗状況報告書

実績
現年分　88.3
過年分　6.7

現年分　89.4
過年分　6.9

43-2330

責任者名（所属長） 藤森　尚志

68

86.8
6.3

現年分　87.0
過年分　6.5

87.5

（平成２３年度～平成２５年度）

重点事項
番    号

重　点
事項名

1 持続可能な財政構造の確立

項目番号 項　目　名 2 健全な財政運営の推進について

取組による効果

◆督促状、催告書の送付により、滞納事実を知らすことができる。納付忘れの防止。
◆口座振替制度を利用させることで、納付忘れを未然に防ぎ効率的な収納が行える。
◆滞納には個別の事情があると考える。臨戸訪問の早期実施により滞納額が増額しないうちに、解消法等について
の相談・指導が行える。
◆戸別訪問等を実施し家賃滞納を真摯に解消努力されない入居者に関しては、支払い請求や明渡し請求等を求め
て、法的な滞納解消を行う。

実 施 事 項 名 第1次大綱から継続

取 組 内 容

◆督促、催告を滞納整理の第１歩と考え、年次スケジュールに基づいて徹底実施する。
◆口座振替制度の利用を促進する。
◆滞納者に対しては、早期に臨戸訪問等を行い、納付解消に向けた相談等を行う。
◆納付意識が稀薄な入居者に対しては、住宅使用料支払い請求を行う。
◆納付意識が稀薄な入居者に対しては、市営住宅の明渡し請求を行う。

市営住宅家賃収納率の向上 主な事務事業評価
シート名

総合計画基本施策番号

取組番号 取　組　名 2 歳入の確保と歳出の抑制

変 更 等

計 画 ⇒ ⇒ ⇒

進 捗 管 理 △ ： 調 査 ・ 検 討 ⇒ ： 実 施 ◎ ： 完 了 × ： 中 止

年 度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

年 次 取 組 実 績

①督促状:12回送付 内3回は兼催告書
　　　　　　　　　(8月･11月･2月)
②全　体:659人(45.04％)
　　　　　新規入居12人の内8人申込
③訪問実績：延べ 196日
　　　　　　訪問件数　　 1,297件
　　　　　　徴収件数　　　 875件
　　　　　　徴収金額11,334,582円
④実績なし
⑤実績なし

①督促状:12回送付 内3回は兼催告書
　　　　　　　　　(9月･11月･2月)
②全　体:657人(46.07％)

③訪問実績:延べ191日
　　　　　 訪問件数　　　1,372件
　　　　　 徴収件数　　　1,023件
　　　　　 徴収金額 11,355,320円
④実績なし
⑤実績なし

①

②

③

④

⑤

年 次 計 画

①督促、催告の徹底実施
②口座振替制度利用促進
③早期臨戸訪問
④住宅使用料の支払請求（提訴）
⑤市営住宅明渡請求の実施（提訴）

①督促、催告の徹底実施
②口座振替制度利用促進
③早期臨戸訪問
④住宅使用料の支払請求（提訴）
⑤市営住宅明渡請求の実施（提訴）

①督促、催告の徹底実施
②口座振替制度利用促進
③早期臨戸訪問
④住宅使用料の支払請求（提訴）
⑤市営住宅明渡請求の実施（提訴）

実 績 計画どおりできた 計画どおりできた

計画どおり取組を進めている 計画どおり取組を進めている

市政再生室の意見

目標 実績

実績

数値目標（単位）

目標 1,740

変更・中止等
理　　由

財 政 効 果 額

（ 千 円 ）

積 算

数 値 目 標

積 算

数 値 目 標
（ 実 績 ）



市政再生室の意見

目標 実績

実績

数値目標（単位）

目標 2,500

変更・中止等
理　　由

財 政 効 果 額

（ 千 円 ）

数 値 目 標
（ 実 績 ）

計画どおり取組を進めている 計画どおり取組を進めていない

支払督促制度による回収を実施された
い。

実 績 計画どおりできた 計画どおりできなかった

変 更 等

年 次 取 組 実 績

①未収金対策委員会は廃止となったが、所属で対策
を検討した。
②医療相談室において、限度額適用認定証の利用の
紹介等を行い、医療費の支払い困難者をサポートす
ることにより、自己負担額の軽減が図れ、未収金の
発生を未然に防ぐよう努めた。
③定期的に未収金支払催促の通知を行い、徴収の強
化を図った。
④訪問徴収の集中月間を年２回実施し、随時訪問回
収を行った。
⑤裁判所による支払督促制度による回収は行わな
かったが、保険会社払いの未収金について積極的な
回収に努め、成果を得た。

①未収金対策について、所属で対策を検討した。
②入院時のオリエンテーション時に限度額適用認定
証の説明を行い、早期の取得を勧め、自己負担額の
軽減を図った。また、支払い困難者には、所属職員
が納付相談を実施し、無理の無い支払いをサポート
することにより未収金の発生を未然に防ぐよう努め
た。
③定期的に未収金支払催促の通知を行い、徴収の強
化を図った。
④月に1回は臨戸徴収を実施し、回収を行った。
⑤裁判所による支払督促制度による回収は実施しな
かった。

①

②

③

④

⑤

年 次 計 画

①未収金対策委員会を年２回開催する。（9
月・３月）
②入院時において高額医療費制度の啓発を行
い、支払い相談時に手続き方法等説明する。
③未収金支払催促の通知を行い徴収の強化を図
る。
④訪問徴収の集中月間を年２回実施するととも
に、可能な限り随時訪問回収を行う。
⑤裁判所による支払督促制度に適応する未収金
について、その制度により回収を行う。

①未収金対策委員会を年２回開催する。（9
月・３月）
②入院時において高額医療費制度の啓発を行
い、支払い相談時に手続き方法等説明する。
③未収金支払催促の通知を行い徴収の強化を図
る。
④訪問徴収の集中月間を年３回実施するととも
に、可能な限り随時訪問回収を行う。
⑤裁判所による支払督促制度に適応する未収金
について、その制度により回収を行う。

①未収金対策を課内会議で協議し、年間計画を立案
する。
②「入院の手引き」に「限度額適用認定証制度の説
明」を挟み込み、入院手続きの際に説明を行い、早
期の取得を促す。
③受診後一定期間を経過した未納者には、速やかに
未収金支払催促通知を行い徴収の強化を図る。
④訪問徴収の集中月間を年４回実施するとともに、
可能な限り随時訪問回収を行う。
⑤裁判所による支払督促制度に適応する未収金につ
いて、その制度により回収を行う。

計 画 ⇒ ⇒ ⇒

進 捗 管 理 △ ： 調 査 ・ 検 討 ⇒ ： 実 施 ◎ ： 完 了 × ： 中 止

年 度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

取組による効果 ◆診療費支払の公平性を保ち、病院収入の健全化を図る。

実 施 事 項 名 第1次大綱から継続

取 組 内 容

◆未収金対策委員会を開催し、発生の抑制等の対策を協議する。
◆高額医療制度による、入院費の限度額申請についての手続きを説明し、医療費の軽減により未収金の発生を抑制す
る。
◆催促通知の方法として、支払通知→督促通知→保証人通知等の段階により徴収の強化を図る。
◆訪問徴収を年間２回に渡って課職員班編成で集中して実施する。随時訪問についても可能な限り実施する。
◆裁判所に支払督促制度による手続きを行い、裁判所介入による徴収を実施する。

病院の診療費未収金対策 主な事務事業評価
シート名

総合計画基本施策番号

項目番号 項　目　名 2 健全な財政運営の推進について

報 告 時 期

平成25年4月1日

取組番号 取　組　名 2 歳入の確保と歳出の抑制

第２次伊賀市行財政改革大綱　前期実施計画・進捗状況報告書
（平成２３年度～平成２５年度）

重点事項
番    号

重　点
事項名

1 持続可能な財政構造の確立

26

担 当 部 課
市民病院
医療事務課

Ｎｏ.

連 絡 先 ２４-１１１１

責任者名（所属長） 中西　一樹

目標350 2,500 実績

実績

(収納額

2,500 5,836 2,500 350

千円

目標

会計年度終了と同時に、年度末分の入
金可能分が翌年度未収金として一旦計
上されるため、実質未収金として固定
する7月１日以降の未収金の回収目標
額

5,836 2,500 実績

未収金回収額 未収金回収額

会計年度終了と同時に、年度末分の入
金可能分が翌年度未収金として一旦計
上されるため、実質未収金として固定
する7月1日以降の未収金の回収目標額

）

2,500

積 算

数 値 目 標

積 算

会計年度終了と同時に、年度末分の入
金可能分が翌年度未収金として一旦計
上されるため、実質未収金として固定
する7月１日以降の未収金の回収目標
額

目標目標 実績



市政再生室の意見

目標 実績

実績

数値目標（単位）

目標 178,895

変更・中止等
理　　由

財 政 効 果 額

（ 千 円 ）

積 算

数 値 目 標

積 算

数 値 目 標
（ 実 績 ）

計画どおり取組を進めている 計画どおり取組を進めている

実 績 計画どおりできた 計画どおりできた

年 次 計 画

①前年比５％縮減の目標設定通知を
出す
②恒常的な長時間勤務職員のいる所
属長に対してヒアリング、指導を行
う
③定員適正化計画により、職員数を
18人減らす

①前年比５％縮減の目標設定通知を
出す
②恒常的な長時間勤務職員のいる所
属長に対してヒアリング、指導を行
う
③定員適正化計画により、職員数を
19人減らす

①時間外縮減の目標設定通知を出す
②恒常的な長時間勤務職員のいる所
属長に対してヒアリング、指導を行
う
③定員適正化計画により、職員数を6
人減らす

年 次 取 組 実 績

①前年比５％縮減にまで言及できなかったものの、
４月１８日と１１月４日に時間外勤務を縮減できる
よう目標設定の通知を出し、結果として時間数では
前年比の93.8％にまで縮減できた。

②４月～７月までの時間外実績により、８月２３日
～２６日にかけて、５所属の所属長を対象にヒアリ
ング指導を実施した。

③定員適正化計画に基づく、職員採用の抑制等によ
り、結果として１８人の削減を行った。（見直し後
の計画削減数２０名）

①４月２７日と１１月７日に時間外勤務を縮減でき
るよう目標設定の通知を出し、結果として時間数で
は前年比の99％であった。

②上半期の時間外実績により、１１月１２日～１９
日にかけて、７所属の所属長を対象にヒアリング指
導を実施した。

③定員適正化計画に基づく、職員採用の抑制等によ
り、結果として２０人の削減を行った。（計画削減
数１９名）

①

②

③

年 度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

計 画 ⇒ ⇒ ⇒

変 更 等

取 組 内 容

◆各所属において時間外縮減のための目標設定を行う通知を出す。
◆恒常的な長時間勤務職員がいる所属長に対して、人事課等によるヒアリング等を実施し、縮減に向けた業務分担
の見直し、平準化等についての指導を行う。
◆定員適正化計画の確実な実施による総給与額の抑制

総人件費の抑制 主な事務事業評価
シート名

総合計画基本施策番号

進 捗 管 理 △ ： 調 査 ・ 検 討 ⇒ ： 実 施 ◎ ： 完 了 × ： 中 止

取組番号 取　組　名 2 歳入の確保と歳出の抑制

取組による効果
◆時間外勤務手当ての増加を抑制することにより市の財政負担が縮減されるとともに、ワークライフバランスの推
進、職員の健康増進を図る。

実 施 事 項 名 第1次大綱から継続

報 告 時 期

平成25年4月1日
27

担 当 部 課
総務部
人事課

Ｎｏ.

項目番号 項　目　名 2 健全な財政運営の推進について

第２次伊賀市行財政改革大綱　前期実施計画・進捗状況報告書
（平成２３年度～平成２５年度）

重点事項
番    号

重　点
事項名

1 持続可能な財政構造の確立

連 絡 先 22-9605

責任者名（所属長） 宮崎　寿

目標 実績実績

(時間外勤務時間数

95 94 95 99 目標

％ ）

95

今年度時間外勤務時間／前年度時間
外勤務時間

95,643時間／101,917時間 94,775時間／95,643時間

目標203,995 72,249 実績

今年度時間外勤務時間／前年度時間
外勤務時間

目標

今年度時間外勤務時間／前年度時間
外勤務時間

199,274 187,051 実績



連 絡 先 22-9610

責任者名（所属長） 藤岡　淳次
取組番号 取　組　名

28
平成25年4月1日

担 当 部 課
企画財政部

管財課

報 告 時 期
Ｎｏ.第２次伊賀市行財政改革大綱　前期実施計画・進捗状況報告書

（平成２３年度～平成２５年度）

重点事項
番    号

重　点
事項名

1 持続可能な財政構造の確立

項目番号 項　目　名 2 健全な財政運営の推進について

新規 主な事務事業評価
シート名

取 組 内 容
◆公有財産台帳の整備管理システムを構築し、遊休施設の有効利用・処分（売却・貸付）等を検討する。
◆インターネットを利用したり、民間不動産業者と連携するなど積極的な資産の貸付・公売等を検討する。
◆行政財産目的外使用料条例に基づく目的外使用制度の運用

2 歳入の確保と歳出の抑制
総合計画基本施策番号

実 施 事 項 名 資産の多様な活用手法の検討

計 画 △ ⇒ ⇒

年 度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

取組による効果
◆遊休施設の積極的な売却・貸付による歳入増及び資産管理経費の減
◆行政財産目的外使用許可（自動販売機の設置、企業使用施設等）に伴う使用料収入の増

進 捗 管 理 △ ： 調 査 ・ 検 討 ⇒ ： 実 施 ◎ ： 完 了 × ： 中 止

年 次 計 画

①公有財産管理システムの構築によ
る遊休資産、売却・貸付可能資産の
整理
②民間事業者との連携による売却、
貸付等さまざまな方策の検討

①民間事業者（不動産業者・イン
ターネット会社）と連携して、計画
的に売却（公売）、公募貸付等さま
ざまな方策の実施

①民間事業者（不動産業者・イン
ターネット会社）と連携して、計画
的に売却（公売）、公募貸付等さま
ざまな方策の実施

実 績 計画どおりできた 計画どおりできた

変 更 等

目標 10 実績 2 目標
2,455

年 次 取 組 実 績

①公有財産管理システムを構築及び
未利用地カルテを作成した。
②インターネット売却のための規則
等の整理を実施した。また、自販機
設置事業者の一般公募入札を実施し
た。

①民間事業者との連携フローの構築
はできていないが、昨年作成した未
利用地カルテを基に、市有土地の売
却を実施した。
　自販機設置事業者の一般公募入札
を実施した。
　ネーミングライツ事業に取り組
み、結果は応募者がなかったが、
パートナーの選定までの事務の流れ
を構築できた。

①

実績

数 値 目 標
（ 実 績 ） 土地　          77,079件

建物　　　　　　 2,455棟

○土地　　２件(うち１件　病院事業会計）
○自販機入札 １０件（１３機）
○ネーミングライツパートナー募集　１回積 算

数値目標（単位）

公有財産台帳整理件数
公売・貸付成約件数

(

10 実績
40,000
1,500

）

77,079

数 値 目 標
土地台帳整理件数　40,000件
建物台帳整理件数　1,500棟

公売・貸付成約件数
10件

公売・貸付成約件数
10件

積 算

目標 実績

市政再生室の意見

計画どおり取組を進めている 計画どおり取組を進めている

（ 千 円 ）

変更・中止等
理　　由

土地　24,670
自販機   599

目標 実績　 実績
財 政 効 果 額

目標



市政再生室の意見

目標 実績

実績

数値目標（単位）

目標

変更・中止等
理　　由

財 政 効 果 額

（ 千 円 ）

積 算

数 値 目 標

積 算

数 値 目 標
（ 実 績 ）

計画どおり取組を進めている 計画どおり取組を進めている

実 績 計画どおりできた 計画どおりできた

年 次 計 画
①決算をした段階で、黒字化とす
る。

①決算をした段階で、黒字化とす
る。

①決算をした段階で、黒字化とす
る。

年 次 取 組 実 績
①黒字になるよう事業費を抑えて起
債を制限した。数値目標は９月でな
いと積算できない。

①黒字になるよう事業費を抑えて起
債を制限した。数値目標は９月でな
いと確定しない。

①

年 度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

計 画 ⇒ ⇒ ⇒

変 更 等

取 組 内 容

◆財政課が定義しているプライマリーバランスとは、（市債償還金）-（市債借入額）が、プラスになることをプ
ライマリーバランスの黒字化としている。
◆ただしこの定義は、国が普通交付税の代替財源として臨時財政対策債の発行限度額を大幅に増額していない時の
ものである。
◆今は、（市債元金償還金－臨時財政対策債償還元金）-（市債借入額-臨時財政対策債）がプラスになることと定
義している。

プライマリーバランスの黒字化 主な事務事業評価
シート名

総合計画基本施策番号

進 捗 管 理 △ ： 調 査 ・ 検 討 ⇒ ： 実 施 ◎ ： 完 了 × ： 中 止

取組番号 取　組　名 3 市債の抑制

取組による効果
◆地方自治体財政健全化法による実質公債費比率、将来負担比率などの４指標の数値が改善されること。
◆駅前再開発事業、庁舎建設事業などの大規模プロジェクトを実施しながら、４指標の改善にも取り組んでいく。

実 施 事 項 名 第1次大綱から継続

68

報 告 時 期

平成25年4月1日
29

担 当 部 課
企画財政部

財政課

Ｎｏ.

項目番号 項　目　名 2 健全な財政運営の推進について

第２次伊賀市行財政改革大綱　前期実施計画・進捗状況報告書
（平成２３年度～平成２５年度）

重点事項
番    号

重　点
事項名

1 持続可能な財政構造の確立

連 絡 先 22-9608

責任者名（所属長） 百田　光礼

目標 実績実績

(実質公債費比率・将来負担比率

下記のとおり 下記のとおり 目標

％ ）

下記のとおり

　
実質公債費比率　　　１４．４
将来負担比率　　　　９０．５

平成22年度数値(毎年翌年9月積算)
実質公債費比率　　　１４．８
将来負担比率　　　１２４．８
※数字が小さいほど良い

平成23年度数値（毎年翌年9月積算）
実質公債費比率　　　 １４．３
将来負担比率　　　 １１７．６
※数字が小さいほど良い

目標 実績

　
実質公債費比率　　　１４．４
将来負担比率　　　１０５．９

目標

　
実質公債費比率　　　１４．３
将来負担比率　　　　９４．８

実績
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目標 実績

実績

数値目標（単位）

目標

1,646,278
（合併特例債、臨
財債のみ算入額）

変更・中止等
理　　由

財 政 効 果 額

（ 千 円 ）

積 算

数 値 目 標

積 算

数 値 目 標
（ 実 績 ）

計画どおり取組を進めている 計画どおり取組を進めている

実 績 計画どおりできた 計画どおりできた

年 次 計 画

①有利な起債（臨時財政対策債、合
併特例債、へん地債など、交付税算
入率の大きいもの）の借入額を８
０％以上とする。

①有利な起債（臨時財政対策債、合
併特例債、へん地債など、交付税算
入率の大きいもの）の借入額を８
０％以上とする。

①有利な起債（臨時財政対策債、合
併特例債、へん地債など、交付税算
入率の大きいもの）の借入額を８
０％以上とする。

年 次 取 組 実 績
①有利な起債（臨時財政対策債、合
併特例債、へん地債など、交付税算
入率の大きいもの）を借り入れた。

①有利な起債（臨時財政対策債、合
併特例債、へん地債など、交付税算
入率の大きいもの）を借り入れた。

①

年 度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

計 画 ⇒ ⇒ ⇒

変 更 等

取 組 内 容
◆市債については、プライマリーバランスの黒字化ということで、抑制を行っている。
◆実際に借入れを行う起債については、合併特例債や辺地債など、交付税算入の大きいものについて、優先的に借
り入れていく。

有利な起債メニューの選択 主な事務事業評価
シート名

総合計画基本施策番号

進 捗 管 理 △ ： 調 査 ・ 検 討 ⇒ ： 実 施 ◎ ： 完 了 × ： 中 止

取組番号 取　組　名 3 市債の抑制

取組による効果 ◆交付税算入の大きい起債メニューを選択することにより、後年度の交付税が増額され、歳入の増加に繋がる。

実 施 事 項 名 第1次大綱から継続

68

報 告 時 期

平成25年4月1日
30

担 当 部 課
企画財政部

財政課

Ｎｏ.

項目番号 項　目　名 2 健全な財政運営の推進について

第２次伊賀市行財政改革大綱　前期実施計画・進捗状況報告書
（平成２３年度～平成２５年度）

重点事項
番    号

重　点
事項名

1 持続可能な財政構造の確立

連 絡 先 22-9608

責任者名（所属長） 百田　光礼

目標 実績実績

(有利な起債の全体に占める割合

94 87 90 93 目標

％ ）

93

５，４５９/５，８４０
有利な起債額/全体起債額

５，９７３/６，８８４
有利な起債額/全体起債額

４，３０４/４，６４１
有利な起債額/全体起債額

目標
4,169,400

（合併特例債、臨
財債のみ算入額）

2,197,244
（合併特例債、臨
財債のみ算入額）

実績

５，８４４/６，１９６
有利な起債額/全体起債額

目標

５，１２２/５，７１２
有利な起債額/全体起債額

　4,351,200
（合併特例債、臨
財債のみ算入額）

1,861,621
（合併特例債、臨
財債のみ算入額）

実績



目標 実績目標

数 値 目 標
（ 実 績 ）

市民に対する出前講座　５回
職員に対する説明会  　２回

実績

市民に対する出前講座　35回
職員に対する説明会　　４回

市民に対する出前講座　０回
職員に対する説明会  　２回

市民に対する出前講座　５回
職員に対する説明会　　２回

積 算

数 値 目 標

積 算

市民に対する出前講座　５回
職員に対する説明会  　２回

(財政出前講座回数

7 39 7 2

回 ）

7目標目標 実績実績

報 告 時 期

平成25年4月1日
31

担 当 部 課
企画財政部

財政課

Ｎｏ.

68

連 絡 先 22-9608

責任者名（所属長） 百田　光礼

第２次伊賀市行財政改革大綱　前期実施計画・進捗状況報告書
（平成２３年度～平成２５年度）

重点事項
番    号

重　点
事項名

1 持続可能な財政構造の確立

項目番号 項　目　名 2 健全な財政運営の推進について

取組による効果
◆市の置かれている財政状況を、少しでも多くの市民・職員に関心を持ってもらうことにより、市の財政運営のあ
り方、あるいは、市として進むべき方向が理解してもらえる。
◆市民にわかりやすい財政状況を公開することで、説明責任を果たすことができる。

実 施 事 項 名 第1次大綱から継続

取 組 内 容

◆広報、行政チャンネル、ホームページにおいて、予算執行状況や、決算の状況を公表する。
◆地方自治体財政健全化法による４指標の公表、連結財務４表の公表などを行う。
◆市民に対して財政状況を詳細に説明するため、財政出前講座を実施する。
◆市職員にも、財政状況を理解してもらうため、財政説明会を開催する。

財政状況の公表 主な事務事業評価
シート名

総合計画基本施策番号

取組番号 取　組　名 4 財政状況の公表

変 更 等

計 画 ⇒ ⇒ ⇒

進 捗 管 理 △ ： 調 査 ・ 検 討 ⇒ ： 実 施 ◎ ： 完 了 × ： 中 止

年 度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

年 次 取 組 実 績

①５月、１１月の広報及び行政チャ
ンネルで公表した。

②１０月に出前講座の要請があった
が、要請者の都合が悪くなり実施し
なかった。今年度は、地区懇談会
（３５箇所）で財政状況について説
明した。

①５月、１１月の広報及び行政チャ
ンネルで公表した。

②出前講座の要請がないため、市民
向けに２５年度当初予算の概要書
（わかりやすい予算書）を作成し
た。

①

②

年 次 計 画

①財政状況（５月、１１月）決算状
況（１０月）については、決められ
た時期に適切に行うこと。
②大規模プロジェクトの進捗状況に
合わせて、財政出前講座、職員への
財政状況説明会を適切に行うこと。

①財政状況（５月、１１月）決算状
況（１０月）については、決められ
た時期に適切に行うこと。
②大規模プロジェクトの進捗状況に
合わせて、財政出前講座、職員への
財政状況説明会を適切に行うこと。

①財政状況（５月、１１月）決算状
況（１０月）については、決められ
た時期に適切に行うこと。
②大規模プロジェクトの進捗状況に
合わせて、財政出前講座、職員への
財政状況説明会を適切に行うこと。

実 績 計画どおりできた 計画どおりできた

計画どおり取組を進めている 計画どおり取組を進めている

市政再生室の意見

目標 実績

実績

数値目標（単位）

目標

変更・中止等
理　　由

財 政 効 果 額

（ 千 円 ）



(調査票の作成

1 1 1 1

目標 実績

回 ）

1

調査票の作成回数

目標目標 実績

目標

調査票の作成回数

実績

調査票の作成回数 調査票の作成回数

調査票の作成回数

実績

報 告 時 期

平成25年4月1日
32

担 当 部 課
総務部
総務課

Ｎｏ.

67

連 絡 先 22-9601

責任者名（所属長） 澤田　洋子

第２次伊賀市行財政改革大綱　前期実施計画・進捗状況報告書
（平成２３年度～平成２５年度）

重点事項
番    号

重　点
事項名

1 持続可能な財政構造の確立

項目番号 項　目　名 2 健全な財政運営の推進について

取組による効果
◆団体の状態を把握し改善できる点について協議を行うことで、団体運営の健全化や提供するサービス内容の向上
が図られる。

実 施 事 項 名 第1次大綱から継続

取 組 内 容
◆当該団体に対して、現状や今後の方向性などについてヒアリングを実施する。
◆「外郭団体の改革及び運営に関する指針（平成19年11月策定）」に基づく調査票の作成を団体所管課へ依頼す
る。

外郭団体の定期的な点検 主な事務事業評価
シート名 一般管理経費

総合計画基本施策番号

取組番号 取　組　名 5 公営企業及び出資法人等の見直し

変 更 等

計 画 ⇒ ⇒ ⇒

進 捗 管 理 △ ： 調 査 ・ 検 討 ⇒ ： 実 施 ◎ ： 完 了 × ： 中 止

年 度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

年 次 取 組 実 績

①１月25日に農林振興課と伊賀支所
振興課が所管する４団体のヒアリン
グを実施した。

②[外郭団体の改革及び運営に関する
指針]に規定する７団体から調査票の
提出を受けている。

①団体のチェックから方向性の案を
作成した。

②[外郭団体の改革及び運営に関する
指針]に規定する７団体から調査票の
提出を受けている。

①

②

年 次 計 画

①当該団体の所管課に対してヒアリ
ングを実施する。

②「外郭団体の改革及び運営に関す
る指針」に基づく調査票の作成を団
体所管課へ依頼

①ヒアリング結果による方向性の検
証を行う。

②「外郭団体の改革及び運営に関す
る指針」に基づく調査票の作成を団
体所管課へ依頼

①ヒアリング結果による方向性の検
証を行う。

②「外郭団体の改革及び運営に関す
る指針」に基づく調査票の作成を団
体所管課へ依頼

実 績 計画どおりできた 計画どおりできた

計画どおり取組を進めている 計画どおり取組を進めている

数 値 目 標
（ 実 績 ）

市政再生室の意見

目標 実績

実績

数値目標（単位）

目標

変更・中止等
理　　由

財 政 効 果 額

（ 千 円 ）

積 算

数 値 目 標

積 算



市政再生室の意見

目標 実績

実績

数値目標（単位）

目標

変更・中止等
理　　由

財 政 効 果 額

（ 千 円 ）

積 算

数 値 目 標

積 算

数 値 目 標
（ 実 績 ）

 

計画どおり取組を進めている 計画どおり取組を進めている

実 績 計画どおりできた 計画どおりできた

年 次 計 画

①市内の開業医との重複を避けるために外
来診療科目を見直す。
②委託料の洗い出しを行う。
③医師・看護師確保に努める。

①透析患者への栄養療法を開始する。
②支出経費の見直し・削減を継続する。
③医師・看護師を確保し、入院患者を増や
し、又診療科の再編成、病棟の再開を検討
する。
④電子カルテを本稼動させる。

①外来・入院患者を増やす。
②継続した医師・看護師確保の取組を進め
る。
③地域医療連携を進める。（緩和病棟、在
宅看護等）

年 次 取 組 実 績

①がんサポート・免疫栄養療法センターや乳腺外科
を開設

②経営コンサルタントを導入
　　現状に即した適正な委託料等金額を協議
　　院内組織体制の見直しの実施
　
③常勤医師３名増（麻酔科2名、内科1名）
　 常勤医師１名減（内科）
　 外来診療等非常勤医師増
　（循環器内科、消化器内科、一般内科等）
　 救急当直非常勤医師増

①健診センター内に開設したがんサポート・
免疫栄養療法センターで実施している。

②給食委託、医事業務委託などで契約金額の
減額となった。

③体制の見直しにより、平成25年度から内科
入院病床が20床から60床にサポートできるよ
うになった。

④電子カルテと連携した栄養療法のサポート
に取り組んでいる。

①

②

③

年 度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

計 画 ⇒ ⇒ ⇒

変 更 等

取 組 内 容

◆院内組織体制を見直し専任の経営企画部署を設置するなど、事務部等の体制強化を図る。
◆支出経費を見直し、削減に向けた点検を行う。
◆診療機能の重点化を進め、更なる医師確保の取組を進める。（緩和医療、在宅医療等）
◆看護師の研修体制等の強化を図り、看護師確保の取組を進める。
◆電子カルテの導入を図り、院内及び医療機関相互の情報共有や連携を促進する。

定期的な経営状況の点検評価 主な事務事業評価
シート名

総合計画基本施策番号

進 捗 管 理 △ ： 調 査 ・ 検 討 ⇒ ： 実 施 ◎ ： 完 了 × ： 中 止

取組番号 取　組　名 5 公営企業及び出資法人等の見直し

取組による効果

◆各部署の役割と責任が明確になり、経営改善に向けた取組みの強化が図られる。
◆現状に即した適正な支出経費を算出することで、経費削減が図られる。
◆医師が確保されることで入院患者を増やすことができ、収入増に繋がる。
◆看護師が確保されることで入院患者を増やすことができ、収入増に繋がる。
◆患者サービス・医療の質の向上や地域医療連携が図られ、効率的な経営が実現できる。

実 施 事 項 名 新規

報 告 時 期

平成25年4月1日
33

担 当 部 課
市民病院

経営企画課

Ｎｏ.

項目番号 項　目　名 2 健全な財政運営の推進について

第２次伊賀市行財政改革大綱　前期実施計画・進捗状況報告書
（平成２３年度～平成２５年度）

重点事項
番    号

重　点
事項名

1 持続可能な財政構造の確立

連 絡 先 24－1111

責任者名（所属長） 中林　靖裕

目標 実績実績

(（当年度）純損益をプラスにする

△439 △139 △156 △50 目標

百万円 ）

△257

（当年度）純損益をプラスにする

（当年度）経常収益－経常費用

純損失：1億3,889万6,484円 純損失：4,934万7,302円

目標 実績

（当年度）純損益をプラスにする

（当年度）経常収益－経常費用

目標

（当年度）純損益をプラスにする

（当年度）経常収益－経常費用

実績



市政再生室の意見

目標 実績

実績

数値目標（単位）

目標 70,000

変更・中止等
理　　由

財 政 効 果 額

（ 千 円 ）

数 値 目 標
（ 実 績 ）

計画どおり取組を進めている 計画どおり取組を進めている

実 績 計画どおりできた 計画どおりできた

変 更 等

年 次 取 組 実 績
①今年度の収益的収支では、約８，
８００万円の黒字である。

①今年度の収益的収支では、約７，
１００万円の黒字である。

①

年 次 計 画 ①当年度未処理欠損金の縮小 ①当年度未処理欠損金の縮小 ①当年度未処理欠損金の縮小

計 画 ⇒ ⇒ ⇒

進 捗 管 理 △ ： 調 査 ・ 検 討 ⇒ ： 実 施 ◎ ： 完 了 × ： 中 止

年 度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

取組による効果
◆当年度未処理欠損金（累積赤字）の縮減
◆持続可能で健全な財政運営に移行

実 施 事 項 名 新規

取 組 内 容

◆料金集納率の向上
◆委託業務の拡大
◆有収率の向上
◆遊休資産の有効利用と処分の推進

定期的な経営状況の点検評価 主な事務事業評価
シート名

総合計画基本施策番号

項目番号 項　目　名 2 健全な財政運営の推進について

報 告 時 期

平成25年4月1日

取組番号 取　組　名 5 公営企業及び出資法人等の見直し

第２次伊賀市行財政改革大綱　前期実施計画・進捗状況報告書
（平成２３年度～平成２５年度）

重点事項
番    号

重　点
事項名

1 持続可能な財政構造の確立

34

担 当 部 課
水道部

水道総務課

Ｎｏ.

20

連 絡 先 24-0001

責任者名（所属長） 松村　賢次

目標71,000 51,000 実績

当年度未処理欠損金

630 691 567 620

（百万円）

目標

平成２４年度純利益　６３百万円
前年度未処理欠損金×１０％

88,000 63,000 実績

平成２３年度純利益　８８百万円
平成２２年度末未処理欠損金約７億
７千９百万円×１１．３％

平成２４年度純利益　７１百万円
平成２３前年度未処理欠損金６億９
千１百万円×１０．３％

平成２３年度純利益　７０百万円
平成２２年度末未処理欠損金約７億
円×１０％

510

積 算

数 値 目 標

積 算

平成２５年度純利益　５７百万円
前年度未処理欠損金×１０％

目標目標 実績実績



市政再生室の意見

目標 実績

実績

数値目標（単位）

目標

変更・中止等
理　　由

財 政 効 果 額

（ 千 円 ）

積 算

数 値 目 標

積 算

数 値 目 標
（ 実 績 ）

計画どおり取組を進めている 計画どおり取組を進めていない

調査票の分析により、審議会設置に
おける一定の基準を示されたい。

実 績 計画どおりできた 計画どおりできなかった

年 次 計 画
①審議会の現状（審議会数、設置目
的、委員構成、開催手法等）につい
て、関係各課に調査する。

①審議会の現状について、調査結果
を分析し、見直しを要する内容等に
ついて検討する。

①審議会のあり方について見直し基
準を作成する。
②審議会のあり方について見直し基
準を庁内周知

年 次 取 組 実 績

①審議会の現状について、関係各課
に調査した結果、委員会として廃止
されているものや重複しているもの
等の把握ができ、今後見直しを進め
ていくための準備段階としては概ね
計画どおりとなっている。
(平成24年2月現在委員会数 １０８）

①昨年度の調査結果を分析してお
り、他市の見直し状況を参考に見直
し内容を精査中である。

①

②

年 度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

計 画 △ ⇒ ◎

変 更 等

取 組 内 容

◆設置している審議会について現状を把握する
（審議会数、設置目的、委員構成、開催手法等）

◆審議会の現状に基づき、委員構成及び運営に関する見直し基準の作成
　
　（平成２３年４月現在　審議会数　１１８）

審議会のあり方の見直し 主な事務事業評価
シート名

総合計画基本施策番号

進 捗 管 理 △ ： 調 査 ・ 検 討 ⇒ ： 実 施 ◎ ： 完 了 × ： 中 止

取組番号 取　組　名 1 行政の役割の明確化としくみの見直し

取組による効果 ◆適正な附属機関を設置することで、専門的で民意を反映した施策を推進できる。

実 施 事 項 名 新規

報 告 時 期

平成25年4月1日
35

担 当 部 課
企画財政部
秘書広報課

Ｎｏ.

項目番号 項　目　名 1 行政の守備範囲の見直しについて

第２次伊賀市行財政改革大綱　前期実施計画・進捗状況報告書
（平成２３年度～平成２５年度）

重点事項
番    号

重　点
事項名

2 行政の事務事業領域の再構築

連 絡 先 22－9600

責任者名（所属長） 稲森　洋幸

目標 実績実績

(審議会の設置数

目標

）

審議会の設置数

目標 実績目標

審議会の設置数

実績



市政再生室の意見

目標 実績

実績

数値目標（単位）

目標 2,000

変更・中止等
理　　由

財 政 効 果 額

（ 千 円 ）

積 算

数 値 目 標

積 算

数 値 目 標
（ 実 績 ）

計画どおり取組を進めている 計画どおり取組を進めている

実 績 計画どおりできた 計画どおりできた

年 次 計 画

①納税意識の高揚を図るため広報
「いが市」や行政チャンネルなどを
通じ啓発に努める。
②公平、厳正な滞納整理及び滞納処
分のため積極的な差押を行う。

①納税意識の高揚を図るため広報
「いが市」や行政チャンネルなどを
通じ啓発に努める。
②公平、厳正な滞納整理及び滞納処
分のため積極的な差押を行う。

①納税意識の高揚を図るため広報
「いが市」や行政チャンネルなどを
通じ啓発に努める。
②公平、厳正な滞納整理及び滞納処
分のため積極的な差押を行う。

年 次 取 組 実 績

①納税意識の高揚を図るため広報
「いが市」５月号への納税啓発掲載
や同時期の行政チャンネルへの出演
による啓発等に努めた。

②公平、厳正な滞納整理及び滞納処
分のため積極的な差押（H24.03.16現
在）差押件数1,277件、徴収金額
151,662千円に努めた。

①納税意識の高揚を図るため広報
「いが市」６月号への納税啓発掲載
や同時期の行政チャンネルへの出演
による啓発等に努めた。

②公平、厳正な滞納整理及び滞納処
分のため積極的な差押（H25.03.11現
在）差押件数1,386件、徴収金額
132,730千円に努めた。

①

②

年 度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

計 画 ⇒ ⇒ ⇒

変 更 等

取 組 内 容 ◆三重地方税整理回収機構への移管を削減し、機構負担金の縮減に努める。

自力執行権の行使による負担金の削減 主な事務事業評価
シート名

総合計画基本施策番号

進 捗 管 理 △ ： 調 査 ・ 検 討 ⇒ ： 実 施 ◎ ： 完 了 × ： 中 止

取組番号 取　組　名 1 行政の役割の明確化としくみの見直し

取組による効果
◆自力執行権の行使により、市単独での滞納処分を行うことで、三重地方税整理回収機構への移管を削減し、機構
への負担金の縮減を図る。
但し、本年度(H22)の効果はH24年度以降から発生する(H21決算ベース 7,009千円)

実 施 事 項 名 新規

68

報 告 時 期

平成25年4月1日
36

担 当 部 課
総務部

収税課

Ｎｏ.

項目番号 項　目　名 1 行政の守備範囲の見直しについて

第２次伊賀市行財政改革大綱　前期実施計画・進捗状況報告書
（平成２３年度～平成２５年度）

重点事項
番    号

重　点
事項名

2 行政の事務事業領域の再構築

連 絡 先 22-9612

責任者名（所属長） 松本　浩典

目標 実績実績

(負担金額

5,000 4,492 3,500 2,969 目標

千円 ）

2,000

平成21年度決算ベースの70%程度の縮
減

平成21年度決算ベースの36%の縮減 平成21年度決算ベースの58％の縮減

目標1,523 1,500 実績

平成21年度決算ベースの30%程度の縮
減

目標

平成21年度決算ベースの50%程度の縮
減

2,517 1,500 実績



市政再生室の意見

目標 実績

実績

数値目標（単位）

目標

変更・中止等
理　　由

財 政 効 果 額

（ 千 円 ）

積 算

数 値 目 標

積 算

数 値 目 標
（ 実 績 ）

計画どおり取組を進めている 計画どおり取組を進めている

実 績 計画どおりできた 計画どおりできた

年 次 計 画

①クレジット収納、モバイル収納等
の平成26年度導入に向けて検討を行
う。
②夜間延長窓口の平成26年度からの
廃止に向けて各課協議を行う。

①クレジット収納、モバイル収納等
の平成26年度導入に向けて検討を行
う。
②夜間延長窓口の平成26年度からの
廃止に向けて各課協議を行う。

①クレジット収納、モバイル収納等
の平成26年度導入に向けて検討を行
う。
②夜間延長窓口の平成26年度からの
廃止に向けて各課協議を行う。

年 次 取 組 実 績

①②H22年度導入のコンビ二収納では、徴収金
額割約５％、徴収件数割１４％の実績を上げる
ことが出来た。引き続き、納税者の利便性を図
るべくクレジット収納、モバイル収納等の導入
に向けて検討中であるが、H24年度の電算シス
テム更新に伴い、新たにシステムの改修やその
改修費が必要となる。

①②H23年度のコンビ二収納では、徴収金額割
約６％、徴収件数割１７％の実績を上げること
が出来た。引き続き、納税者の利便性を図るべ
くクレジット収納、モバイル収納等の導入に向
けて検討中であるが、H24年度の電算システム
更新に伴い、新たにシステムの改修やその改修
費が必要となる。

①

②

年 度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

計 画 ⇒ ⇒ ⇒

変 更 等

取 組 内 容

◆夜間延長窓口の見直し
　納税者の利便性を目的に夜間延長窓口を開設しているが、納税コストとして相当の経常経費が発生することから
コンビ二収納をはじめ収納チャンネルを増やすことで納税者の利便性を保ち、合わせて、夜間延長窓口を廃止し経
常経費の縮減を図る。

経常経費の削減 主な事務事業評価
シート名

総合計画基本施策番号

進 捗 管 理 △ ： 調 査 ・ 検 討 ⇒ ： 実 施 ◎ ： 完 了 × ： 中 止

取組番号 取　組　名 1 行政の役割の明確化としくみの見直し

取組による効果 ◆いつでも、どこからでも納税が出来る

実 施 事 項 名 新規

68

報 告 時 期

平成25年4月1日
37

担 当 部 課
総務部

収税課

Ｎｏ.

項目番号 項　目　名 1 行政の守備範囲の見直しについて

第２次伊賀市行財政改革大綱　前期実施計画・進捗状況報告書
（平成２３年度～平成２５年度）

重点事項
番    号

重　点
事項名

2 行政の事務事業領域の再構築

連 絡 先 22-9612

責任者名（所属長） 松本　浩典

目標 実績実績

(コンビ二収納が収納件数全体に占める割合

5 6 7 7 目標

％ ）

10

コンビ二収納が収納件数全体に占め
る割合（パーセント）

コンビ二収納が収納件数全体に占め
る割合（パーセント）

コンビ二収納が収納件数全体に占め
る割合（パーセント）

目標 実績

コンビ二収納が収納件数全体に占め
る割合（パーセント）

目標

コンビ二収納が収納件数全体に占め
る割合（パーセント）

実績



市政再生室の意見

目標 実績

実績

数値目標（単位）

目標 514

変更・中止等
理　　由

財 政 効 果 額

（ 千 円 ）

積 算

数 値 目 標

積 算

数 値 目 標
（ 実 績 ）

計画どおり取組を進めている 計画どおり取組を進めている

平成２４年度で完了

実 績 計画どおりできた 計画どおりできた

年 次 計 画

①事務費補助金の見直し
　補助金の交付ありきの体制から、
現に納税貯蓄組合が支出した実費の
みの補助金交付へ移行し補助金交付
の適正化を図る。
②連合会活動補助金の廃止
　平成２４年度分からの活動補助金
廃止を検討する。

①補助金の見直し
　補助金の交付有きの体制から、現
に納税貯蓄組合が支出した実費のみ
の補助金交付へ移行し補助金交付の
適正化を図る。

①補助金の見直し
　補助金の交付有きの体制から、現
に納税貯蓄組合が支出した実費のみ
の補助金交付へ移行し補助金交付の
適正化を図る。

年 次 取 組 実 績

①納税組合への「事務補助金」適正
化強化を図り、H21決算ベースに対し
H23年度3,096千円の縮減を図った。

②平成２４年度中に活動補助金を廃
止することとなった。

①納税組合への「事務補助金」適正
化強化を図り、H24年度をもって廃止
した。

①

年 度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

計 画 ⇒ ⇒ ⇒

変 更 等 ◎

取 組 内 容

◆滞納処分(差押)等にかかる臨場を郵送等に変え、旅費等の経費の縮減を図る。
◆定期的に臨場(徴収)していた顧客に対し、自主納付を促し臨場を廃止し人件経費の削減を図る。
◆繰り返し催告の縮減により、郵送料の削減を図る。
◆納税組合に交付している「事務費補助金」の交付にあっては、H23年度より事務の適正化強化を図り、将来的に
は補助金の廃止を行う。
◆連合会活動補助金についても見直しを行い、平成２４年度の活動補助金廃止を検討する。

徴税コストの削減 主な事務事業評価
シート名

総合計画基本施策番号

進 捗 管 理 △ ： 調 査 ・ 検 討 ⇒ ： 実 施 ◎ ： 完 了 × ： 中 止

取組番号 取　組　名 1 行政の役割の明確化としくみの見直し

取組による効果

◆滞納処分(差押)等にかかる臨場を郵送等に変え、旅費等の経費がH21年度予算ベースで1,250千円からH22年度予
算ベースで900千円に、H23年度予算ベースでは400千円に縮減が図られる。
◆納税組合への「事務補助金」適正化強化を図った場合、H21決算ベースで6,531千円の支出があり、そのうち２
０％程度の縮減が見込まれる。

実 施 事 項 名 新規

68

報 告 時 期

平成25年4月1日
38

担 当 部 課
総務部

収税課

Ｎｏ.

項目番号 項　目　名 1 行政の守備範囲の見直しについて

第２次伊賀市行財政改革大綱　前期実施計画・進捗状況報告書
（平成２３年度～平成２５年度）

重点事項
番    号

重　点
事項名

2 行政の事務事業領域の再構築

連 絡 先 22-9612

責任者名（所属長） 松本　浩典

目標 実績実績

(事務補助金額

5,878 3,435 5,552 2,444 目標

千円 ）

5224

H21決算ベースで6,531千円の支出が
あり、そのうち２０％程度の縮減が
見込まれる

H21決算ベースに対し、５２．６％の
縮減を図った。

H21決算ベースに対し、６２．６％の
縮減を図った。

目標4,087 328 実績

H21決算ベースで6,531千円の支出が
あり、そのうち１０％程度の縮減が
見込まれる

目標

H21決算ベースで6,531千円の支出が
あり、そのうち１５％程度の縮減が
見込まれる

3,096 325 実績



実績

策定

積 算

数 値 目 標

積 算

目標

数 値 目 標
（ 実 績 ）

策定

実績

報 告 時 期

平成25年4月1日
39

担 当 部 課
企画財政部

企画課

Ｎｏ.

項目番号 項　目　名 1 行政の守備範囲の見直しについて

第２次伊賀市行財政改革大綱　前期実施計画・進捗状況報告書
（平成２３年度～平成２５年度）

重点事項
番    号

重　点
事項名

2 行政の事務事業領域の再構築

連 絡 先 22-9620

責任者名（所属長） 藤山　善之

進 捗 管 理 △ ： 調 査 ・ 検 討 ⇒ ： 実 施 ◎ ： 完 了 × ： 中 止

取組番号 取　組　名 1 行政の役割の明確化としくみの見直し

年 度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

取組による効果
◆市の施策や業務について、市民や市民団体に任せるしくみが構築できる。
◆補完性の原則により、市民自らが住民活動についての認識が深まる。

実 施 事 項 名 第1次大綱から継続

取 組 内 容 ◆「（仮称）行政関与の基本指針」などを策定し、事務事業の妥当性を検証するしくみを構築する。

「（仮称）行政関与の基本方針」の策定 主な事務事業評価
シート名 　

総合計画基本施策番号 57

計 画 △ ⇒ ⇒

変 更 等 △

実 績 計画どおりできなかった 計画どおりできた

年 次 計 画
①「（仮称）行政関与の基本指針」
の策定

①「（仮称）行政関与の基本指針」
の策定

①事務事業の検証

②事務事業の見直し

年 次 取 組 実 績 ①未策定
①「伊賀市公的関与のあり方に関す
る点検指針」を策定した。

①

②

目標 実績実績

(「（仮称）行政関与の基本指針」策定

100.0 0 100.0 100 目標

％ ）

計画どおり取組を進めていない

状況が整い次第、策定されたい

計画どおり取組を進めている

市民・地域・行政の関係性や役割分
担が安定しないなか、実態と乖離す
る可能性があるため。

市政再生室の意見

目標 実績

実績

数値目標（単位）

目標

変更・中止等
理　　由

財 政 効 果 額

（ 千 円 ）

　

策定後記載する。

未策定 策定

目標



市政再生室の意見

目標 実績

実績

数値目標（単位）

目標

変更・中止等
理　　由

財 政 効 果 額

（ 千 円 ）

計画どおり取組を進めている 計画どおり取組を進めている

年 次 取 組 実 績

① 交通計画に基づき、各行政バス毎に課題解
決のための対応施策に取り組んだ。上野…「し
らさぎ号」北ルートの新設等について委託事業
者と協議中。伊賀…ルート等運行改善に向けて
住民自治協議会代表者を中心とした協議の場を
設け協議を開始した。島ヶ原…JR関西本線のダ
イヤ改正に伴い接続ダイヤを見直した。阿
山･･･阿山地区交通運行協議会を立ち上げ、住
民アンケートの実施や運行改善案の検討を行っ
た。大山田･･･青山行政バスの布引地域乗り入
れ等について、ニーズ調査を実施した。青
山･･･伊賀神戸乗り入れについて路線検討、
ニーズ調査方法について検討中。

②　交通計画に基づき各施策を実施した。友生
線･･･ゆめが丘地区における団地内循環ルート
及び市街地内におけるルート変更、バス停増
設、ダイヤ改正を実施。諏訪線･･･従来の終点
バス停を延伸し、途中区間にバス停を増設

③　交通計画に定めた、バス路線見直し手順に
基づく各個別路線を評価した。

④　阿山地区交通運行協議会において実証実験
に向けた協議を開始した。

①②交通計画のアクションプログラムに基づ
き、上野コミュニティバス「しらさぎ」の北回
り循環を実証実験運行開始したほか、各行政バ
スの運行改善に向け、地域代表者等を交えた協
議会を開催するなどし具体案の検討を行った。

③交通計画に定めた、バス路線見直し手順に基
づく各戸別路線を評価した。

④デマンド運行の実証実験については、交通運
行協議会における協議の結果、阿山行政バスの
見直しは、先ず定時定路線型により運行改善す
る方向となった。実証実験運行については、今
後の参考データをとるべく、市として実施可能
な実験案を同協議会に示したが、実施について
は、内容的に十分な実証結果が得にくいこと
や、利用者の混乱を招く懸念があることから、
定時定路線型による運行改善の結果も見なが
ら、さらに時間をとって実施について検討する
ことになった。

①

②

③

④

年 次 計 画

①行政バスの運行形態（ダイヤ、ルート等）の
見直し
②廃止代替バス運行形態（ダイヤ、ルート等）
の見直し
③バス交通維持評価基準に基づく評価
④デマンド運行の検討及び実証実験の実施

①行政バスの運行形態の見直し
②廃止代替バス運行形態の見直し
③バス交通維持評価基準に基づく評価
④デマンド運行実証実験の実施

①行政バスの運行形態の見直し
②廃止代替バス運行形態の見直し
③バス交通維持評価基準に基づく評価
④デマンド運行実証実験の評価及び改善

実 績 計画どおりできた 計画どおりできた

変 更 等

計 画 ⇒ ⇒ ⇒

進 捗 管 理 △ ： 調 査 ・ 検 討 ⇒ ： 実 施 ◎ ： 完 了 × ： 中 止

年 度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

取組による効果

◆経済的に維持が可能で、安定的、持続的な交通サービスが提供できる交通体系を構築できる。
◆財政への負担を軽減することができる。
◆利用実態や利用者ニーズ、地域特性に応じた適正なダイヤ、ルート等に見直すことにより、収支改善を図る。運行委託をしている路線にあっ
ては委託料、直営している路線にあっては人件費、燃料費等の抑制を図ることができる。

実 施 事 項 名 第1次大綱から継続

取 組 内 容
◆伊賀市交通計画（Ｈ23～26）に基づき、行政バス、廃止代替バスの利用者ニーズ及び利用実態にあわせた運行形態（ダイヤ、ルート等）の見
直しを行うことにより、各路線等の平均乗車密度又は平均乗車人数を改善させるとともに、事業面においても収支率を改善させる。
◆伊賀市交通計画（Ｈ23～26）に位置づけたバス交通維持評価基準に基づき、各路線毎の評価を行い、行政の役割を整理する。

行政バス、廃止代替バス運行における運用見直しと行政の役割の整理 主な事務事業評価シー
ト名

総合計画基本施策番号

取組番号 取　組　名 1 行政の役割の明確化としくみの見直し

第２次伊賀市行財政改革大綱　前期実施計画・進捗状況報告書
（平成２３年度～平成２５年度）

重点事項
番    号

重　点
事項名

2 行政の事務事業領域の再構築

項目番号 項　目　名 1 行政の守備範囲の見直しについて

報 告 時 期

平成25年4月1日
40

担 当 部 課
企画財政部

企画課

Ｎｏ.

51

連 絡 先 22-9621

責任者名（所属長） 藤山　善之

目標目標 実績実績

収支率（％）、平均乗車密度（準基幹バス人／㎞）又は平均乗車数（地域アクセスバス人／便）
※準基幹バス＝廃止代替バス（青山行政バス含む。）、地域アクセスバス＝行政バス（青山行政バスを除く。）

準基幹バス（30､2.5）
地域アクセスバス（10、１）

準基幹バス（38､2.0）
地域アクセスバス（16、2）

準基幹バス（30､2.5）
地域アクセスバス（10、１）

準基幹バス（36､2.9）
地域アクセスバス（14、
1.8）

準基幹バス（30､2.5）
地域アクセスバス（10、１）

路線別収支率＝経常収益÷経常費用×100
平均乗車密度＝運送収入／実車走行キロ×平均賃率
平均乗車人数＝乗車人員÷便数

【準基幹バス】
　　収支率　　　：３７．６％
　　平均乗車密度：１．９５人
【地域アクセスバス】
　　収支率　　  ：１５．７％
　　平均乗車人数：１．８５人

【準基幹バス】
　　収支率　　　：３６．２％
　　平均乗車密度：２．８９人
【地域アクセスバス】
　　収支率　　  ：１４．３％
　　平均乗車人数：１．７８人

目標

数 値 目 標
（ 実 績 ）

路線別収支率＝経常収益÷経常費用×100
平均乗車密度＝運送収入／実車走行キロ×平均賃率
平均乗車人数＝乗車人員÷便数

路線別収支率＝経常収益÷経常費用×100
平均乗車密度＝運送収入／実車走行キロ×平均賃率
平均乗車人数＝乗車人員÷便数

積 算

数 値 目 標

積 算

実績 目標 実績



市政再生室の意見

目標 実績

実績

数値目標（単位）

目標

変更・中止等
理　　由

財 政 効 果 額

（ 千 円 ）

積 算

数 値 目 標

積 算

数 値 目 標
（ 実 績 ）

計画どおり取組を進めていない

平成２４年度中に負担金を統一された
い。

計画どおり取組を進めている

実 績 計画どおりできなかった 計画どおりできた

年 次 計 画

①担い手センターの統一について、伊
賀北部農協及びいがまち担い手セン
ターの実行組合長会等と調整協議を行
う。

①平成23年度実施の評価結果を踏まえ
て、実施する。

年 次 取 組 実 績

①6月7日に担い手センター統一会議を
開催したが、組織の運営方針が異なる
ことから、統一には至らなかった。今
後は、伊賀市域農業振興協議会負担金
と伊賀広域担い手センター負担金を統
一する。

①平成25年度から負担金を統合し、市
内統一の基準で支出することとなっ
た。

年 度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

計 画 △ ◎

変 更 等

取 組 内 容
◆伊賀北部広域担い手センターといがまち担い手センターの統一に向けての検討
◆担い手センターの統一について、伊賀北部農協及びいがまち担い手センターの実行組合長会等と調整協議を行う。

各担い手センター団体補助金等の見直し 主な事務事業評価
シート名

農地流動化地域総合対策事業

総合計画基本施策番号

進 捗 管 理 △ ： 調 査 ・ 検 討 ⇒ ： 実 施 ◎ ： 完 了 × ： 中 止

取組番号 取　組　名 1 行政の役割の明確化としくみの見直し

取組による効果
◆担い手センターを統一することにより、補助金等の見直しができる。
◆今後、市全域を対象とすることができる。

実 施 事 項 名 第1次大綱から継続

42

報 告 時 期

平成25年4月1日
41

担 当 部 課
産業振興部
農林振興課

Ｎｏ.

項目番号 項　目　名 1 行政の守備範囲の見直しについて

第２次伊賀市行財政改革大綱　前期実施計画・進捗状況報告書
（平成２３年度～平成２５年度）

重点事項
番    号

重　点
事項名

2 行政の事務事業領域の再構築

連 絡 先 43-2301

責任者名（所属長） 服部　智秀

目標 実績実績

(調整会議開催数

6 1 6 1 目標

回 ）

1回／年 1回／年

目標 実績

2ヶ月に1回実施
（年間6回程度）

目標

６ヶ月に1回実施
（年間２回程度）

実績



％ ）

27分団／27分団 27分団／27分団

目標2,758 実績

24分団／27分団

目標

27分団／27分団

―
車両調整によ
る管理経費減

など
実績

報 告 時 期

平成25年4月1日
42

担 当 部 課
消防本部

消防救急課

Ｎｏ.

目標 実績実績

(意見の集約を行った分団数

88.88 100.00 100 100.00

連 絡 先 24-9115

責任者名（所属長） 宮本　昌博

16

目標

項目番号 項　目　名 1 行政の守備範囲の見直しについて

第２次伊賀市行財政改革大綱　前期実施計画・進捗状況報告書
（平成２３年度～平成２５年度）

重点事項
番    号

重　点
事項名

2 行政の事務事業領域の再構築

取組番号 取　組　名 1 行政の役割の明確化としくみの見直し

取組による効果
◆支援団員・女性団員の設置により、早急な災害対応や、部・班の統合により活動範囲が広くなり広域的な体制と
なることから、地域の事情に明るい団員の大量動員が可能となる。

実 施 事 項 名 第1次大綱から継続

取 組 内 容
◆伊賀市消防団適正化計画により、基本団員数・支援団員数及びポンプ積載車数の見直しを行う
◆団員の年報酬・出動手当てを見直し処遇改善を行う

伊賀市消防団適正化計画の実施 主な事務事業評価
シート名

消防団本部管理経費

総合計画基本施策番号

年 度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

計 画 ⇒ ◎

進 捗 管 理 △ ： 調 査 ・ 検 討 ⇒ ： 実 施 ◎ ： 完 了 × ： 中 止

年 次 計 画

①欠員のある部・班において支援団
員を募集する
②適正化計画の集約を行い、25年度
からの基本団員・支援団員・ポンプ
積載車の配備計画を作成する

①欠員のある部・班において支援団
員を募集する
②適正化計画の集約を行った配備計
画の遂行

年 次 取 組 実 績

①欠員のある部・班に支援団員９名
が入団し３３名になった。

②適正化計画の集約を行い、25年度
からの基本団員・支援団員・ポンプ
積載車の配備計画を策定した。

①計画数２５１名に対し、欠員のあ
る部・班において支援団員１２０名
が入団し１５７名になった。（引き
続き募集します）

②ポンプ積載車は配備計画どおり遂
行できた。基本団員は計画より48名
多い1307名となった。（引き続き、
計画数になるよう調整を進めます）

変 更 等

実 績 計画どおりできた 計画どおりできた

計画どおり取組を進めている 計画どおり取組を進めている

市政再生室の意見

目標 実績

実績

数値目標（単位）

目標 意見集約後に算出

変更・中止等
理　　由

財 政 効 果 額

（ 千 円 ）

積 算

数 値 目 標

積 算

数 値 目 標
（ 実 績 ）



数値目標（単位）

目標

変更・中止等
理　　由

財 政 効 果 額

（ 千 円 ）

計画どおり取組を進めている 計画どおり取組を進めている

目標

積 算

数 値 目 標

積 算

数 値 目 標
（ 実 績 ）

前年度の課題を改善した事業数*100/
前年度に課題があるとされた事業数

３４９事業／４１２事業 ３６９事業／４３２事業

市政再生室の意見

実績 実績

前年度の課題を改善した事業数*100/
前年度に課題があるとされた事業数

目標

前年度の課題を改善した事業数*100/
前年度に課題があるとされた事業数

実績

実 績 計画どおりできた 計画どおりできた

年 次 計 画

①評価結果の予算への反映方法を検
討
②第三者評価導入の検討
③課題に対しての徹底した事務改善

①課題に対しての徹底した事務改善 ①課題に対しての徹底した事務改善

年 次 取 組 実 績

①評価結果の予算への反映方法について、総務課、
企画課、財政課と協議を行った。評価結果のデータ
ベース化を行い、３課の情報共有をスムーズにする
とともに、事業の必要性の基準について強化し、評
価の精度を高める。
②昨年度に引き続き行政評価システム検討委員会で
第三者評価のメリット、デメリットの検証を行った
結果、当分の間、内部評価を充実させることとなっ
た。
③前年度設定した改善策への取組状況をシートに記
入し、ＰＤＣＡサイクル確立の観点からヒアリング
を行った。

①担当課が作成した事務事業評価
シートをもとに、企画課、財政課と
ともに各事務事業の進捗等につい
て、聞き取りを実施した。数値目標
が達成されているか、また昨年度設
定した改善策に対する取組状況な
ど、PDCAサイクル確立の観点から点
検を行い、翌年度への改善につなげ
るよう協議した。

①

年 度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

計 画 ⇒ ⇒ ⇒

変 更 等

取 組 内 容
◆評価結果を事業実施や予算に反映する
◆課題に対しての徹底した事務改善
◆第三者評価導入の検討

行政評価制度の効果的・積極的な活用 主な事務事業評価
シート名 行政評価推進事務経費

総合計画基本施策番号

進 捗 管 理 △ ： 調 査 ・ 検 討 ⇒ ： 実 施 ◎ ： 完 了 × ： 中 止

取組番号 取　組　名 1 行政の役割の明確化としくみの見直し

取組による効果
◆市民ニーズや費用対効果、目標への達成度などの分析を基礎としながら、必要性、有効性などの経営的視点から
点検及び見直しを行うことにより、行政活動に「計画→実施→評価→改善」のサイクルを確立し、効率的で効果的
な事業の実施を進めることができる。

実 施 事 項 名 第1次大綱から継続

67

報 告 時 期

平成25年4月1日
43

担 当 部 課
市政再生室

Ｎｏ.

項目番号 項　目　名 1 行政の守備範囲の見直しについて

第２次伊賀市行財政改革大綱　前期実施計画・進捗状況報告書
（平成２３年度～平成２５年度）

重点事項
番    号

重　点
事項名

2 行政の事務事業領域の再構築

連 絡 先 22-9622

責任者名（所属長） 前川　浩也

目標

実績実績

(課題の改善率

100 85 100 87目標 実績 目標

％ ）

100



数値目標（単位）

目標

変更・中止等
理　　由

財 政 効 果 額

（ 千 円 ）

計画どおり取組を進めている 計画どおり取組を進めている

目標

積 算

数 値 目 標

積 算

数 値 目 標
（ 実 績 ）

市政再生室の意見

実績 実績目標 実績

実 績 計画どおりできた 計画どおりできた

年 次 計 画

①他市の権限移譲の事例について、
伊賀市での導入の可否を検討
②県が示した移譲事務について、担
当課に意向を確認する。
③移譲を希望する事務に係る県と担
当課との協議の場を必要に応じて調
整する。

①県が示した移譲事務について、担
当課に意向を確認する。
②移譲を希望する事務に係る県と担
当課との協議の場を必要に応じて調
整する。

①県が示した移譲事務について、担
当課に意向を確認する。
②移譲を希望する事務に係る県と担
当課との協議の場を必要に応じて調
整する。

年 次 取 組 実 績

①②③平成24年1月23日に改定された
「三重県権限移譲推進方針」で定め
る「包括的権限移譲パッケージ」に
ついて、県内他市から情報収集を行
うとともに、各課に周知し、課題や
現状についてヒアリングを実施し
た。来年度も引き続き、担当課に意
向等を確認していく。

①「三重県権限移譲推進方針」に定
められた「包括的権限移譲パッケー
ジ」において、県内市の進捗状況な
ど県から提供された情報を共有し、
担当課の意向を確認した。
②県から移譲協議があった事務に関
し、所管する複数の担当課と協議の
場を設け調整を行い、市の担当課を
決定した。

①

②

年 度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

計 画 ⇒ ⇒ ⇒

変 更 等

取 組 内 容
◆県が示した移譲事務について、担当課に意向を確認する。
◆移譲を希望する事務に係る県と担当課との協議の場を必要に応じて調整する。

権限移譲の推進 主な事務事業評価
シート名

総合計画基本施策番号

進 捗 管 理 △ ： 調 査 ・ 検 討 ⇒ ： 実 施 ◎ ： 完 了 × ： 中 止

取組番号 取　組　名 1 行政の役割の明確化としくみの見直し

取組による効果 ◆権限移譲を一層推進することによって、地方自治体の行政運営の自由度を高めることができる。

実 施 事 項 名 第1次大綱から継続

報 告 時 期

平成25年4月1日
44

担 当 部 課
市政再生室

Ｎｏ.

項目番号 項　目　名 1 行政の守備範囲の見直しについて

第２次伊賀市行財政改革大綱　前期実施計画・進捗状況報告書
（平成２３年度～平成２５年度）

重点事項
番    号

重　点
事項名

2 行政の事務事業領域の再構築

連 絡 先 22-9622

責任者名（所属長） 前川　浩也

目標

実績実績

(

目標 実績 目標

）



(周知回数

1 1 1 1

目標 実績

回 ）

1

各所属への周知回数

目標目標 実績

目標

各所属への周知回数

実績

各所属への周知回数 各所属への周知回数

各所属への周知回数

実績

報 告 時 期

平成25年4月1日
45

担 当 部 課
総務部
総務課

Ｎｏ.

67

連 絡 先 22-9601

責任者名（所属長） 澤田　洋子

第２次伊賀市行財政改革大綱　前期実施計画・進捗状況報告書
（平成２３年度～平成２５年度）

重点事項
番    号

重　点
事項名

2 行政の事務事業領域の再構築

項目番号 項　目　名 2 民間参入等の推進について

取組による効果 ◆事業の検証の際に、存続や主体等を再検討するための材料となる。

実 施 事 項 名 第1次大綱から継続

取 組 内 容
◆「民間活用ガイドライン（平成19年11月策定）」の周知
◆他市の民間委託化の事例について、伊賀市での導入の可否を検討

民間委託の推進 主な事務事業評価
シート名 一般管理経費

総合計画基本施策番号

取組番号 取　組　名 1 効率的な民間委託の推進と運営方法の見直し

変 更 等

計 画 ⇒ ⇒ ⇒

進 捗 管 理 △ ： 調 査 ・ 検 討 ⇒ ： 実 施 ◎ ： 完 了 × ： 中 止

年 度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

年 次 取 組 実 績

①平成24年度予算編成について所管
課が連絡をした際に、民間活用ガイ
ドラインの考え方で外部委託ができ
る業務を勘案しながら予算編成を行
うよう全庁的に発信した。

①平成25年度予算編成について所管課が
連絡をした際に、民間活用ガイドライン
の考え方で外部委託ができる業務を勘案
しながら予算編成を行うよう全庁的に発
信した。
②県内市及び類似団体に対しアンケート
調査を行い、既に民間委託を実施してい
ると回答があった県内市において、窓口
業務、広報業務及び給与計算業務の視察
研修を行った。今後導入の可否について
検討を継続していく。

①

②

年 次 計 画
①予算編成時期にあわせてガイドラ
インの周知を行う。

①予算編成時期にあわせてガイドラ
インの周知を行う。

②他市の民間委託化の事例につい
て、伊賀市での導入の可否を検討

①予算編成時期にあわせてガイドラ
インの周知を行う。

②他市の民間委託化の事例につい
て、伊賀市での導入の可否を検討

実 績 計画どおりできた 計画どおりできた

計画どおり取組を進めている 計画どおり取組を進めている

数 値 目 標
（ 実 績 ）

市政再生室の意見

目標 実績

実績

数値目標（単位）

目標

変更・中止等
理　　由

財 政 効 果 額

（ 千 円 ）

積 算

数 値 目 標

積 算



回 ）

2

検討委員会の開催　　回/年

第1回委員会：8月5日開催
第2回委員会：11月1日開催
第3回委員会：1月30日開催

目標―
収集範囲の縮小とそれ
に伴う適正な人員等が

決定した後
実績

検討委員会の開催　　回/年

目標

検討委員会の開催　　回/年

― ― 実績

報 告 時 期

平成25年4月1日
46

担 当 部 課
人権生活環境部
浄化センター

Ｎｏ.

目標 実績実績

(検討委員会の開催

4 3 5 0

連 絡 先 23-1179

責任者名（所属長） 森永　典生

22

目標

項目番号 項　目　名 2 民間参入等の推進について

第２次伊賀市行財政改革大綱　前期実施計画・進捗状況報告書
（平成２３年度～平成２５年度）

重点事項
番    号

重　点
事項名

2 行政の事務事業領域の再構築

取組番号 取　組　名 1 効率的な民間委託の推進と運営方法の見直し

取組による効果
◆収集量の減少に伴う直営し尿収集地域の削減による行政の事務事業領域の再構築(適正な人員配置とそれに伴う
バキュームカー等の配置)

実 施 事 項 名 第1次大綱から継続

取 組 内 容

◆下水道の整備等に伴う一般廃棄物処理業等の合理化に関する特別措置法（合特法)に係る関係部署との連携
◆直営収集の削減地域の選定
◆許可(または委託)業者との協議
◆対象市民への周知

市直営し尿収集業務の民間への委託または計画的な収集許可による収集範囲の削減 主な事務事業評価
シート名

し尿収集経費

総合計画基本施策番号

年 度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

計 画 △ △ ⇒

進 捗 管 理 △ ： 調 査 ・ 検 討 ⇒ ： 実 施 ◎ ： 完 了 × ： 中 止

年 次 計 画
①合特法に係る関係部署の連携
②直営収集の削減地域の選定

①許可(または委託)業者との協議
②対象市民への周知

①許可(または委託)業者との協議
②対象市民への周知
③適正な職員の配置

年 次 取 組 実 績

①3月19日、し尿収集許可３業者、清
掃事業課、下水道課、浄化センター
の関係者会議を開催

②伊賀市直営し尿収集・処理業務体
制等検討委員会を3回開催し、直営収
集の削減地域を選定

①6月13日、8月23日、11月9日、し尿
収集許可３業者、清掃事業課、下水
道課、浄化センターの関係者会議を
開催

②し尿許可３業者との協議が整わな
かったので、対象市民への周知は未
実施

①

②

③

変 更 等 △

実 績 計画どおりできた 計画どおりできなかった

本年度、し尿許可3業者との協議が不
調のため、翌年度も引続き協議

計画どおり取組を進めている 計画どおり取組を進めていない

継続して関係業者と調整されたい。
市政再生室の意見

目標 実績

実績

数値目標（単位）

目標 ―

変更・中止等
理　　由

財 政 効 果 額

（ 千 円 ）

積 算

数 値 目 標

積 算

数 値 目 標
（ 実 績 ）



変更・中止等
理　　由

目標 実績

市政再生室の意見

計画どおり取組を進めている 計画どおり取組を進めている

実績

実績

数 値 目 標
①利用者（保護者）への説明会の開
催、意識調査の実施と分析
②民営化に向けての確認事項と課題
の洗い出し

①利用者（保護者）の同意確認
②民営化へのスケジュールの策定お
よび必要な手続きの確認・準備

①利用者（保護者）へスケジュール
説明会の開催と同意確認
②民営化への諸手続きの完了

積 算

目標

数 値 目 標
（ 実 績 ）

①利用者（保護者）への説明会を２
回開催した。
②民営化に向けて指定管理者と７回
会議を開催した。

②民営化に向けて指定管理者と連絡
を密にし、調整を行った。

積 算

財 政 効 果 額
目標 実績

（ 千 円 ）

年 次 計 画

①民営化に向けた利用者（保護者）
への説明及び意識調査の実施。
②指定管理者制度から民営化に向け
た協議・検討を行う。

①民営化に向けた利用者（保護者）
への説明と同意を得る。
②指定管理者制度から民営化への具
体的なスケジュール等を決定する。

①民営化に向けた利用者（保護者）
への説明。
②指定管理者制度から民営化への諸
手続きを完了する。

年 次 取 組 実 績

①10月4日（火）民営化に向けた施設
入所者への説明会、10月8日（土）入
所者家族への説明会を実施した。※
両説明会は指定管理者である社会福
祉法人が主催

②民営化に向けた指定管理者との会
議を計７回開催し、諸手続きの確認
やスケジュール調整を行った。

①昨年度に実施済み

②建物の無償譲渡のための登記手続
きをすすめ、三重県への報告書類等
の確認も行った。

①

②

数値目標（単位）
進捗率 ( ％ ）

目標 40 実績 40 目標 80 実績 80 目標 100

計 画 △ ⇒ ◎

変 更 等

実 績 計画どおりできた 計画どおりできた

取 組 内 容
◆施設の老朽化に伴い、今後施設の改築等も視野に入れた民営化を行う。
◆指定管理期間においては適切な管理・運営とサービス向上への指導等を行い、平成25年度以降の民営化に向け、
利用者及び指定管理者と調整・協議を進める。

取組による効果
◆民間参入により管理運営内容が改善される。
◆民営化により施設改築整備費用及び維持管理経費を軽減できる。

進 捗 管 理 △ ： 調 査 ・ 検 討 ⇒ ： 実 施 ◎ ： 完 了 × ： 中 止

年 度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

項目番号 項　目　名 2 民間参入等の推進について
連 絡 先 26-3940

責任者名（所属長） 澤田　之伸
取組番号 取　組　名 1 効率的な民間委託の推進と運営方法の見直し

総合計画基本施策番号 6

実 施 事 項 名 養護老人ホーム「恒風寮」の民営化の検討 新規 主な事務事業評価
シート名 恒風寮管理運営経費

第２次伊賀市行財政改革大綱　前期実施計画・進捗状況報告書
報 告 時 期

Ｎｏ. 47
平成25年4月1日

（平成２３年度～平成２５年度）

重点事項
番    号

重　点
事項名

2 行政の事務事業領域の再構築 担 当 部 課
健康福祉部

介護高齢福祉課



数値目標（単位）

目標

変更・中止等
理　　由

財 政 効 果 額

（ 千 円 ）

計画どおり取組を進めている 計画どおり取組を進めている

目標

積 算

数 値 目 標

積 算

数 値 目 標
（ 実 績 ）

年度末モニタリング結果の公開回数

年度末モニタリング結果の公開回数 年度末モニタリング結果の公開回数

市政再生室の意見

実績 実績

年度末モニタリング結果の公開回数

目標

年度末モニタリング結果の公開回数

実績

実 績 計画どおりできた 計画どおりできた

年 次 計 画

①新しいマニュアルを作成する。
②マニュアルを庁内に周知する。
③新しいマニュアルで制度運用を行
う。
④モニタリング結果を公表する。

①新しいマニュアルで制度運用を行
う。
②モニタリング結果を公表する。

①新しいマニュアルで制度運用を行
う。
②モニタリング結果を公表する。

年 次 取 組 実 績

①４月にマニュアルを作成した。
②４月26日にマニュアルの内容につ
いて説明会を開催した。
③モニタリングの運用などについて
改めて通知を行い、マニュアルの内
容について周知した。
④23年度決算確定後に所管課に照会
し、結果を取りまとめホームページ
で公表する予定である。

①制度に関する通知の際に、マニュ
アルを引用して説明する等の対応を
行っている。

②24年度決算確定後に所管課に照会
し、結果を取りまとめホームページ
で公表する予定である。

①

②

年 度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

計 画 ⇒ ⇒ ⇒

変 更 等

取 組 内 容

◆指定管理者制度の運用は、平成17年度に策定した「指定管理者制度の導入方針」で行ってきたが、その内容は当
初の制度導入の考え方や事務対応の概要までしか記載がなく、事務的な指示はそのつど行っていた。これらのこと
から、施設所管課に制度導入からモニタリングまでの考え方や事務対応を時系列で整理したマニュアルの策定が必
要であると考えた。制度導入当初から変更した点などを考慮し制度運用手法の見直しを行いマニュアルを公表す
る。
◆新しく策定したマニュアルに基づくモニタリング結果の公表

指定管理者制度運用マニュアルの公表 主な事務事業評価
シート名 一般管理経費

総合計画基本施策番号

進 捗 管 理 △ ： 調 査 ・ 検 討 ⇒ ： 実 施 ◎ ： 完 了 × ： 中 止

取組番号 取　組　名 1 効率的な民間委託の推進と運営方法の見直し

取組による効果

◆マニュアルには事務的な対応が様式を含め網羅されているため、施設所管課が制度運用を行ううえでいつごろど
のような事務を行えばよいかが分かる。
◆マニュアルのモニタリングの項には結果の公表についての記載があり、指定管理者による施設の管理運営状況の
概要をホームページで公表する。

実 施 事 項 名 新規

67

報 告 時 期

平成25年4月1日
48

担 当 部 課
総務部
総務課

Ｎｏ.

項目番号 項　目　名 2 民間参入等の推進について

第２次伊賀市行財政改革大綱　前期実施計画・進捗状況報告書
（平成２３年度～平成２５年度）

重点事項
番    号

重　点
事項名

2 行政の事務事業領域の再構築

連 絡 先 22-9601

責任者名（所属長） 澤田　洋子

目標

実績実績

(モニタリング結果の公表

1 1 1 1目標 実績 目標

回 ）

1



市政再生室の意見

計画どおり取組を進めている 計画どおり取組を進めていない

通常業務として、現行の施設におけ
る行政執務機能の効率化を図られた
い。

実績 目標 実績
（ 千 円 ）

変更・中止等
理　　由

新庁舎の計画については、支所も含
め必要面積の算定からゼロベースで
検討し直すことになった。

数 値 目 標
（ 実 績 ）

目標
財 政 効 果 額

目標 実績

積 算

数 値 目 標

積 算

数値目標（単位）
(

実績 目標目標

年 次 計 画

①新庁舎建設計画において窓口サー
ビス検討部会を設置
②市民を交えたワークショップの開
催

①窓口サービス検討部会において検
討
②新庁舎基本計画及び実施計画に反
映

①窓口サービス検討部会において検
討
②新庁舎基本計画及び実施計画に反
映

年 次 取 組 実 績

①庁舎建設庁内検討委員会に窓口機
能ワーキング部会を設置し、市役所
窓口機能の検討会議を４回開催し
た。

②２月５日に市民との協働検討会を
開催し、市役所の窓口機能に関して
32件の意見や提案を得た。

①新庁舎の窓口機能を検討するワー
キング部会（窓口機能ワーキング）
において、総合窓口の設置について
検討した。

②ワーキング部会での検討結果に基
づき、新庁舎の設計書においても総
合窓口を設置する配置としていた
が、再度計画を見直すこととなっ
た。

①

②

目標 実績実績

）

計 画 △ ⇒ ⇒

変 更 等 × ×

実 績 計画どおりできた 計画どおりできなかった

取 組 内 容
◆新庁舎建設に合わせワンストップサービス等窓口サービスの検討部会を設置
◆窓口サービスに係る市民を交えたワークショップの開催と検討事項の新庁舎建設設計への反映

取組による効果
◆市民の視点に立った窓口サービスを提供できる。
◆行政執務機能の効率化と満足度の高い窓口サービスの提供のバランスや将来の高齢化社会を見据えた施設配置が
できる。

進 捗 管 理 △ ： 調 査 ・ 検 討 ⇒ ： 実 施 ◎ ： 完 了 × ： 中 止

年 度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

項目番号 項　目　名 3 行政サービスの向上について
連 絡 先 22-9610

責任者名（所属長） 藤岡　淳次
取組番号 取　組　名 1 市民の視点に立った行政サービスの再点検

総合計画基本施策番号

実 施 事 項 名 施設配置の改善 新規 主な事務事業評価
シート名

第２次伊賀市行財政改革大綱　前期実施計画・進捗状況報告書
報 告 時 期

Ｎｏ. 49
平成25年4月1日

（平成２３年度～平成２５年度）

重点事項
番    号

重　点
事項名

2 行政の事務事業領域の再構築 担 当 部 課
企画財政部

管財課



変更・中止等
理　　由

目標 実績

市政再生室の意見

計画どおり取組を進めている 計画どおり取組を進めている

実績

実績

数 値 目 標
総合相談支援体制検討会の開催／年 総合相談支援体制検討会の開催／年 総合相談支援体制検討会の開催／年

積 算

目標

数 値 目 標
（ 実 績 ）

　８月２９日
１０月２６日
　２月１０日、１５日、２３日
　３月　１日、　９日

５月７日、１４日
積 算

財 政 効 果 額
目標 実績

（ 千 円 ）

年 次 計 画

①事務分掌の整理
②既存の縦割り組織や現状課題の洗
い出し
③相談体制、情報発信・収集方法な
どの検討
④分野を越えた相談支援に対応する
ための体制の検討

①事務分掌の整理
②相談体制、情報発信・収集方法な
どの検討
③分野を越えた相談支援に対応する
ための体制の検討

①事務分掌の整理
②相談体制、情報発信・収集方法な
どの検討
③分野を越えた相談支援に対応する
ための体制の検討

年 次 取 組 実 績

①総合相談窓口としてどのような機能が必要かを整
理するため、健康福祉部関係課の事務分掌の洗い出
しを行った。
②現状と課題を抽出するため、健康福祉部内で７回
の検討を行った。
③総合相談支援業務を全面委託している半田市、行
政直営で実施している富士宮市を視察し、伊賀市の
現状にあった支援体制を検討した。
④地域包括支援センター、障がい者相談支援セン
ター、こども発達支援センターを中心とした組織イ
メージを関係課で共有することができた。

①検討会を２回開催し、総合相談支援窓口体制
立ち上げに係る事務分掌の整理を行った。
②③部組織見直し案をより具現化していくた
め、地域包括支援センターを中心に、支援方
法、連携方法など、総合相談支援をスムーズに
行うための事例検討会を開催することにより、
具体的な業務内容について整理を行うこととし
た。

①

②

③

数値目標（単位）
( 回 ）

目標 6 実績 7 目標 6 実績 2 目標 6

計 画 ⇒ ⇒ ⇒

変 更 等

実 績 計画どおりできた 計画どおりできた

取 組 内 容
◆市本庁舎は、市全体を対象とした各分野・制度・サービスの枠を超えた総合相談支援窓口体制の検討をする。
◆住民が、身近なところで相談することができ、適切な解決策に結びつける支所管内の一次相談支援窓口体制も検
討をする。

取組による効果

◆ひとつの窓口で相談支援の対応をすることにより、住民がいくつもの窓口へ行かずに横断的な対応ができ、専門
的な相談にも迅速・的確に対応できる。
◆さまざまな分野・職種の相談支援担当者の連携や情報交換の場ができ、支援担当者・相談機関のネットワークを
強化し、相談支援が円滑に進む。
◆住民の困りごとについて、本庁が支援をしながら、より身近なところで相談支援を受け、課題解決できる。

進 捗 管 理 △ ： 調 査 ・ 検 討 ⇒ ： 実 施 ◎ ： 完 了 × ： 中 止

年 度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

項目番号 項　目　名 3 行政サービスの向上について
連 絡 先 26-3940

責任者名（所属長） 澤田　之伸
取組番号 取　組　名 1 市民の視点に立った行政サービスの再点検

総合計画基本施策番号 4

実 施 事 項 名 ふくし総合相談支援窓口体制の構築 新規 主な事務事業評価
シート名 福祉総合相談支援事業

第２次伊賀市行財政改革大綱　前期実施計画・進捗状況報告書
報 告 時 期

Ｎｏ. 50
平成25年4月1日

（平成２３年度～平成２５年度）

重点事項
番    号

重　点
事項名

2 行政の事務事業領域の再構築 担 当 部 課
健康福祉部

介護高齢福祉課



市政再生室の意見

計画どおり取組を進めている 計画どおり取組を進めていない

通常業務として、現行の施設におけ
る窓口業務の効率化を図られたい。

実績 目標 実績
（ 千 円 ）

変更・中止等
理　　由

新庁舎の計画については、支所も含
め必要面積の算定からゼロベースで
検討しなおすことになった。

数 値 目 標
（ 実 績 ） 窓口機能ワーキング　　　　　 ４回

執務機能･施設管理ワーキング　６回
窓口機能ワーキング　　　　　１回
執務機能・施設管理ワーキング１回

目標
財 政 効 果 額

目標 実績

積 算

数 値 目 標
部会の開催回数　４回 部会開催回数２回

積 算

数値目標（単位）
窓口サービス検討部会開催回数 ( 回

4 実績 10 目標 2目標

年 次 計 画

①窓口サービスの検討部会の設置
し、窓口取扱時間の延長等を検討す
る。
②開庁時間延長に合わせた庁舎管理
の改善検討を行う。
③市民を交えたワークショップの開
催

①窓口サービスの検討部会の設置
し、窓口取扱時間の延長等を検討す
る。
②開庁時間延長に合わせた庁舎管理
の改善を行う。
③新庁舎基本計画及び実施計画に反
映

①計画を反映した新庁舎建設工事へ
の着手

年 次 取 組 実 績

①庁舎建設庁内検討委員会に設置した窓
口機能ワーキング部会において、休日窓
口の開設についての課題等を検討した。

②庁舎建設庁内検討委員会に設置した執
務機能・施設管理ワーキング部会におい
て検討している。事務所部分にセキュリ
ティラインを設けることで対応が可能。

③２月５日に市民との協働検討会を開催
し、参加者から意見･提案をいただい

①窓口機能ワーキングでの検討では、費
用対効果の観点からすべての窓口業務を
延長することは困難と判断された。取り
扱い業務を限定しての窓口延長について
継続審議していた。
②時間外窓口を設置した場合のセキュリ
ティの確保について、執務機能・施設管
理ワーキングにおいて検討した。
③開庁時間の延長も可能なセキュリティ
を確保した設計とした。

①

目標 実績2 実績

）

計 画 △ ⇒ ⇒

変 更 等 × ×

実 績 計画どおりできた 計画どおりできなかった

取 組 内 容
◆新庁舎設計における市民ニーズに適合した窓口施設の整備
◆繁忙期の土日の開庁や窓口取扱時間の延長等を考慮した庁舎管理システムの検討

取組による効果 ◆社会の変動に即したサービスの提供が可能

進 捗 管 理 △ ： 調 査 ・ 検 討 ⇒ ： 実 施 ◎ ： 完 了 × ： 中 止

年 度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

項目番号 項　目　名 3 行政サービスの向上について
連 絡 先 22-9610

責任者名（所属長） 藤岡　淳次
取組番号 取　組　名 1 市民の視点に立った行政サービスの再点検

総合計画基本施策番号

実 施 事 項 名 窓口対応の充実 新規 主な事務事業評価
シート名

第２次伊賀市行財政改革大綱　前期実施計画・進捗状況報告書
報 告 時 期

Ｎｏ. 51
平成25年4月1日

（平成２３年度～平成２５年度）

重点事項
番    号

重　点
事項名

2 行政の事務事業領域の再構築 担 当 部 課
企画財政部

管財課



市政再生室の意見

目標 実績

実績

数値目標（単位）

目標

変更・中止等
理　　由

財 政 効 果 額

（ 千 円 ）

数 値 目 標
（ 実 績 ）

計画どおり取組を進めている 計画どおり取組を進めている

実 績 計画どおりできた 計画どおりできた

変 更 等

年 次 取 組 実 績

①6月に年間利用状況統計（図書館要覧）
を作成した。24年度目標を設定し、利用
促進に取組んだ。

②4月に校（園）長会議で説明を行い、案
内書を配布し団体登録を呼びかけた。（8
団体が登録）

③9月から試行11月から本格実施で、１館
３室によるシステムを活用した配送サー
ビスを実施した。

①6月に年間利用状況統計（図書館要覧）
を作成した。25年度目標を設定し、利用
促進に取組んだ。

②4月に校（園）長会議で説明を行い、案
内書を配布し団体登録を呼びかけた。
（12団体が登録）

③本庁・支所文書便を活用し、１館３室
による配送サービスを実施した。

①

②

③

④

⑤

年 次 計 画

①毎年の図書館年間利用統計（入館利
用者数・図書利用登録者数・貸出利用
冊数等）を基に、次年度目標を設定
し、利用の促進に取組む。
②学校等への団体貸出の促進に取組
む。
③図書館・公民館図書室間の図書配送
システムに取組む。

①毎年の図書館年間利用統計（入館利
用者数・図書利用登録者数・貸出利用
冊数等）を基に、次年度目標を設定
し、利用の促進に取組む。
②学校等への団体貸出の促進に取組
む。
③図書館・公民館図書室間の図書配送
システムに取組む。

①毎年の図書館年間利用統計（入館利用
者数・図書利用登録者数・貸出利用冊数
等）を基に、次年度目標を設定し、利用
の促進に取組む。
②学校等への団体貸出の促進に取組む。
③図書館・公民館図書室間の図書配送シ
ステムに取組む。
④いがまち・島ヶ原公民館図書室との図
書館情報システムの構築に取組む。
⑤市全域への図書館サービスを行うため
公民館図書室を分館化し、一体的な運営
に取り組む。

計 画 ⇒ ⇒ ⇒

進 捗 管 理 △ ： 調 査 ・ 検 討 ⇒ ： 実 施 ◎ ： 完 了 × ： 中 止

年 度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

取組による効果
◆限られた備品図書購入予算のなかで、より多くの利用者が満足する図書の提供を行うことができ、入館利用者の増
加と共に貸出利用の促進につながる。
◆市民ひとりひとりに自ら学ぶ機会を提供し、心豊かな地域社会を創造することに寄与する。

実 施 事 項 名 新規

取 組 内 容
◆年間10万人を超える多様な入館利用者のニーズを把握するとともに社会の動向を的確に把握することに努め、少数
のヘビーユーザーのニーズに偏らない無駄の無い選書を進めてサービスの提供を推進する。
◆参考業務の充実を進め、利用者の図書資料の利用を推進する。

窓口対応の充実 主な事務事業評価
シート名

図書館管理経費

総合計画基本施策番号

項目番号 項　目　名 3 行政サービスの向上について

報 告 時 期

平成25年4月1日

取組番号 取　組　名 1 市民の視点に立った行政サービスの再点検

第２次伊賀市行財政改革大綱　前期実施計画・進捗状況報告書
（平成２３年度～平成２５年度）

重点事項
番    号

重　点
事項名

2 行政の事務事業領域の再構築

52

担 当 部 課
教育委員会事務局

上野図書館

Ｎｏ.

33

連 絡 先 21-6868

責任者名（所属長） 立山　恵子

目標 実績

(貸出冊数

227,000 236,438 229,000 228,353

冊 ）

目標

年間貸出図書数：前年度比年間2,000
冊の増見込
（平成21年度実績：222,807冊）

実績

年間貸出図書数：前年度比年間8,102
冊の増
（平成22年度実績：228,336冊）

年間貸出図書数：前年度比年間8,085
冊の減
（平成23年度実績：236,438冊）

年間貸出図書数：前年度比年間2,000
冊の増見込
（平成21年度実績：222,807冊）

231,000

積 算

数 値 目 標

積 算

年間貸出図書数：前年度比年間2,000
冊の増見込
（平成21年度実績：222,807冊）

目標目標 実績実績



数値目標（単位）

目標

変更・中止等
理　　由

財 政 効 果 額

（ 千 円 ）

計画どおり取組を進めている 計画どおり取組を進めている

目標

積 算

数 値 目 標

積 算

数 値 目 標
（ 実 績 ）

法令・条例に基づき設定した基準

法令・条例に基づき設定した基準 法令・条例に基づき設定した基準

市政再生室の意見

実績 実績

法令・条例に基づき設定した基準

目標

法令・条例に基づき設定した基準

実績

実 績 計画どおりできた 計画どおりできた

年 次 計 画

①法令に基づく申請と不利益処分の
基準の公表を行う。
②条例に基づく申請と不利益処分の
基準の設定を行うための説明会や各
所管課への事務対応依頼を行う。

①条例に基づく申請と不利益処分の
基準の公表を行う。
②法改正時に変更を行うなど、設定
した基準の改正を行う。

①法改正時に変更を行うなど、設定
した基準の改正を行う。

年 次 取 組 実 績

①法令と条例に基づく基準の公表
を、平成24年度からシステムを構築
して一括で行う。

②10月21日に事務説明会を開催し作
業要領の説明を行った。

①行政手続基準を庁内に公表し、活
用方法等を周知した。

②年度末に全庁へ照会を行う予定で
ある。

①

年 度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

計 画 ⇒ ⇒ ⇒

変 更 等

取 組 内 容

◆伊賀市では行政手続法及び行政手続条例に規定する、法令や条例に基づく申請や不利益処分の行政手続基準が設
定されていない。行政手続法では審査基準などを明確にすることで、行政運営における公正の確保と透明性の向上
や市民の権利利益の保護に資することとされており、当市でも年次的に基準を設定し公表していく。初年度は法令
に基づくもの、次年度は条例に基づくものとし、公表や管理の方法についても検討を行う。

行政手続基準の管理 主な事務事業評価
シート名 一般管理経費

総合計画基本施策番号

進 捗 管 理 △ ： 調 査 ・ 検 討 ⇒ ： 実 施 ◎ ： 完 了 × ： 中 止

取組番号 取　組　名 1 市民の視点に立った行政サービスの再点検

取組による効果
◆申請や不利益処分の基準や処理期間が市民に明らかにされることで、行政運営における公正の確保や透明性の向
上、市民の権利利益の保護に資することとなる。

実 施 事 項 名 新規

67

報 告 時 期

平成25年4月1日
53

担 当 部 課
総務部
総務課

Ｎｏ.

項目番号 項　目　名 3 行政サービスの向上について

第２次伊賀市行財政改革大綱　前期実施計画・進捗状況報告書
（平成２３年度～平成２５年度）

重点事項
番    号

重　点
事項名

2 行政の事務事業領域の再構築

連 絡 先 22-9601

責任者名（所属長） 澤田　洋子

目標

実績実績

(基準の公表

1 1 1 1目標 実績 目標

式 ）

1



市政再生室の意見

計画どおり取組を進めている 計画どおり取組を進めていない

通常業務として、現行の施設におけ
る分かりやすい案内表示板の設置を
図られたい。

実績 目標 実績
（ 千 円 ）

変更・中止等
理　　由

新庁舎の計画については、支所も含
め必要面積の算定からゼロベースで
検討しなおすことになった。

数 値 目 標
（ 実 績 ） 窓口機能ワーキング　４回

ＵＤワーキング　　　２回
窓口機能ワーキング　１回
ＵＤワーキング　　　２回

目標
財 政 効 果 額

目標 実績

積 算

数 値 目 標
部会の開催回数　４回 部会開催回数２回

積 算

数値目標（単位）
窓口サービス検討部会開催回数 ( 回

4 実績 6 目標 3目標

年 次 計 画
①新庁舎建設計画において設置する
窓口サービス検討部会にて検討する

①新庁舎建設計画において設置する
窓口サービス検討部会にて検討する
②新庁舎設計に反映

①検討された実施設計に基づく建設
開始

年 次 取 組 実 績

①庁舎建設庁内検討委員会に設置し
た窓口機能ワーキング部会におい
て、４回の検討会議を開催した。
また、同じくＵＤワーキングにおい
ても分かりやすい案内表示について
検討を進めている。
庁舎建設に伴う市民との協働検討会
や市内の障がい者福祉連盟との意見
交換での意見･提案を踏まえ、案内表
示のあり方を検討している。

①ＵＤワーキングでの検討に際して専門
家の協力を得、新庁舎における分かりや
すい案内表示について検討した。

②ワーキング部会での検討結果を反映し
た設計とした。具体的な文字配置やデザ
インについては、施工時に検証する計画
であったが、再度計画を見直すことと
なった。

①

目標 実績2 実績

）

計 画 △ ⇒ ⇒

変 更 等 × ×

実 績 計画どおりできた 計画どおりできなかった

取 組 内 容
◆ユニバーサルデザインに配慮した全ての人に分かりやすい窓口案内表示の整備
◆新庁舎建設設計への反映

取組による効果 ◆障害者や外国人を含むあらゆる方に分かりやすい案内板を設置することで、行政サービスの向上が図れる。

進 捗 管 理 △ ： 調 査 ・ 検 討 ⇒ ： 実 施 ◎ ： 完 了 × ： 中 止

年 度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

項目番号 項　目　名 3 行政サービスの向上について
連 絡 先 22-9610

責任者名（所属長） 藤岡　淳次
取組番号 取　組　名 1 市民の視点に立った行政サービスの再点検

総合計画基本施策番号

実 施 事 項 名 案内表示の改善 新規 主な事務事業評価
シート名

第２次伊賀市行財政改革大綱　前期実施計画・進捗状況報告書
報 告 時 期

Ｎｏ. 54
平成25年4月1日

（平成２３年度～平成２５年度）

重点事項
番    号

重　点
事項名

2 行政の事務事業領域の再構築 担 当 部 課
企画財政部

管財課



市政再生室の意見

目標 実績

実績

数値目標（単位）

目標

変更・中止等
理　　由

財 政 効 果 額

（ 千 円 ）

積 算

数 値 目 標

積 算

数 値 目 標
（ 実 績 ）

計画どおり取組を進めている 計画どおり取組を進めていない

人事制度検討委員会で検討された
い。

実 績 計画どおりできた 計画どおりできなかった

年 次 計 画
①人事考課システムへの位置付け方
法、処遇への反映方法等の検討会の
開催

①人事考課システムへの位置付け方
法、評価を活用していくための研修
会等の開催

②人事考課システムへの位置付け

年 次 取 組 実 績

①２月１０日検討会を開催し、一定
の方向性の検討を行ったものの、人
事考課制度の本格的運用に至るまで
は、いくつかの問題点を克服する必
要がある。

①②新市長が就任し、新たに「部下から
の評価」が可能な評価システム構築の指
示を受け、制度の簡素化も含め別添
（案）を検討しているが、構築にあたっ
ては広く職員からの意見を反映できるも
のとするために、平成２５年度に（仮
称）「伊賀市人事制度検討委員会」を立
ち上げ検討していくこととなった。（№
61、人事考課制度の整備にて取り組む）

年 度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

計 画 △ ◎

変 更 等

取 組 内 容 ◆管理職員における目標管理制度の人事考課への位置付けを行うための検討を行う

目標管理制度における評価の活用 主な事務事業評価
シート名

総合計画基本施策番号

進 捗 管 理 △ ： 調 査 ・ 検 討 ⇒ ： 実 施 ◎ ： 完 了 × ： 中 止

取組番号 取　組　名 1 意識改革の徹底

取組による効果 ◆努力したものが報われる制度への位置付けを行うことにより、職員の意識改革と職務遂行意欲の向上が図れる

実 施 事 項 名 第1次大綱から継続

58

報 告 時 期

平成25年4月1日
55

担 当 部 課
総務部
人事課

Ｎｏ.

項目番号 項　目　名 1 人材育成について

第２次伊賀市行財政改革大綱　前期実施計画・進捗状況報告書
（平成２３年度～平成２５年度）

重点事項
番    号

重　点
事項名

3 時代に対応できる人や組織の育成

連 絡 先 22-9605

責任者名（所属長） 宮崎　寿

目標 実績実績

(実施回数

随時 1 1 0 目標

回 ）

H24.2.10検討会実施
これまでの制度を見直す

必要が生じたため、未実施

目標 実績

検討・協議　回／年

目標

研修会　回／年

実績



目標 実績目標

数 値 目 標
（ 実 績 ）

面談実施回数　回／年

実績

９月の中間評価時、３月の期末評価
時に面談シートの提出要請実施

目標管理制度の取組みに対する負担
軽減及び事務の簡素化を目指し、中
間評価を省略したため、提出要請は
年１回とした。

面談実施回数　回／年

積 算

数 値 目 標

積 算

面談実施回数　回／年

(面談実施回数

最低　2 2 最低　2 1

回 ）

最低　2目標目標 実績実績

報 告 時 期

平成25年4月1日
56

担 当 部 課
総務部
人事課

Ｎｏ.

58

連 絡 先 22-9605

責任者名（所属長） 宮崎　寿

第２次伊賀市行財政改革大綱　前期実施計画・進捗状況報告書
（平成２３年度～平成２５年度）

重点事項
番    号

重　点
事項名

3 時代に対応できる人や組織の育成

項目番号 項　目　名 1 人材育成について

取組による効果
◆風通しのよい職場運営と組織としての結束力・連帯感の強化
◆自身のなすべき役割と責任を認識させ、また目標達成度合いの評価と反省が可能となる
◆組織の一員としてなすべきことの意味を理解し、同じ方向を向いての業務遂行が可能となる

実 施 事 項 名 第1次大綱から継続

取 組 内 容
◆目標管理における面談実施の徹底を図るために、面談記録や準備シートの提出を求める
◆面談の目的を明確にするため、記録や準備シートの記入例を作成する

目標管理制度における面談の活用 主な事務事業評価
シート名

総合計画基本施策番号

取組番号 取　組　名 1 意識改革の徹底

変 更 等

計 画 ⇒ ⇒ ⇒

進 捗 管 理 △ ： 調 査 ・ 検 討 ⇒ ： 実 施 ◎ ： 完 了 × ： 中 止

年 度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

年 次 取 組 実 績

①面談記録／面談準備シートの記入
例を作成し積極的に活用するよう通
知を行った。

②面談記録／面談準備シートについ
て、９月の中間評価時、３月の期末
評価時に提出要請を行った。

①面談記録／面談準備シートの記入
例を作成し積極的に活用するよう通
知を行った。

②面談記録／面談準備シートについ
て、３月の期末評価時に提出要請を
行った。

①

②

年 次 計 画

①面談記録、準備シートの記入例の
作成

②面談記録、準備シートの提出要請

①面談記録、準備シートの記入例の
作成

②面談記録、準備シートの提出要請

①面談記録、準備シートの記入例の
作成

②面談記録、準備シートの提出要請

実 績 計画どおりできた 計画どおりできた

計画どおり取組を進めている 計画どおり取組を進めている

市政再生室の意見

目標 実績

実績

数値目標（単位）

目標

変更・中止等
理　　由

財 政 効 果 額

（ 千 円 ）



市政再生室の意見

目標 実績

実績

数値目標（単位）

目標

変更・中止等
理　　由

財 政 効 果 額

（ 千 円 ）

積 算

数 値 目 標

積 算

数 値 目 標
（ 実 績 ）

計画どおり取組を進めている 計画どおり取組を進めていない

人事制度検討委員会で検討された
い。

実 績 計画どおりできた 計画どおりできなかった

年 次 計 画
①ガイドライン策定のための検討会
開催

①マニュアル策定及び周知

年 次 取 組 実 績

①ガイドライン策定のための検討会
を９月２６日、１月１０日に行い、
２４年度のスケジュール及び推進体
制や実践方法等の大枠の検討を行っ
た。

①２４年度中にマニュアルの策定及び周
知を行なう予定で別添案を作成したもの
の、人事担当課からの一方的なものでは
なく、広く職員の意見を取り入れながら
策定すべきとの上層部からの指示を受
け、平成２５年度中に（仮称）「伊賀市
人事制度検討委員会」において、検討し
策定・周知する予定である。
（№61、人事考課制度の整備にて取り組
む）

①

年 度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

計 画 △ ◎

変 更 等

取 組 内 容
◆OJTガイドライン策定のための検討会の開催
◆ガイドラインを作成し、全庁通知を行う

職場内研修（ＯＪＴ）の推進 主な事務事業評価
シート名

職員研修経費

総合計画基本施策番号

進 捗 管 理 △ ： 調 査 ・ 検 討 ⇒ ： 実 施 ◎ ： 完 了 × ： 中 止

取組番号 取　組　名 2 総合的な人事システムづくり

取組による効果
◆実務に密着した教育、指導、訓練が可能となる
◆職場のコミュニケーションが改善される
◆市民サービスの向上

実 施 事 項 名 第1次大綱から継続

58

報 告 時 期

平成25年4月1日
57

担 当 部 課
総務部
人事課

Ｎｏ.

項目番号 項　目　名 1 人材育成について

第２次伊賀市行財政改革大綱　前期実施計画・進捗状況報告書
（平成２３年度～平成２５年度）

重点事項
番    号

重　点
事項名

3 時代に対応できる人や組織の育成

連 絡 先 22-9605

責任者名（所属長） 宮崎　寿

目標 実績実績

(実施回数

2 2 1 0 目標

回 ）

H23.9.26とH24.1.10に検討会実施
検討委員会での意見を反映させた上
で平成２５年度中に策定することと
したため、未実施

目標 実績

実施回数　回／年
（ガイドライン策定までの

進捗率２０％）

目標

実施回数　回／年
（ガイドライン策定までの

進捗率８０％）

実績



実績

検証会　回／年

積 算

数 値 目 標

積 算

目標

数 値 目 標
（ 実 績 ）

実績

報 告 時 期

平成25年4月1日
58

担 当 部 課
総務部
人事課

Ｎｏ.

項目番号 項　目　名 1 人材育成について

第２次伊賀市行財政改革大綱　前期実施計画・進捗状況報告書
（平成２３年度～平成２５年度）

重点事項
番    号

重　点
事項名

3 時代に対応できる人や組織の育成

連 絡 先 22-9605

責任者名（所属長） 宮崎　寿

進 捗 管 理 △ ： 調 査 ・ 検 討 ⇒ ： 実 施 ◎ ： 完 了 × ： 中 止

取組番号 取　組　名 2 総合的な人事システムづくり

年 度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

取組による効果 ◆住民ニーズにあった専門性の高い職員の養成、行政全般に渡ってマネジメントのできる職員の養成

実 施 事 項 名 第1次大綱から継続

取 組 内 容 ◆複線型人事方針の必要性の検証

複線型人事方針策定のための検証 主な事務事業評価
シート名

総合計画基本施策番号 58

計 画 ◎

変 更 等

実 績 計画どおりできた

年 次 計 画

①他市の動向把握

②問題点の整理

③方針策定の必要性の検討

年 次 取 組 実 績

①三重県下１４市で導入している市はない。また全
国的に見ても制度を確立しシステム化している自治
体は少ない。
②ライン職及びスタッフ職の明確な区分、処遇の設
定、長期的なキャリアイメージの例示等を行ってい
く必要がある。
③時代とともに職員の仕事や役職等に対する意識も
多様化してきている中で、高度の専門的知識を持つ
職員の育成や管理職への登用を希望しない職員が意
欲を持って働ける環境づくりも必要とされており、
再任用の活用を含めた複線型人事方針を策定してい
く必要は必然であるという検証結果となった。

目標 実績実績

(実施回数

2 1 目標

回 ）

計画どおり取組を進めている

市政再生室の意見

目標 実績

実績

数値目標（単位）

目標

変更・中止等
理　　由

財 政 効 果 額

（ 千 円 ）

H24.2.10検討会実施

目標



目標 実績目標

数 値 目 標
（ 実 績 ）

研修計画策定　回／策定

実績

１回
積 算

数 値 目 標

積 算

調書の提出　回／提出

(実施回数

1 1

回 ）

随時目標目標 実績実績

報 告 時 期

平成25年4月1日
59

担 当 部 課
総務部
人事課

Ｎｏ.

58

連 絡 先 22-9605

責任者名（所属長） 宮崎　寿

第２次伊賀市行財政改革大綱　前期実施計画・進捗状況報告書
（平成２３年度～平成２５年度）

重点事項
番    号

重　点
事項名

3 時代に対応できる人や組織の育成

項目番号 項　目　名 1 人材育成について

取組による効果
◆研修に対するニーズが把握できる
◆研修受講の効果が確認できる
◆OJTの活性化

実 施 事 項 名 第1次大綱から継続

取 組 内 容
◆研修前に、詳細な受講希望理由調書の提出、受講後の学んだことを今後どのように活かしていくかという調書を
提出させ、一定期間経過後に所属長の評価を求める

研修効果の測定 主な事務事業評価
シート名

職員研修経費

総合計画基本施策番号

取組番号 取　組　名 2 総合的な人事システムづくり

変 更 等

計 画 △ ◎

進 捗 管 理 △ ： 調 査 ・ 検 討 ⇒ ： 実 施 ◎ ： 完 了 × ： 中 止

年 度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

年 次 取 組 実 績

①平成２５年～２７年の研修計画に、「受講希
望理由書」の作成を位置付けた。
②平成２５年～２７年の研修計画に、「研修後
の活用調書」の作成を位置付けた。
③研修計画策定時の検証の結果、受講後の効果
は目で見て測ることは困難であることから、一
部の研修について所属や組織への還元、活用す
るための「職場研修実施報告書」の作成を位置
付けることとした。

①

②

③

年 次 計 画

①受講希望理由調書の提出
②受講後の活用調書の提出
③所属長の評価調書の提出

以上３点を、次期研修計画へ取り入
れを行う

①受講希望理由調書の提出
②受講後の活用調書の提出
③職場研修実施報告書の提出

実 績 計画どおりできた

計画どおり取組を進めている

市政再生室の意見

目標 実績

実績

数値目標（単位）

目標

変更・中止等
理　　由

財 政 効 果 額

（ 千 円 ）



実績

積 算

数 値 目 標

積 算

目標

数 値 目 標
（ 実 績 ）

実績

報 告 時 期

平成25年4月1日
60

担 当 部 課
総務部
人事課

Ｎｏ.

項目番号 項　目　名 1 人材育成について

第２次伊賀市行財政改革大綱　前期実施計画・進捗状況報告書
（平成２３年度～平成２５年度）

重点事項
番    号

重　点
事項名

3 時代に対応できる人や組織の育成

連 絡 先 22-9605

責任者名（所属長） 宮崎　寿

進 捗 管 理 △ ： 調 査 ・ 検 討 ⇒ ： 実 施 ◎ ： 完 了 × ： 中 止

取組番号 取　組　名 2 総合的な人事システムづくり

年 度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

取組による効果 ◆職員の意識、意欲の向上が図れる

実 施 事 項 名 新規

取 組 内 容 ◆昇格試験制度の導入検討に向けて、他市の動向を参考にし、効果や問題点の検証を行う

昇格試験の検討 主な事務事業評価
シート名

総合計画基本施策番号 58

計 画 ◎

変 更 等

実 績

年 次 計 画

①他市の動向把握

②効果、問題点の整理

③導入必要性の検討

年 次 取 組 実 績

①

②

③

目標 実績実績

(実施回数

目標

回 ）

市政再生室の意見

目標 実績

実績

数値目標（単位）

目標

変更・中止等
理　　由

財 政 効 果 額

（ 千 円 ）

2

検証会　回／年

目標



目標 実績目標

数 値 目 標
（ 実 績 ）

実績

これまでの制度を見直す
必要が生じたため、未実施

積 算

数 値 目 標

積 算

検討委員会回数　回／年

(実施回数

随時 0

回 ）

4目標目標 実績実績

報 告 時 期

平成25年4月1日
61

担 当 部 課
総務部
人事課

Ｎｏ.

58

連 絡 先 22-9605

責任者名（所属長） 宮崎　寿

第２次伊賀市行財政改革大綱　前期実施計画・進捗状況報告書
（平成２３年度～平成２５年度）

重点事項
番    号

重　点
事項名

3 時代に対応できる人や組織の育成

項目番号 項　目　名 1 人材育成について

取組による効果
◆行政運営の士気や緊張感の向上が図れる
◆能力、成果主義を重視した意識改革が図れる

実 施 事 項 名 第1次大綱から継続

取 組 内 容

◆人事考課制度にかかる評価者研修の実施
◆人事考課制度の管理職員への本格実施
◆人事考課制度の管理職員への処遇反映
◆一般職員に対する制度導入のための組合交渉

人事考課制度の整備 主な事務事業評価
シート名

総合計画基本施策番号

取組番号 取　組　名 2 総合的な人事システムづくり

変 更 等 △

計 画 △ ⇒

進 捗 管 理 △ ： 調 査 ・ 検 討 ⇒ ： 実 施 ◎ ： 完 了 × ： 中 止

年 度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

年 次 取 組 実 績

①新市長が就任し、新たに「部下からの
評価」が可能な評価システム構築の指示
を受け、制度の簡素化も含め検討してい
るが、構築にあたっては広く職員からの
意見を反映できるものとするために、平
成２５年度に（仮称）「伊賀市人事制度
検討委員会」を立ち上げ検討していくこ
ととしている。

①

年 次 計 画
①処遇への反映方法等制度整備のた
めの検討・協議

①（仮称）「伊賀市人事制度検討委
員会」において制度全般を検討す
る。

実 績 計画どおりできなかった

計画どおり取組を進めていない

人事制度検討委員会で検討された
い。

市政再生室の意見

目標 実績

実績

数値目標（単位）

目標

変更・中止等
理　　由

財 政 効 果 額

（ 千 円 ）



市政再生室の意見

目標 実績

実績

数値目標（単位）

目標

変更・中止等
理　　由

財 政 効 果 額

（ 千 円 ）

積 算

数 値 目 標

積 算

数 値 目 標
（ 実 績 ）

計画どおり取組を進めている 計画どおり取組を進めている

前期実施計画で体制が確立したた
め、通常業務とする。

実 績 計画どおりできた 計画どおりできた

年 次 計 画
①掲載する採用情報の工夫のための
検討会実施

①各種制度の掲載
②先輩職員のメッセージ掲載

年 次 取 組 実 績

①６月２７日、採用情報の工夫のた
めの検討会を実施し、給与・福利厚
生の掲載、申込状況、試験実施状況
（合格者数等）の掲載を随時行っ
た。

①伊賀市ホームページの職員採用情
報カテゴリに職員の給与・福利厚
生・研修等が記載された人事行政の
運営等の状況を掲載した。
②伊賀市ホームページの職員採用情
報カテゴリに先輩職員からのメッ
セージを掲載した。

年 度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

計 画 △ ◎

変 更 等

取 組 内 容
◆応募者が採用後の自分をイメージできるよう次の工夫を行う
　・各種制度の掲載（人材育成基本方針、給与、福利厚生）
　・先輩職員からのメッセージの掲載

職員採用にかかるホームページの活用 主な事務事業評価
シート名

総合計画基本施策番号

進 捗 管 理 △ ： 調 査 ・ 検 討 ⇒ ： 実 施 ◎ ： 完 了 × ： 中 止

取組番号 取　組　名 2 総合的な人事システムづくり

取組による効果 ◆意欲のある優秀な人材の確保ができる

実 施 事 項 名 新規

報 告 時 期

平成25年4月1日
62

担 当 部 課
総務部
人事課

Ｎｏ.

項目番号 項　目　名 1 人材育成について

第２次伊賀市行財政改革大綱　前期実施計画・進捗状況報告書
（平成２３年度～平成２５年度）

重点事項
番    号

重　点
事項名

3 時代に対応できる人や組織の育成

連 絡 先 22-9605

責任者名（所属長） 宮崎　寿

目標 実績実績

(実施回数

1 1 1 1 目標

回 ）

H23.6.27検討会実施 平成２４年８月掲載

目標 実績

実施回数　回／年

目標

実施回数　回／年

実績



目標 実績目標

数 値 目 標
（ 実 績 ）

採用　人／年

実績

2人／年

採用　人／年

積 算

数 値 目 標

積 算

採用　人／年

(採用人数、交流人数

2
状況により変

化
2

人 ）

状況により変
化

目標目標 実績実績

報 告 時 期

平成25年4月1日
63

担 当 部 課
総務部
人事課

Ｎｏ.

58

連 絡 先 22-9605

責任者名（所属長） 宮崎　寿

第２次伊賀市行財政改革大綱　前期実施計画・進捗状況報告書
（平成２３年度～平成２５年度）

重点事項
番    号

重　点
事項名

3 時代に対応できる人や組織の育成

項目番号 項　目　名 1 人材育成について

取組による効果 ◆行政需要の変化に対応した柔軟かつ弾力的な組織運営や業務遂行が実現できる

実 施 事 項 名 新規

取 組 内 容 ◆各所属に対して、必要とされる専門性の高い職種を把握するための照会を行い、必要な人材の確保を行う

時代に見合った職種の採用 主な事務事業評価
シート名

総合計画基本施策番号

取組番号 取　組　名 2 総合的な人事システムづくり

変 更 等

計 画 △ ⇒ ⇒

進 捗 管 理 △ ： 調 査 ・ 検 討 ⇒ ： 実 施 ◎ ： 完 了 × ： 中 止

年 度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

年 次 取 組 実 績

①６月７日、全庁に向けて「公務職場において確保
し難い資格等及び一定の経験を有することが市の行
政運営に有効であると考えられる職種」についての
調査を実施した。

②各所属から、上記①の必要な職種が複数挙げられ
た。現在、定員適正化計画に基づき職員数を削減す
る中で、全ての職種を採用するのは困難であるが、
本年４月１日採用者として行政職では一級建築士資
格者、社会福祉士資格者をそれぞれ１名の採用を
行った。

①平成25年４月１日採用者として、
行政職として社会福祉士資格者１
名、保健師資格者１名の採用を行っ
た。

①

年 次 計 画
①必要な職種の把握
②専門性の高い職種の採用

①専門性の高い職種の採用 ①専門性の高い職種の採用

実 績 計画どおりできた 計画どおりできた

計画どおり取組を進めている 計画どおり取組を進めている

市政再生室の意見

目標 実績

実績

数値目標（単位）

目標

変更・中止等
理　　由

財 政 効 果 額

（ 千 円 ）



実績

検証会　回／年

積 算

数 値 目 標

積 算

目標

数 値 目 標
（ 実 績 ）

実績

報 告 時 期

平成25年4月1日
64

担 当 部 課
総務部
人事課

Ｎｏ.

項目番号 項　目　名 1 人材育成について

第２次伊賀市行財政改革大綱　前期実施計画・進捗状況報告書
（平成２３年度～平成２５年度）

重点事項
番    号

重　点
事項名

3 時代に対応できる人や組織の育成

連 絡 先 22-9605

責任者名（所属長） 宮崎　寿

進 捗 管 理 △ ： 調 査 ・ 検 討 ⇒ ： 実 施 ◎ ： 完 了 × ： 中 止

取組番号 取　組　名 2 総合的な人事システムづくり

年 度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

取組による効果 ◆配置された所属の業務以外に市の根幹的な政策課題に携わることで、職員の意識・意欲の向上が図れる。

実 施 事 項 名 新規

取 組 内 容 ◆プロジェクトチームのメリット、デメリットの検証を行う

公募による職員プロジェクトチームの活用 主な事務事業評価
シート名

総合計画基本施策番号

計 画 ◎

変 更 等

実 績 計画どおりできた

年 次 計 画

①過去のプロジェクトチームの成果
の確認

②問題点の整理

③活用の可否の検討

年 次 取 組 実 績

①過去のプロジェクトチームの成果を確認した。
②【メリット】チーム構成員を通じて重点施策の周
知に繋がった。【デメリット】本来業務に忙殺され
る中で、他課の仕事（お手伝い）という認識しか
持ってもらえずチーム構成員としての主体性が得ら
れない中で、チームとして機能しない。
③現状の事務執行体制では効果的なプロジェクト
チームの運営はできない。また、本事項の取組によ
る効果として掲げている「市の根幹的な政策課題に
携わることで、職員の意識・意欲の向上を図る」こ
とについては、別途人事異動における「重点施策の
庁内公募制度」により希望を募っているので、そち
らを充実・活用していくこととしたい。

目標 実績実績

(実施回数

2 1 目標

回 ）

計画どおり取組を進めている

市政再生室の意見

目標 実績

実績

数値目標（単位）

目標

変更・中止等
理　　由

財 政 効 果 額

（ 千 円 ）

H24.2.17検討会実施

目標



市政再生室の意見

目標 実績

実績

数値目標（単位）

目標

変更・中止等
理　　由

財 政 効 果 額

（ 千 円 ）

計画どおり取組を進めている

年 次 取 組 実 績

①現在、伊賀市で設けられている分限処分の指針等
を再検証したところ、
(1)休職の期間についての詳細な定めがない。⇒期間
の通算の詳細な基準を設ける。
(2)勤務実績が良くない場合や必要な適格性を欠く場
合については、人事院の指針に準拠することとして
いるが、その指針が廃止されている。⇒基本的には
指針の廃止とともに人事院の発した「分限処分にあ
たっての留意点等」に準拠することとし、上記(1)と
合わせた新たな分限処分の指針を整備する。
上記により増加する心身の故障者等に対して、今後
一層の厳正な人事管理を図るため、平成24年度に現
在の伊賀市の指針を見直し・整備を行う。

年 次 計 画
①国、他市の規程等を収集し、伊賀
市の運用方針を検討する

実 績 計画どおりできた

変 更 等

計 画 ◎

進 捗 管 理 △ ： 調 査 ・ 検 討 ⇒ ： 実 施 ◎ ： 完 了 × ： 中 止

年 度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

取組による効果 ◆厳正な人事管理と職員の意識改革が図れる

実 施 事 項 名 新規

取 組 内 容 ◆成績不良者のケースに応じた指導・処分の実施ができるよう、規程の整備を行うための資料収集を行う

分限制度の活用 主な事務事業評価
シート名

総合計画基本施策番号

取組番号 取　組　名 2 総合的な人事システムづくり

第２次伊賀市行財政改革大綱　前期実施計画・進捗状況報告書
（平成２３年度～平成２５年度）

重点事項
番    号

重　点
事項名

3 時代に対応できる人や組織の育成

項目番号 項　目　名 1 人材育成について

報 告 時 期

平成25年4月1日
65

担 当 部 課
総務部
人事課

Ｎｏ.

58

連 絡 先 22-9605

責任者名（所属長） 宮崎　寿

目標 実績実績

(検証回数

随時 1

回 ）

目標

目標 実績目標

数 値 目 標
（ 実 績 ）

実績

随時資料収集及び
H24.2.17に検討会実施

検討、資料収集　回／年

積 算

数 値 目 標

積 算



市政再生室の意見

目標 実績

実績

数値目標（単位）

目標

変更・中止等
理　　由

財 政 効 果 額

（ 千 円 ）

積 算

数 値 目 標

積 算

数 値 目 標
（ 実 績 ）

計画どおり取組を進めている 計画どおり取組を進めている

実 績 計画どおりできた 計画どおりできた

年 次 計 画
①定員適正化計画に基づく職員採用
を行い職員数の削減を行う

①定員適正化計画に基づく職員採用
を行い職員数の削減を行う

①定員適正化計画に基づく職員採用
を行い職員数の削減を行う

年 次 取 組 実 績

①前期実施計画の策定段階では、24名
（定年14名、勧奨10名）の退職予定者に
対し6名の採用を見込んでいたが、退職
者28名（定年14名、勧奨6名、死亡2名、
依願4名、再任用満了2名）のうち、退職
者に対して同数の採用者数とすることと
している保育士の職種で4名の退職と
なったことから、結果として9名の採用
となった。

①計画では、27名（定年17名、勧奨10
名）の退職予定者に対し9名の採用を見
込んでいたが、退職者32名（定年17名、
勧奨8名、依願7名）のうち、退職者に対
して同数の採用者数とすることとしてい
る保育士の職種で5名の退職となったこ
とから、結果として11名の採用となっ
た。

①

年 度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

計 画 ⇒ ⇒ ⇒

変 更 等

取 組 内 容

◆定員適正化計画に基づく職員採用
　平成２３年度　　６名
　平成２４年度　　９名
　平成２５年度　　３名
　平成２６年度　　９名

定員の適正化 主な事務事業評価
シート名

総合計画基本施策番号

進 捗 管 理 △ ： 調 査 ・ 検 討 ⇒ ： 実 施 ◎ ： 完 了 × ： 中 止

取組番号 取　組　名 1 適正な職員の配置と定員適正化計画の推進

取組による効果
◆総人件費の抑制
◆事務事業の合理化と民間活用等による効率的な行政運営ができる

実 施 事 項 名 第1次大綱から継続

67

報 告 時 期

平成25年4月1日
66

担 当 部 課
総務部
人事課

Ｎｏ.

項目番号 項　目　名 2 定員管理について

第２次伊賀市行財政改革大綱　前期実施計画・進捗状況報告書
（平成２３年度～平成２５年度）

重点事項
番    号

重　点
事項名

3 時代に対応できる人や組織の育成

連 絡 先 22-9605

責任者名（所属長） 宮崎　寿

目標 実績実績

(職員採用数

6 9 9 11 目標

人 ）

3

採用人数　人／年

１１人／年

目標 実績

採用人数　人／年

目標

採用人数　人／年

実績



市政再生室の意見

目標 実績

実績

数値目標（単位）

目標

変更・中止等
理　　由

財 政 効 果 額

（ 千 円 ）

積 算

数 値 目 標

積 算

数 値 目 標
（ 実 績 ）

計画どおり取組を進めている 計画どおり取組を進めている

実 績 計画どおりできた 計画どおりできた

年 次 計 画
①人事異動ヒアリング時にヒアリン
グ調書による詳細な聴き取り

①人事異動ヒアリング時にヒアリン
グ調書による詳細な聴き取り

①人事異動ヒアリング時にヒアリン
グ調書による詳細な聴き取り

年 次 取 組 実 績

①1月24日～2月8日にかけて、各部の
部長級職員に対し、各課の調書を提
出させ詳細なヒアリングを実施し
た。

①1月22日～2月14日にかけて、各部
の部長級職員に対し、各課の調書を
提出させ詳細なヒアリングを実施し
た。

①

年 度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

計 画 ⇒ ⇒ ⇒

変 更 等

取 組 内 容
◆人事異動ヒアリング時にヒアリング調書による詳細な聴き取り
◆業務時間の洗い出し等を行った上での、事務事業の精査による人員配置の実施（後期）

事務事業に合わせた人員の配置 主な事務事業評価
シート名

総合計画基本施策番号

進 捗 管 理 △ ： 調 査 ・ 検 討 ⇒ ： 実 施 ◎ ： 完 了 × ： 中 止

取組番号 取　組　名 1 適正な職員の配置と定員適正化計画の推進

取組による効果 ◆効率的で適正な人員配置が可能となる

実 施 事 項 名 第1次大綱から継続

58

報 告 時 期

平成25年4月1日
67

担 当 部 課
総務部
人事課

Ｎｏ.

項目番号 項　目　名 2 定員管理について

第２次伊賀市行財政改革大綱　前期実施計画・進捗状況報告書
（平成２３年度～平成２５年度）

重点事項
番    号

重　点
事項名

3 時代に対応できる人や組織の育成

連 絡 先 22-9605

責任者名（所属長） 宮崎　寿

目標 実績実績

(実施回数

1 1 1 1 目標

回 ）

1

ヒアリング回数　回／年

ヒアリングの実施（H24.1.24～2.8）
ヒアリングの実施（H25.1.22～

2.14）

目標 実績

ヒアリング回数　回／年

目標

ヒアリング回数　回／年

実績



市政再生室の意見

目標 実績

実績

数値目標（単位）

目標

変更・中止等
理　　由

財 政 効 果 額

（ 千 円 ）

年 次 取 組 実 績 ①

年 次 計 画 ①組織改善委員会の開催

実 績

変 更 等

計 画 ⇒

進 捗 管 理 △ ： 調 査 ・ 検 討 ⇒ ： 実 施 ◎ ： 完 了 × ： 中 止

年 度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

取組による効果
◆組織をスリム化・効率化しつつ、業務の整理や人員の見通し等を勘案して組織機構を検討することで、新たな行
政課題や住民のニーズに対応しやすくなる。

実 施 事 項 名 第1次大綱から継続

取 組 内 容
◆平成22年度から、部の数を変更するなど現在の体制とした。
◆平成25年度に組織改善委員会を開催し、平成22年度から24年度までの状況から今後の組織体制を検討する。

行政組織の見直し 主な事務事業評価
シート名 一般管理経費

総合計画基本施策番号

取組番号 取　組　名 1 行政組織の見直し

第２次伊賀市行財政改革大綱　前期実施計画・進捗状況報告書
（平成２３年度～平成２５年度）

重点事項
番    号

重　点
事項名

3 時代に対応できる人や組織の育成

項目番号 項　目　名 3 組織体系の構築について

報 告 時 期

平成25年4月1日
68

担 当 部 課
総務部
総務課

Ｎｏ.

67

連 絡 先 22-9601

責任者名（所属長） 澤田　洋子

目標 実績実績

(組織見直しに係る一連の取り組み 式 ）

1目標

目標 実績目標

数 値 目 標
（ 実 績 ）

実績

積 算

数 値 目 標

積 算

平成26年度から新しい組織体制をス
タートさせる。



市政再生室の意見

目標 実績

実績

数値目標（単位）

目標

変更・中止等
理　　由

財 政 効 果 額

（ 千 円 ）

積 算

数 値 目 標

積 算

数 値 目 標
（ 実 績 ）

計画どおり取組を進めている 計画どおり取組を進めている

実 績 計画どおりできた 計画どおりできた

年 次 計 画

①職員提案の募集
②審査会による審査
③関係課による実施検討
④一課一改善制度の導入

①職員提案の募集
②審査会による審査
③関係課による実施検討
④一課一改善制度の実施

①職員提案の募集
②審査会による審査
③関係課による実施検討
④一課一改善制度の実施

年 次 取 組 実 績

①5月23日～7月23日で募集を行い、
22件の応募があった。
②9月29日に伊賀市職員提案審査会に
よる審査を行った。
③実施検討の結果となった3件を関係
課へ、実施可否の検討を依頼した。
④制度化し、5月20日に全所属へ実施
予定報告書及び実績報告書の作成を
依頼し報告を受けた。

①5月29日～7月27日で募集を行い、7
件の応募があった。
②10月2日に伊賀市職員提案審査会に
よる審査を行った。
③実施及び実施検討3件、一部実施検
討1件について、関係課へ実施可否の
検討を依頼した。
④制度化し、5月20日に全所属へ実施
予定報告書及び実績報告書の作成を
依頼し報告を受けた。

①

②

③

④

年 度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

計 画 ⇒ ⇒ ⇒

変 更 等

取 組 内 容

◆職員又は職員で構成するグループを対象に、新たな制度の創設や既存制度の改善に繋げるため、提案を募集す
る。
◆各所属単位で一課一改善の取り組みを行い、全庁的に広げることで、経費削減や効率化に繋げる。
◆審査会を開催し、提案された意見について審査し、実効の可能性があるものを選定後、関係課による実施検討を
行う。

職員提案制度等の充実 主な事務事業評価
シート名 職員政策提案事業

総合計画基本施策番号

進 捗 管 理 △ ： 調 査 ・ 検 討 ⇒ ： 実 施 ◎ ： 完 了 × ： 中 止

取組番号 取　組　名 2 組織体質の改善

取組による効果
◆職員の市政運営に対する参加意欲を高める。
◆創造力・研究心が高まるなど、職員の能力開発に繋がる。
◆提案内容によっては、新たな市施策の実施や行政運営の改善、効率化が促進できる。

実 施 事 項 名 第1次大綱から継続

57

報 告 時 期

平成25年4月1日
69

担 当 部 課
企画財政部

企画課

Ｎｏ.

項目番号 項　目　名 3 組織体系の構築について

第２次伊賀市行財政改革大綱　前期実施計画・進捗状況報告書
（平成２３年度～平成２５年度）

重点事項
番    号

重　点
事項名

3 時代に対応できる人や組織の育成

連 絡 先 22-9620

責任者名（所属長） 藤山　善之

目標 実績実績

(提案件数

20 22 30 7 目標

件 ）

40

提案件数

提案件数
（個人6件、グループ16件）

提案件数
（個人7件）

目標 実績

提案件数

目標

提案件数

実績



実績

積 算

数 値 目 標

積 算

目標

数 値 目 標
（ 実 績 ）

実績

報 告 時 期

平成25年4月1日
70

担 当 部 課
総務部
人事課

Ｎｏ.

項目番号 項　目　名 3 組織体系の構築について

第２次伊賀市行財政改革大綱　前期実施計画・進捗状況報告書
（平成２３年度～平成２５年度）

重点事項
番    号

重　点
事項名

3 時代に対応できる人や組織の育成

連 絡 先 22-9605

責任者名（所属長） 宮崎　寿

進 捗 管 理 △ ： 調 査 ・ 検 討 ⇒ ： 実 施 ◎ ： 完 了 × ： 中 止

取組番号 取　組　名 2 組織体質の改善

年 度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

取組による効果
◆各部の実情に合わせた効率的な人員配置が可能となる
◆人事担当課で把握できないミスマッチ人事の防止

実 施 事 項 名 新規

取 組 内 容 ◆各部への人事権限の移譲や部内における短期兼務任用等について、メリット・デメリットの検証を行う

権限と責任の移譲 主な事務事業評価
シート名

総合計画基本施策番号

計 画 △

変 更 等

実 績

年 次 計 画
①各部への人事権限移譲に伴うメ
リット、デメリットの検証

年 次 取 組 実 績 ①

目標 実績実績

(実施回数

目標

回 ）

市政再生室の意見

目標 実績

実績

数値目標（単位）

目標

変更・中止等
理　　由

財 政 効 果 額

（ 千 円 ）

2

実施回数　回／年

目標



目標 実績目標

数 値 目 標
（ 実 績 ）

実施回数　回／年

実績

H25.1.18検討会を実施した。
積 算

数 値 目 標

積 算

(実施回数

1 1

回 ）

目標目標 実績実績

報 告 時 期

平成25年4月1日
71

担 当 部 課
総務部
人事課

Ｎｏ.

連 絡 先 22-9605

責任者名（所属長） 宮崎　寿

第２次伊賀市行財政改革大綱　前期実施計画・進捗状況報告書
（平成２３年度～平成２５年度）

重点事項
番    号

重　点
事項名

3 時代に対応できる人や組織の育成

項目番号 項　目　名 3 組織体系の構築について

取組による効果
◆風通しの良い環境づくりを行うことで、組織の一体化が図れる
◆組織の一体化により、業務の効率化が図れる

実 施 事 項 名 新規

取 組 内 容 ◆試行した職場診断結果のフィードバック方法等の検討会実施

良好な職場環境づくり 主な事務事業評価
シート名

総合計画基本施策番号

取組番号 取　組　名 2 組織体質の改善

変 更 等

計 画 ◎

進 捗 管 理 △ ： 調 査 ・ 検 討 ⇒ ： 実 施 ◎ ： 完 了 × ： 中 止

年 度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

年 次 取 組 実 績

①職場診断結果のフィードバック方
法の検討を行い、本年度策定を予定
していたOJTマニュアルへ職場の雰囲
気や所属長の行動において課題とな
る点などの掲載を行うこととした。
（しかしながら、OJTマニュアル策定
そのものが平成25年度に継続して検
討策定することとしている）

年 次 計 画
①フィードバック方法等の検討会実
施

実 績 計画どおりできた

計画どおり取組を進めている

市政再生室の意見

目標 実績

実績

数値目標（単位）

目標

変更・中止等
理　　由

財 政 効 果 額

（ 千 円 ）



実績

実施回数　回／年

積 算

数 値 目 標

積 算

目標

数 値 目 標
（ 実 績 ）

実績

報 告 時 期

平成25年4月1日
72

担 当 部 課
総務部
人事課

Ｎｏ.

項目番号 項　目　名 3 組織体系の構築について

第２次伊賀市行財政改革大綱　前期実施計画・進捗状況報告書
（平成２３年度～平成２５年度）

重点事項
番    号

重　点
事項名

3 時代に対応できる人や組織の育成

連 絡 先 22-9605

責任者名（所属長） 宮崎　寿

進 捗 管 理 △ ： 調 査 ・ 検 討 ⇒ ： 実 施 ◎ ： 完 了 × ： 中 止

取組番号 取　組　名 2 組織体質の改善

年 度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

取組による効果

◆横断的な取り組みが柔軟かつ迅速に行える
◆各所属における業務の円滑化
◆引継ぎの円滑化
◆市民サービスの向上

実 施 事 項 名 新規

取 組 内 容

◆全庁共通の事務引継用の書式を作成する

◆各所属の年間スケジュールについて、グループウェア※への掲示を行う

◆グループウェア※を活用し、伊賀市職員として必要な方針、計画及び大綱などを掲載した「伊賀市職員必携」
フォルダを作成する

（※グループウェア・・・職員が情報共有のため使用するパソコン上のネットワーク）

業務マニュアルと年間スケジュール等の情報共有 主な事務事業評価
シート名

総合計画基本施策番号 58

計 画 ◎

変 更 等

実 績 計画どおりできた

年 次 計 画

①全庁共通の事務引継書式の作成

②各所属の年間スケジュールの掲載

③「伊賀市職員必携」フォルダの作
成

年 次 取 組 実 績

①全庁共通の事務引継書式を作成
し、その活用について、人事異動内
示日である3月26日に全庁通知を行っ
た。

②③年度内に完成できなかったが、
現在、グループウェアへの掲載につ
いて最終調整中であり、間もなく各
所属に対して掲載依頼を行う予定で
ある。

目標 実績実績

(実施回数

1 1 目標

回 ）

計画どおり取組を進めている

市政再生室の意見

目標 実績

実績

数値目標（単位）

目標

変更・中止等
理　　由

財 政 効 果 額

（ 千 円 ）

実施回数　回／年

目標



数値目標（単位）

目標

変更・中止等
理　　由

財 政 効 果 額

（ 千 円 ）

計画どおり取組を進めている 計画どおり取組を進めている

目標

積 算

数 値 目 標

積 算

数 値 目 標
（ 実 績 ）

制度研修会開催回数

制度研修会：10月24日開催 制度研修会：7月26日開催

市政再生室の意見

実績 実績

制度研修会開催回数

目標

制度研修会開催回数

実績

実 績 計画どおりできた 計画どおりできた

年 次 計 画 ①研修会開催 ①研修会開催 ①研修会開催

年 次 取 組 実 績

①10月24日に制度研修会を開催し
た。今年度は企画総務部、人権生活
環境部、健康福祉部、産業建設部の
各所属を対象とし、出席者は31人で
あった。

①7月26日に制度説明会を開催した。
今年度は教育委員会、各支所、行政
機関を対象とし、出席者は12人で
あった。

①

年 度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

計 画 ⇒ ⇒ ⇒

変 更 等

取 組 内 容

◆法令違反等の事実を公益確保のために通報した職員等の保護により、市政運営における公正の確保と透明性の向
上を目的とした制度で、平成17年度からの実際の事例は現在のところない状態である。市では公益通報を処理する
ため公益監察員を置き制度運用を行っているが、職員の制度への認識について、改めて高める必要があると考え
る。そのため制度を周知するための研修を開催し、研修を受けている者が各所属で最低１名いる状態とする。

公益通報制度の周知 主な事務事業評価
シート名 一般管理経費

総合計画基本施策番号

進 捗 管 理 △ ： 調 査 ・ 検 討 ⇒ ： 実 施 ◎ ： 完 了 × ： 中 止

取組番号 取　組　名 3 組織管理体制の強化

取組による効果 ◆制度に対する職員の理解が深まり、該当する事象には本制度を活用できるようになる。

実 施 事 項 名 新規

67

報 告 時 期

平成25年4月1日
73

担 当 部 課
総務部
総務課

Ｎｏ.

項目番号 項　目　名 3 組織体系の構築について

第２次伊賀市行財政改革大綱　前期実施計画・進捗状況報告書
（平成２３年度～平成２５年度）

重点事項
番    号

重　点
事項名

3 時代に対応できる人や組織の育成

連 絡 先 22-9601

責任者名（所属長） 澤田　洋子

目標

実績実績

(研修会開催

1 1 1 1目標 実績 目標

回 ）

1



回 ）

8

研修・情報提供の回数／年

情報提供の回数／年 研修・情報提供の回数／年

目標 実績

情報提供の回数／年

目標

研修・情報提供の回数／年

実績

報 告 時 期

平成25年4月1日
74

担 当 部 課
出納室

Ｎｏ.

目標 実績実績

(
情報提供の回数（平成23年度）

研修及び情報提供の回数（平成24・25年度）

4 4 6 5

連 絡 先 ２２－９６８６

責任者名（所属長） 滝川　司篤

目標

項目番号 項　目　名 3 組織体系の構築について

第２次伊賀市行財政改革大綱　前期実施計画・進捗状況報告書
（平成２３年度～平成２５年度）

重点事項
番    号

重　点
事項名

3 時代に対応できる人や組織の育成

取組番号 取　組　名 3 組織管理体制の強化

取組による効果 ◆適正な会計事務の遂行とチェック機能の強化により、厳正な公金管理を図る。

実 施 事 項 名 新規

取 組 内 容
◆所属長を対象とした会計事務研修を実施し、厳正なチェック体制を確立する。
◆会計事務担当職員研修を充実し、専門性を高める。

会計事務に関する知識の向上 主な事務事業評価
シート名

総合計画基本施策番号

年 度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

計 画 △ ⇒ ⇒

進 捗 管 理 △ ： 調 査 ・ 検 討 ⇒ ： 実 施 ◎ ： 完 了 × ： 中 止

年 次 計 画

①会計事務マニュアル(手引き）の周
知
②研修に関する関係課との調整
③グループウェアによる情報提供

①会計事務マニュアル(手引き）の周
知
②所属長・担当者研修の実施
③グループウェアによる情報提供

①会計事務マニュアル(手引き）の周
知
②所属長・担当者研修の実施
③グループウェアによる情報提供

年 次 取 組 実 績

①会計事務担当者研修を実施し、会
計規則の熟知と会計事務マニュアル
（手引き）の活用を指導した。１回

②組織内で課題の抽出や研修テーマ
を検討した。延べ５回

③グループウェアによる情報提供を
行った。財務通信３回

①会計事務担当者研修を実施し、会計規
則の熟知と会計事務マニュアル（手引
き）の活用と指導を実施。１回

② 組織内で課題の抽出や検討を行うと
ともに、出納員検査時に所属長個々に審
査ポイントを説明。(1月中～2月上)

③グループウェアによる情報提供。財務
通信３回/会計事務の手引き掲載のグ
ループウェア掲載

①

②

③

変 更 等

実 績 計画どおりできた 計画どおりできた

計画どおり取組を進めている 計画どおり取組を進めている

市政再生室の意見

目標 実績

実績

数値目標（単位）

目標

変更・中止等
理　　由

財 政 効 果 額

（ 千 円 ）

積 算

数 値 目 標

積 算

数 値 目 標
（ 実 績 ）



％ ）

災害対策本部各班運用マニュアル作成率
作成取組部課／全部課

目標 実績

災害対策本部各班運用マニュアル作成率
作成取組部課／全部課

目標 実績

報 告 時 期

平成25年4月1日
75

担 当 部 課
総合危機管理室

Ｎｏ.

目標 実績実績

(災害対策本部各班運用マニュアル作成作業の進捗率

100 100

連 絡 先 22-9640

責任者名（所属長） 風早　孝昭

15

目標

項目番号 項　目　名 3 組織体系の構築について

第２次伊賀市行財政改革大綱　前期実施計画・進捗状況報告書
（平成２３年度～平成２５年度）

重点事項
番    号

重　点
事項名

3 時代に対応できる人や組織の育成

取組番号 取　組　名 3 組織管理体制の強化

取組による効果
◆市民の安全確保が図れる。
◆災害発生時等において、マニュアルに基づき、素早く適切に対応できる。
◆被害を最小限に抑える。

実 施 事 項 名 新規

取 組 内 容

◆危機管理大綱に基づき、防災計画、国民保護計画及び危機管理基本計画が策定されており、一昨年に流行した新
型インフルエンザに対しては、新型インフルエンザ危機管理マニュアルを策定したが、防災計画に対する災害対策
本部各班の運用マニュアルが策定されておらず、甚大な被害をもたらした東日本大震災のような大災害がいつ発生
するかわからない中では、災害対策本部機能を効果的に発揮するため、災害対策本部各班運用マニュアルの作成が
喫緊の課題であり、作成に関する各部課との協議を進める。
◆非常時において、迅速かつ効果的に対応するためのマニュアル作成を行う。

災害対策本部各班運用マニュアルの作成 主な事務事業評価
シート名 災害対策本部等運営経費

総合計画基本施策番号

年 度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

計 画 ⇒ ◎

進 捗 管 理 △ ： 調 査 ・ 検 討 ⇒ ： 実 施 ◎ ： 完 了 × ： 中 止

年 次 計 画

①災害対策本部各班運用マニュアル
作成に関し、各部課と協議を実施す
る。

②災害対策本部各班運用マニュアル
作成

①災害対策本部各班運用マニュアル
の検証

年 次 取 組 実 績

①災害対策本部各班運用マニュアル
作成に関し、各部署と協議を実施し
３月16日期限で提出を受けた。

②各部署から提出されたマニュアル
案より、災害対策本部各班運用マ
ニュアルを作成した。

①災害対策本部各班運用マニュアルの検証を行うた
め、平成24年９月16日、阿山運動公園において「平
成24年度 伊賀市総合防災訓練」を実施し、各班に報
告を求めた。
　なお、９月30日17号台風により、避難所開設、物
資輸送、被害調査等各班が実働したことから、より
リアルに検証することが出来ると予想されることか
ら、追加で各班に検証の報告を求めた。

変 更 等

実 績 計画どおりできた

計画どおり取組を進めている 計画どおり取組を進めている

より実例に対応できるよう随時見直されたい。

市政再生室の意見

目標 実績

実績

数値目標（単位）

目標

変更・中止等
理　　由

財 政 効 果 額

（ 千 円 ）

積 算

数 値 目 標

積 算

数 値 目 標
（ 実 績 ）



回 ）

目標 実績目標

見直し回数

実績

報 告 時 期

平成25年4月1日
76

担 当 部 課
水道部

水道総務課

Ｎｏ.

目標 実績実績

(見直し回数

1 1

連 絡 先 24-0001

責任者名（所属長） 松村　賢次

61

目標

項目番号 項　目　名 3 組織体系の構築について

第２次伊賀市行財政改革大綱　前期実施計画・進捗状況報告書
（平成２３年度～平成２５年度）

重点事項
番    号

重　点
事項名

3 時代に対応できる人や組織の育成

取組番号 取　組　名 3 組織管理体制の強化

取組による効果 ◆災害や事故に対し実態に応じた対応が可能となり、より迅速に事態の収拾に向けることができる。

実 施 事 項 名 新規

取 組 内 容
◆東日本大震災を教訓とした内容点検と見直し
◆施設の新設、統廃合の進行に応じた記載内容の点検

水道部危機管理マニュアルの見直し 主な事務事業評価
シート名

総合計画基本施策番号

年 度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

計 画 △ ◎

進 捗 管 理 △ ： 調 査 ・ 検 討 ⇒ ： 実 施 ◎ ： 完 了 × ： 中 止

年 次 計 画
①東日本大震災への対応例や各種基
準の見直し等の資料収集

①危機管理マニュアルの見直し

年 次 取 組 実 績

①資料の収集には時間が掛かるた
め、計画を前倒し、現行の危機管理
マニュアルを点検し、抽象的な表現
を避け、発災時に職員がどのような
行動をとればよいかを個々に確認で
きるよう修正を行った。

①昨年度点検したマニュアルをもと
に、給水車の取扱講習会を行い、職
員の緊急時の対応と意識の醸成を
行った。

変 更 等

実 績 計画どおりできた 計画どおりできた

計画どおり取組を進めている 計画どおり取組を進めている

市政再生室の意見

目標 実績

実績

数値目標（単位）

目標

変更・中止等
理　　由

財 政 効 果 額

（ 千 円 ）

積 算

数 値 目 標

積 算

数 値 目 標
（ 実 績 ）



重点事項
番    号

重　点
事項名

4 市民への説明責任の確保と実行 担 当 部 課
企画財政部
秘書広報課

第２次伊賀市行財政改革大綱　前期実施計画・進捗状況報告書
報 告 時 期

Ｎｏ. 77
平成25年4月1日

（平成２３年度～平成２５年度）

項目番号 項　目　名 1 市民への説明責任の確保について
連 絡 先 22-9636

責任者名（所属長） 稲森　洋幸
取組番号 取　組　名 1 情報収集や情報提供における職員の意識改革

総合計画基本施策番号 57

実 施 事 項 名 「市政に関する情報を市民と共有するための指針」の運用 新規 主な事務事業評価
シート名

年 度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

計 画 ⇒ ⇒ ⇒

取 組 内 容

◆「市政に関する情報を市民と共有するための指針」(平成２１年３月策定）について研修を実施する
　　・市からの自発的な情報提供
　　・市民からの求めに応じる情報公開
◆「市政に関する情報を市民と共有するための指針」に基づき、各所属で情報共有すべき情報等の洗い出しをした
後、当課へ報告を受け、ホームページ・広報紙・行政情報番組等で随時その内容について周知する

取組による効果
◆「市政に関する情報を市民と共有するための指針」を全職員が認識し、市民と情報共有しなければならない情報
や情報共有の方法を再認識することで、適切で速やかな情報提供ができる

進 捗 管 理 △ ： 調 査 ・ 検 討 ⇒ ： 実 施 ◎ ： 完 了 × ： 中 止

年 次 計 画

①「市政に関する情報を市民と共有
するための指針」の研修実施
②情報共有すべき情報等の洗い出し
の照会
③広報紙・行政情報番組等で市民に
周知

①「市政に関する情報を市民と共有
するための指針」の研修実施
②情報共有すべき情報を広報紙・行
政情報番組等で市民に周知

①「市政に関する情報を市民と共有
するための指針」の研修実施
②情報共有すべき情報を広報紙・行
政情報番組等で市民に周知

年 次 取 組 実 績

①４月に希望職員を対象に情報共有指針
について庶務担当者研修会を実施した。

②情報共有すべき情報を各課に随時ＨＰ
に掲載してもらうため、３月に各課に対
して洗い出しの照会を行った。

③今後、広報紙・行政情報番組等で市民
に周知していく。

①４月に希望職員を対象に情報共有指針
について庶務担当者研修会を実施した。

②情報共有すべき情報を各課に随時ＨＰ
に掲載するよう通知した。

①

②

変 更 等

実 績 計画どおりできた 計画どおりできた

実績

数 値 目 標
「市政に関する情報を市民と共有す
るための指針」の研修の開催

「市政に関する情報を市民と共有す
るための指針」の研修の開催
理解度についてのアンケート実施
（対象職員）

「市政に関する情報を市民と共有す
るための指針」の研修の開催
理解度についてのアンケート実施
（対象職員）積 算

目標 1 実績 1 目標 1回
数値目標（単位）

研修回数 ( 回 ）

目標 1 実績 1

数 値 目 標
（ 実 績 ） 1回 1回

積 算

財 政 効 果 額
目標 実績

市政再生室の意見

計画どおり取組を進めている 計画どおり取組を進めている

実績
（ 千 円 ）

変更・中止等
理　　由

目標 実績 目標



重点事項
番    号

重　点
事項名

4 市民への説明責任の確保と実行 担 当 部 課
企画財政部
秘書広報課

第２次伊賀市行財政改革大綱　前期実施計画・進捗状況報告書
報 告 時 期

Ｎｏ. 78
平成25年4月1日

（平成２３年度～平成２５年度）

項目番号 項　目　名 1 市民への説明責任の確保について
連 絡 先 22-9636

責任者名（所属長） 稲森　洋幸
取組番号 取　組　名 1 情報収集や情報提供における職員の意識改革

総合計画基本施策番号 57

実 施 事 項 名
情報公開制度・個人情報保護実務研修の充実
個人情報取扱いの徹底

新規 主な事務事業評価
シート名

情報公開・個人情報保護推進
経費

年 度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

計 画 ⇒ ⇒ ⇒

取 組 内 容
◆情報公開制度・個人情報保護について、事例を交えた実務的な研修を実施する
◆各課の個人情報の取り扱いについて、新規・変更・廃止があった場合の個人情報取扱事務届出書の報告を徹底す
る

取組による効果 ◆市民から情報公開・個人情報開示請求があったとき迅速に対応できる

進 捗 管 理 △ ： 調 査 ・ 検 討 ⇒ ： 実 施 ◎ ： 完 了 × ： 中 止

年 次 計 画

①情報公開制度・個人情報実務研修
を年度の早いうちに１回開催
　　(対象者：受講希望職員）
②管理職研修の開催
③各課の個人情報の取り扱いについ
て、新規・変更・廃止がある場合の
個人情報取扱事務届出書の報告を徹
底する

①情報公開制度・個人情報実務研修
を年度の早いうちに１回開催
　　(対象者：受講希望職員）
②管理職研修の開催
③各課の個人情報の取り扱いについ
て、新規・変更・廃止がある場合の
個人情報取扱事務届出書の報告を徹
底する

①情報公開制度・個人情報実務研修
を年度の早いうちに１回開催
　　(対象者：受講希望職員）
②管理職研修の開催
③各課の個人情報の取り扱いについ
て、新規・変更・廃止がある場合の
個人情報取扱事務届出書の報告を徹
底する

年 次 取 組 実 績

①4月に希望職員を対象に情報公開・
個人情報保護制度について庶務担当
者研修会を実施した。

②３月に室長級以上の職員を対象に
情報公開制度について研修会を開催
した。

③４月にメールにより各課に周知
し、対象案件の報告があった。

①４月に希望職員を対象に情報公
開・個人情報保護制度について庶務
担当者研修会を実施した。

②１月に室長級以上の職員を対象に
情報公開制度について研修会を開催
した。

③４月にメールにより各課に周知
し、対象案件の報告があった。

①

②

③

変 更 等

実 績 計画どおりできた 計画どおりできた

実績

数 値 目 標
受講人数 受講人数及び職員の理解度 受講人数及び職員の理解度

積 算

目標 50人　100％ 実績 106人 目標 50人　100％
数値目標（単位）

受講人数及び職員の理解度 ( 人 ％）

目標 50人 実績 144人

数 値 目 標
（ 実 績 ） 庶務担当者研修会：　３６人

管理職研修　　　：１０８人
庶務担当者研修会：　２０人
管理職研修　　　：　８６人

積 算

財 政 効 果 額
目標 実績

市政再生室の意見

計画どおり取組を進めている 計画どおり取組を進めている

実績
（ 千 円 ）

変更・中止等
理　　由

目標 実績 目標



重点事項
番    号

重　点
事項名

4 市民への説明責任の確保と実行 担 当 部 課
企画財政部
秘書広報課

第２次伊賀市行財政改革大綱　前期実施計画・進捗状況報告書
報 告 時 期

Ｎｏ. 79
平成25年4月1日

（平成２３年度～平成２５年度）

項目番号 項　目　名 1 市民への説明責任の確保について
連 絡 先 22-9636

責任者名（所属長） 稲森　洋幸
取組番号 取　組　名 1 情報収集や情報提供における職員の意識改革

総合計画基本施策番号 57

実 施 事 項 名 広報リーダーの設置及び活用 新規 主な事務事業評価
シート名

広報作成等業務経費

年 度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

計 画 △ ⇒ ◎

取 組 内 容

◆現在、各所属に設置している広報主任に代わり、情報提供における全体の手法（広報紙、ホームページ、行政情
報番組等）に関する情報収集・提供を取り扱うための広報リーダー及びサブリーダーを各所属に設置する
※広報主任・・・広報事務（広報紙）に必要な情報・資料の収集及び原稿作成等を取り扱う

◆広報リーダーを対象とした研修を実施する

◆広報リーダーが講師となる課内研修を実施する

取組による効果
◆各所属で適切な情報収集及び情報提供が実施できる

◆広聴広報担当課のみでなく、職員一人ひとりが市民が必要とする情報を的確に収集・提供できる

進 捗 管 理 △ ： 調 査 ・ 検 討 ⇒ ： 実 施 ◎ ： 完 了 × ： 中 止

年 次 計 画
①広報リーダー及びサブリーダーの
設置検討（業務内容等）

①広報リーダー等の設置
②広報リーダー等を対象とした研修
の実施
③広報リーダー等が講師となる課内
研修の実施

①広報リーダー等を対象とした研修
の実施
②広報リーダー等が講師となる課内
研修の実施

年 次 取 組 実 績

①広報いが市の取扱事務に加えて、
行政情報番組、文字放送情報収集・
提供事務、そして市ホームページの
各課所管の情報収集・発信事務に係
る業務内容について検討を行った。

①広報リーダー等を設置した。

②年度末にフェイスブックを導入
し、その内容を要綱に盛り込まなけ
ればならなかったため、研修は未実
施であった。

③未実施

①

②

変 更 等

実 績 計画どおりできた 計画どおりできなかった

実績

数 値 目 標
広報リーダー等が講師となる課内研
修開催回数

広報リーダー等が講師となる課内研
修開催回数

積 算

目標 2 実績 0 目標 2
数値目標（単位）

広報リーダー等が講師となる課内研修開催回数 ( 回 ）

目標 実績

数 値 目 標
（ 実 績 ） 広報リーダー等が講師となる課内研

修開催回数
積 算

財 政 効 果 額
目標 実績

市政再生室の意見

計画どおり取組を進めている 計画どおり取組を進めていない

実績
（ 千 円 ）

変更・中止等
理　　由

目標 実績 目標



重点事項
番    号

重　点
事項名

4 市民への説明責任の確保と実行 担 当 部 課
企画財政部
秘書広報課

第２次伊賀市行財政改革大綱　前期実施計画・進捗状況報告書
報 告 時 期

Ｎｏ. 80
平成25年4月1日

（平成２３年度～平成２５年度）

項目番号 項　目　名 2 市民への説明責任の実行について
連 絡 先 22-9636

責任者名（所属長） 稲森　洋幸
取組番号 取　組　名 1 積極的な情報提供

総合計画基本施策番号 57

実 施 事 項 名 「参声広場」の活用 新規 主な事務事業評価
シート名

年 度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

計 画 △ ⇒ ◎

取 組 内 容

◆「参声広場」（市の方針や考え方を市民が十分把握できるよう、市政に関するさまざまな提案・相談等の市民の
声と市政全般に関する情報を市民と共有するためのシステム）の検索機能（よくある質問）を市民が使いやすくす
るため検討する
◆市政モニター制度によるアンケートの実施

取組による効果 ◆検索機能を改善することで、「参声広場」を市民が使いやすくなり市政全般に関する情報を市民と共有できる

進 捗 管 理 △ ： 調 査 ・ 検 討 ⇒ ： 実 施 ◎ ： 完 了 × ： 中 止

年 次 計 画
①「参声広場」の検索機能（よくあ
る質問）について利用状況の把握の
実施

①「参声広場」の検索機能（よくあ
る質問）を市民が使いやすいように
改修

①市政モニター制度によるアンケー
トの実施

②アンケートの結果に基づき内容を
検討改修

年 次 取 組 実 績

①「参声広場」のアクセス状況の把
握や、よくある質問の整理に努め
た。

　　　アクセス件数　　　103,426件
　　　回答件数　　　　　　　123件
　　　よくある質問（ＦＡＱ）
　　　登録件数　　　　　　　 52件

①「参声広場」の検索機能（よくあ
る質問）について、市民が検索しや
すいように「よくある質問」を登録
した。

　　　アクセス件数　　　 96,707件
　　　回答件数　　　　　　　167件
　　　よくある質問（ＦＡＱ）
　　　登録件数　　　　　　　 41件

①

②

変 更 等

実 績 計画どおりできた 計画どおりできた

実績

数 値 目 標

積 算

目標 実績 目標
数値目標（単位）

( ）

目標 実績

数 値 目 標
（ 実 績 ）

積 算

財 政 効 果 額
目標 実績

市政再生室の意見

計画どおり取組を進めている 計画どおり取組を進めている

実績
（ 千 円 ）

変更・中止等
理　　由

目標 実績 目標



数値目標（単位）

目標

変更・中止等
理　　由

財 政 効 果 額

（ 千 円 ）

計画どおり取組を進めている 計画どおり取組を進めている

目標

積 算

数 値 目 標

積 算

数 値 目 標
（ 実 績 ）

市ホームページへのアクセス数／年

市ホームページへのアクセス数／年 市ホームページのアクセス数／年

市政再生室の意見

実績 実績

市ホームページへのアクセス数／年

目標

市ホームページへのアクセス数／年

実績

実 績 計画どおりできた 計画どおりできた

年 次 計 画
①市民の満足度（必要度）の把握と
反映方法の検討
②評価結果の公開方法の検討。

①予算への反映方法の検討
②評価結果のわかりやすい公表

①評価結果のわかりやすい公表

年 次 取 組 実 績

①企画課実施の伊賀市まちづくりア
ンケート結果から、各施策に対する
満足度を把握した。今後、基本施策
評価にその結果を反映し、事業の重
点化を行っていく。
②評価結果の公開について、見出し
の文字を大きくし、カテゴリ別に色
分けをするなど、レイアウトや掲載
内容を見直した。

①予算査定に有効活用できるよう事
務事業評価と企画課の実施計画調査
シートを統合し評価事務の一元化を
図るとともに、評価項目をより具体
化した。今後企画課等と、マネジメ
ントの仕組みについて見直しを実施
していく。
②評価結果がシンプルで分かりやす
くなるよう基本施策毎に事務事業を
集約統合し、公表した。

①

年 度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

計 画 △ ⇒ ⇒

変 更 等

取 組 内 容
◆基本施策に対する市民の満足度（必要度）の把握と反映方法の検討
◆評価結果について、わかりやすく公開する。

行政評価への市民意識の反映 主な事務事業評価
シート名 行政評価推進事務経費

総合計画基本施策番号

進 捗 管 理 △ ： 調 査 ・ 検 討 ⇒ ： 実 施 ◎ ： 完 了 × ： 中 止

取組番号 取　組　名 1 積極的な情報提供

取組による効果
◆市民意識を踏まえた評価を行うことにより、基本施策の優先度を明らかにし、今後の基本施策の展開の方向性を
示すことができる。

実 施 事 項 名 第1次大綱から継続

67

報 告 時 期

平成25年4月1日
81

担 当 部 課
市政再生室

Ｎｏ.

項目番号 項　目　名 2 市民への説明責任の実行について

第２次伊賀市行財政改革大綱　前期実施計画・進捗状況報告書
（平成２３年度～平成２５年度）

重点事項
番    号

重　点
事項名

4 市民への説明責任の確保と実行

連 絡 先 22-9622

責任者名（所属長） 前川　浩也

目標

実績実績

(市ホームページへのアクセス数

9,000 15,165 9,270 11,921目標 実績 目標

件 ）

9,548



重点事項
番    号

重　点
事項名

4 市民への説明責任の確保と実行 担 当 部 課
企画財政部
秘書広報課

第２次伊賀市行財政改革大綱　前期実施計画・進捗状況報告書
報 告 時 期

Ｎｏ. 82
平成25年4月1日

（平成２３年度～平成２５年度）

項目番号 項　目　名 2 市民への説明責任の実行について
連 絡 先 22-9636

責任者名（所属長） 稲森　洋幸
取組番号 取　組　名 2 市民との情報共有のしくみの適正な運用

総合計画基本施策番号 57

実 施 事 項 名 広報紙のわかりやすい紙面づくり 新規 主な事務事業評価
シート名

広報作成等業務経費

年 度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

計 画 ⇒ ⇒ ⇒

取 組 内 容

◆広報編集指針（編集方針・掲載基準等）の策定
◆広報編集指針を庁内へ周知する
◆市民と市政情報を共有し、平易な文章や図表・イラスト等を多用した、市民に親しまれる紙面づくりの徹底
◆市政モニター制度によるアンケートの実施

取組による効果
◆広報編集指針を策定することで、市全体の統一した情報提供ができる
◆タイムリーでわかりやすい情報により市民が読みやすくなる
◆市民の市政への参加が促進される

進 捗 管 理 △ ： 調 査 ・ 検 討 ⇒ ： 実 施 ◎ ： 完 了 × ： 中 止

年 次 計 画

①広報編集指針の策定
②広報編集指針を庁内へ周知する
③広報編集指針に基づく、市民に親
しまれる紙面づくり

①広報編集指針に基づく、市民に親
しまれる紙面づくり
②アンケート内容の検討

①広報編集指針に基づく、市民に親
しまれる紙面づくり
②市政モニター制度によるアンケー
ト実施及び公表

年 次 取 組 実 績

①「広報編集指針」を７月に策定し
た。

②「広報編集指針」を８月に庁内へ
メールにより周知した。

③「広報編集指針」に基づき、広報
紙を作成した。

①「広報編集指針」に基づき、広報
紙を作成した。

②広報紙についてのアンケートを実
施した。

①

②

変 更 等

実 績 計画どおりできた 計画どおりできた

実績

数 値 目 標
市政モニター制度によるアンケート
実施及び公表

積 算

目標 実績 目標 1
数値目標（単位）

市政モニター制度によるアンケート実施及び公表 ( 回 ）

目標 実績

数 値 目 標
（ 実 績 ）

積 算

財 政 効 果 額
目標 実績

市政再生室の意見

計画どおり取組を進めている 計画どおり取組を進めている

実績
（ 千 円 ）

変更・中止等
理　　由

目標 実績 目標



重点事項
番    号

重　点
事項名

4 市民への説明責任の確保と実行 担 当 部 課
企画財政部
秘書広報課

第２次伊賀市行財政改革大綱　前期実施計画・進捗状況報告書
報 告 時 期

Ｎｏ. 83
平成25年4月1日

（平成２３年度～平成２５年度）

項目番号 項　目　名 2 市民への説明責任の実行について
連 絡 先 22-9636

責任者名（所属長） 稲森　洋幸
取組番号 取　組　名 2 市民との情報共有のしくみの適正な運用

総合計画基本施策番号 57

実 施 事 項 名 ホームページの充実 新規 主な事務事業評価
シート名

年 度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

計 画 ⇒ ⇒ ⇒

取 組 内 容

◆トップページについて、見出しやイラスト・写真等を体系的に組み直し、ホームページ閲覧者の利便性の向上を
図る
◆各所属の広報リーダー及びサブリーダーがホームページの責任者となり、所管する情報の発信及び管理を行う
◆市政モニター制度によるアンケートの実施

取組による効果
◆トップページの改善により、市民が知りたい情報を適切に提供できる
◆各所属で適切な情報収集・提供ができる

進 捗 管 理 △ ： 調 査 ・ 検 討 ⇒ ： 実 施 ◎ ： 完 了 × ： 中 止

年 次 計 画
①ホームページ（トップページ）の
改修

①各所属でのホームページ責任者の
設置
②各所属でのホームページの確認及
び更新

①各所属でのホームページの更新
②市政モニター制度によるアンケー
ト実施及び公表

年 次 取 組 実 績

①10月に市ホームページのトップ
ページを改修した。また各担当課の
ページの新規作成・修正および廃棄
につき、月1度秘書広報課への報告を
義務づけた。

①広報リーダー・サブリーダーを設
置した。

②各担当課のページの新規作成・修
正および廃棄につき、月1度秘書広報
課への報告を義務付づけた。

①

②

変 更 等

実 績 計画どおりできた 計画どおりできた

実績

数 値 目 標
市政モニター制度によるアンケート
実施及び公表

積 算

目標 実績 目標 1
数値目標（単位）

市政モニター制度によるアンケート実施及び公表 ( 回 ）

目標 実績

数 値 目 標
（ 実 績 ）

積 算

財 政 効 果 額
目標 実績

市政再生室の意見

計画どおり取組を進めている 計画どおり取組を進めている

実績
（ 千 円 ）

変更・中止等
理　　由

目標 実績 目標



重点事項
番    号

重　点
事項名

4 市民への説明責任の確保と実行 担 当 部 課
企画財政部
秘書広報課

第２次伊賀市行財政改革大綱　前期実施計画・進捗状況報告書
報 告 時 期

Ｎｏ. 84
平成25年4月1日

（平成２３年度～平成２５年度）

項目番号 項　目　名 2 市民への説明責任の実行について
連 絡 先 22-9636

責任者名（所属長） 稲森　洋幸
取組番号 取　組　名 2 市民との情報共有のしくみの適正な運用

総合計画基本施策番号 57

実 施 事 項 名 行政情報チャンネル「ウィークリー伊賀市」の充実 新規 主な事務事業評価
シート名

行政情報番組等制作及び放送
経費

年 度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

計 画 ⇒ ⇒ ⇒

取 組 内 容

◆市が行っている重要な政策や事業等について具体的に説明する「特集コーナー」を活用し、情報提供する
◆行政番組検討委員会を開催し、市民の視点からの改善を検討する
◆市民からの質問や意見に対して行政情報番組で回答する「市民なっ得コーナー」について、利用の増大を図るため
番組を通じて啓発する
◆市政モニター制度によるアンケートの実施

取組による効果
◆市の情報などの市民への説明責任の実行につながる
◆市民の視点からの改善が期待できる

進 捗 管 理 △ ： 調 査 ・ 検 討 ⇒ ： 実 施 ◎ ： 完 了 × ： 中 止

年 次 計 画

①市が行っている重要な政策や事業等
について具体的に説明する「特集コー
ナー」を活用し、情報提供する
②行政番組検討委員会を開催し、市民
の視点からの改善を検討する
③市民からの質問や意見に対して行政
情報番組で回答する「市民なっ得コー
ナー」について、利用の増大を図るた
め番組を通じて啓発する

①市が行っている重要な政策や事業等
について具体的に説明する「特集コー
ナー」を活用し、情報提供する
②行政番組検討委員会を開催し、市民
の視点からの改善を検討する
③市民からの質問や意見に対して行政
情報番組で回答する「市民なっ得コー
ナー」について、利用の増大を図るた
め番組を通じて啓発する

①市が行っている重要な政策や事業等
について具体的に説明する「特集コー
ナー」を活用し、情報提供する
②行政番組検討委員会を開催し、市民
の視点からの改善を検討する
③市民からの質問や意見に対して行政
情報番組で回答する「市民なっ得コー
ナー」について、利用の増大を図るた
め番組を通じて啓発する
④市政モニター制度によるアンケート
の実施及び公表

年 次 取 組 実 績

①市が行っている重要な政策や事業に
ついて、毎週１回「特集コーナー」を
活用し情報提供した。
②８月と２月に行政情報番組検討委員
会を開催し、特集番組の市担当者は可
能な限りカメラ（市民）に向かって説
明することなどの意見をいただき、改
善に努めた。
③「市民なっ得コーナー」を番組を通
じて周知し、２件の質問をいただき、
そのことについて、番組内で回答をし
た。

①市が行っている重要な政策や事業に
ついて、毎週１回「特集コーナー」を
活用し情報提供した。
②８月と３月に行政情報番組検討委員
会を開催し、文字放送の自動音声であ
る旨の表示をすることなどの意見をい
ただき、改善に努めた。
③「市民なっ得コーナー」を番組を通
じて周知したが、本年度は質問がな
かった。

①

②

③

④

変 更 等

実 績 計画どおりできた 計画どおりできた

実績

数 値 目 標
市民なっ得コーナーへ寄せられた問い
合わせ等への対応

市民なっ得コーナーへ寄せられた問い
合わせ等への対応

市民なっ得コーナーへ寄せられた問い
合わせ等への対応

積 算

目標 5 実績 0 目標 5
数値目標（単位）

市民なっ得コーナーへ寄せられた問い合わせ等への対応 ( 件 ）

目標 5 実績 2

数 値 目 標
（ 実 績 ） 2件 0件

積 算

財 政 効 果 額
目標 実績

市政再生室の意見

計画どおり取組を進めている 計画どおり取組を進めている

実績
（ 千 円 ）

変更・中止等
理　　由

目標 実績 目標



重点事項
番    号

重　点
事項名

4 市民への説明責任の確保と実行 担 当 部 課
企画財政部
秘書広報課

第２次伊賀市行財政改革大綱　前期実施計画・進捗状況報告書
報 告 時 期

Ｎｏ. 85
平成25年4月1日

（平成２３年度～平成２５年度）

項目番号 項　目　名 2 市民への説明責任の実行について
連 絡 先 22-9636

責任者名（所属長） 稲森　洋幸
取組番号 取　組　名 2 市民との情報共有のしくみの適正な運用

総合計画基本施策番号 57

実 施 事 項 名 情報公開制度の適正な運用 新規 主な事務事業評価
シート名

情報公開・個人情報保護推進
経費

年 度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

計 画 ⇒ ⇒ ⇒

取 組 内 容
◆市の諸活動を市民に説明し、公正な市政の推進を図るための情報公開制度について、職員研修を開催して適正な
運用と利便性の向上に努める
◆出資法人に対し、適正な情報公開が図られるよう指導・助言を行う

取組による効果 ◆市民への情報公開を適正に行うことができる

進 捗 管 理 △ ： 調 査 ・ 検 討 ⇒ ： 実 施 ◎ ： 完 了 × ： 中 止

年 次 計 画

①市の諸活動を市民に説明し、公正
な市政の推進を図るための情報公開
制度について、職員研修を開催して
適正な運用と利便性の向上に努める
②出資法人に対し、適正な情報公開
が図られるよう指導・助言を行う

①市の諸活動を市民に説明し、公正
な市政の推進を図るための情報公開
制度について、職員研修を開催して
適正な運用と利便性の向上に努める
②出資法人に対し、適正な情報公開
が図られるよう指導・助言を行う

①市の諸活動を市民に説明し、公正
な市政の推進を図るための情報公開
制度について、職員研修を開催して
適正な運用と利便性の向上に努める
②出資法人に対し、適正な情報公開
が図られるよう指導・助言を行う

年 次 取 組 実 績

①4月に希望職員を対象に情報公開制
度について庶務担当者研修を実施し
た。

②１出資法人に対し、情報公開要綱
の作成について指導し、１２月に作
成に至った。

①4月に希望職員を対象に情報公開制
度について庶務担当者研修を実施し
た。

②出資法人に対し、前年度の情報公
開の件数を確認し、引き続き適正な
情報公開を行っていただくよう指導
した。

①

②

変 更 等

実 績 計画どおりできた 計画どおりできた

実績

数 値 目 標
職員の理解度 職員の理解度

積 算

目標 100％ 実績 100％ 目標 100％
数値目標（単位）

職員の理解度 ( ％ ）

目標 実績

数 値 目 標
（ 実 績 ）

積 算

財 政 効 果 額
目標 実績

市政再生室の意見

計画どおり取組を進めている 計画どおり取組を進めている

実績
（ 千 円 ）

変更・中止等
理　　由

目標 実績 目標



市政再生室の意見

目標 実績

実績

数値目標（単位）

目標

変更・中止等
理　　由

財 政 効 果 額

（ 千 円 ）

計画どおり取組を進めていない

状況が整い次第、策定されたい。

計画どおり取組を進めていない

自治センター化とあわせて検討され
たい。

平成23年度から自治組織のあり方が見直された
が、市民、地域、行政の関係性や役割分担が現
状では安定していないため、実態と乖離する可
能性がある。

年 次 取 組 実 績

①未策定

②未設置

③未創出

①伊賀市公的関与のあり方に関する
点検指針において、協働の基本原則
の対象となる事業調査を行うことと
した。

②未設置

③未創出

①

年 次 計 画

①協働の基本原則（ルール）づくり
を行う。
②庁内検討委員会の設置
③市民等からの意見聴取機会の創出

①協働の基本原則（ルール）づくり
を行う。
②庁内検討委員会の設置
③市民等からの意見聴取機会の創出

①協働の基本原則（ルール）の対象
となる事業の調査・検討

実 績 計画どおりできなかった 計画どおりできなかった

変 更 等 △ ⇒

計 画 △ ⇒ ◎

進 捗 管 理 △ ： 調 査 ・ 検 討 ⇒ ： 実 施 ◎ ： 完 了 × ： 中 止

年 度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

取組による効果
◆協働のまちづくりを推進するための共通認識を持つことができる。
◆多様化する地域課題に市民と行政が課題解決に向け協力し合うことで、質の高いサービスが実現できる。

実 施 事 項 名 新規

取 組 内 容
◆伊賀市自治基本条例に基づく協働に対する基本的な考え方について、市民と行政との認識を共有し、協働による
まちづくりの一層の進展を図るため、協働の基本原則（ルール）を策定する。

市民と行政の役割分担の見直し 主な事務事業評価
シート名 地域活動支援事業

総合計画基本施策番号

取組番号 取　組　名 1 協働のしくみづくり

第２次伊賀市行財政改革大綱　前期実施計画・進捗状況報告書
（平成２３年度～平成２５年度）

重点事項
番    号

重　点
事項名

5 市民と行政の協働

項目番号 項　目　名 1 協働のしくみづくりについて

報 告 時 期

平成25年4月1日
86

担 当 部 課
企画財政部

企画課

Ｎｏ.

57

連 絡 先 22-9620

責任者名（所属長） 藤山　善之

目標 実績実績

(「協働の基本原則（ルール）」策定

100 0 100 0

％ ）

　目標

目標 実績目標

数 値 目 標
（ 実 績 ）

策定

実績

未策定 未策定

策定

積 算

数 値 目 標

積 算

策定後記載する。



市政再生室の意見

目標 実績

実績

数値目標（単位）

目標

変更・中止等
理　　由

財 政 効 果 額

（ 千 円 ）

数 値 目 標
（ 実 績 ）

計画どおり取組を進めている 計画どおり取組を進めている

実 績 計画どおりできた 計画どおりできた

変 更 等

年 次 取 組 実 績

①中間支援担当者ネットワーク交流会
（3回）及び市民活動支援センター情
報交流会（2回）に参加した。
②ファシリテーション研修会として2
日間の連続講座を2回実施した。
③組織運営に必要な、税務研修を2
回、会計研修を1回、コミュニティビ
ジネス研修会を1回実施した。

①中間支援担当者ネットワーク交流会
（円卓会議4回）に参加した。
②ファシリテーション研修会として2日間
の連続講座を1回実施した。
③地域内分権研修1回、コミュニティビジ
ネス研修1回、広報研修1回、地域福祉研
修3回（内2回＝支え合い体制事業）実施
した。
④地域支援者向け研修会（地域アセスメ
ントの進め、地域支援計画づくりの必要
性と留意点、コミュニティ・ソーシャル
ワーク実践研修）を実施した。

①

②

年 次 計 画

①人材育成（中間支援担当者ネット
ワーク交流会や市民活動(支援)セン
ター情報交換会等への参加）
②ﾌｧｼﾘﾃｰｼｮﾝ・ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾄ等の研修
③組織運営(会計･税務･労務等)の研修

①人材育成（中間支援担当者ネット
ワーク交流会や市民活動(支援)セン
ター情報交換会等への参加）
②ﾌｧｼﾘﾃｰｼｮﾝ・ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾄ等の研修
③組織運営(会計･税務･労務等)の研修
④協働を促進するための研修

①分野別課題研修（地域福祉）

②地域内分権

計 画 ⇒ ⇒ ⇒

進 捗 管 理 △ ： 調 査 ・ 検 討 ⇒ ： 実 施 ◎ ： 完 了 × ： 中 止

年 度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

取組による効果

◆市民活動を行う団体の事務局機能を強化することにつながる
◆住民自治協議会の協議能力を高めることにつながる
◆市民に市の考える協働への理解を深めることにつながる
◆市職員が研修会の企画立案や参加をすることにより、市民活動への理解が促進につながる

実 施 事 項 名 第1次大綱から継続

取 組 内 容
◆人材育成（研修・情報交換会等への参加）
◆研修会等の企画･開催

市民活動支援センター充実 主な事務事業評価
シート名

市民活動支援センター
運営経費・自治振興費

総合計画基本施策番号

項目番号 項　目　名 1 協働のしくみづくりについて

報 告 時 期

平成25年4月1日

取組番号 取　組　名 1 協働のしくみづくり

第２次伊賀市行財政改革大綱　前期実施計画・進捗状況報告書
（平成２３年度～平成２５年度）

重点事項
番    号

重　点
事項名

5 市民と行政の協働

87

担 当 部 課
人権生活環境部
市民活動推進課

Ｎｏ.

63

連 絡 先 22-9639

責任者名（所属長） 前山　恭子

目標 実績

(研修会の開催回数

5 6 6 7

回 ）

目標

研修会の開催回数
6回／年

実績

研修会の開催回数
6回／年

研修会の開催回数
7回／年

研修会の開催回数
5回／年

2

積 算

数 値 目 標

積 算

研修会の開催回数
2回／年

目標目標 実績実績



市政再生室の意見

目標 実績

実績

数値目標（単位）

目標

変更・中止等
理　　由

財 政 効 果 額

（ 千 円 ）

数 値 目 標
（ 実 績 ）

計画どおり取組を進めていない

平成２５年度から新制度で実施でき
るよう引き続き調整されたい

計画どおり取組を進めている

本年度中の事業見直しが、平成２４
年度に至り、新制度の運用が平成２
５年度からになるため

実 績 計画どおりできなかった 計画どおりできた

変 更 等 △

年 次 取 組 実 績

①地域活動支援事業を市民公益活動
団体５団体と自治協議会４団体で実
施した。
②６月１８日に平成２２年度地域活
動支援事業成果報告会を実施した。
③④地域活動支援事業の手法及び補
助金の見直しについて、検討に入っ
ているが、H24年度については現制度
で募集する。

①アンケートや、中間報告会での意
見を参考に地域活動支援事業の見直
しを行った。

②6月30日に平成23年度地域活動支援
事成果報告会を実施した。

③H25年度の地域活動支援事業の募集
を12月19日から2月28日まで行い、3
月20日に公開審査会を実施した。

①

②

③

年 次 計 画

①（現）地域活動支援事業の実施
②H22の成果報告会の実施
③（現）地域活動支援事業の見直し
（協働や賞(アワード)の視点、審査
方法などについて見直しを検討す
る。）
④H24の（仮）新地域活動支援事業の
募集

①（現）地域活動支援事業の実施及
び見直し

②H23の成果報告会等の実施

③H25の（仮）新地域活動支援事業の
募集

①地域活動支援事業の実施

②H24の成果報告会等の実施

③H26の地域活動支援事業の募集

計 画 △ ⇒ ⇒

進 捗 管 理 △ ： 調 査 ・ 検 討 ⇒ ： 実 施 ◎ ： 完 了 × ： 中 止

年 度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

取組による効果
◆市民公益活動に対して財政支援を行うことで、市民が公益的な活動を主体的に行うことにつながる
◆多様な主体が協働した公益的な事業活動に財政支援することで、協働の概念を広めることにつながる
◆事業実施や報告会を通して、市民や市職員の市民活動や住民自治活動、協働への理解を深めることにつながる

実 施 事 項 名 第1次大綱から継続

取 組 内 容 ◆地域活動支援事業の見直しを行い、市民が主体的で公益的な事業に対して財政支援を行う

市民公益活動への財政支援
住民自治協議会への財政支援

主な事務事業評価
シート名 地域活動支援事業

総合計画基本施策番号

項目番号 項　目　名 1 協働のしくみづくりについて

報 告 時 期

平成25年4月1日

取組番号 取　組　名 1 協働のしくみづくり

第２次伊賀市行財政改革大綱　前期実施計画・進捗状況報告書
（平成２３年度～平成２５年度）

重点事項
番    号

重　点
事項名

5 市民と行政の協働

88

担 当 部 課
人権生活環境部
市民活動推進課

Ｎｏ.

63

連 絡 先 22-9639

責任者名（所属長） 前山　恭子

目標 実績

(事業応募件数

15 12 17 14

件 ）

目標

前年応募件数の1.1倍の件数

実績

前年応募件数の0.8倍の応募数 前年応募件数の1.1倍の件数

前年応募件数の1.1倍の件数

19

積 算

数 値 目 標

積 算

前年応募件数の1.1倍の件数

目標目標 実績実績



件 ）

50

まちづくりに関する協定を締結した
住民自治協議会数＋選択業務追加協
定数

まちづくりに関する協定を締結した
住民自治協議会数

まちづくりに関する協定を締結した
住民自治協議会数

目標 実績

まちづくりに関する協定を締結した
住民自治協議会数

目標

まちづくりに関する協定を締結した
住民自治協議会数＋選択業務追加協
定数

実績

報 告 時 期

平成25年4月1日
89

担 当 部 課
人権生活環境部
市民活動推進課

Ｎｏ.

目標 実績実績

(協定締結数

38 38 45 38

連 絡 先 22-9639

責任者名（所属長） 前山　恭子

62

目標

項目番号 項　目　名 1 協働のしくみづくりについて

第２次伊賀市行財政改革大綱　前期実施計画・進捗状況報告書
（平成２３年度～平成２５年度）

重点事項
番    号

重　点
事項名

5 市民と行政の協働

取組番号 取　組　名 1 協働のしくみづくり

取組による効果

◆地域の窓口一本化と報酬・補助金を包括交付金とするため、地域での協議が必要となり地域の自治力の強化に繋
がる
◆自治基本条例に基づき地域の自己決定・自己責任の醸成につながる
◆地域の課題、優先順位に基づいた自治活動が可能となる
◆コミュニティ活動費の活用により、市行政との協働推進や市の事務事業の改革につながる

実 施 事 項 名 第1次大綱から継続

取 組 内 容
◆地域の行政窓口一本化（市と住民自治協議会の協定によるまちづくりの推進）
◆地域包括交付金制度導入（地域が選択する行政業務メニューの提示）

自治組織のあり方の見直し（１） 主な事務事業評価
シート名

自治振興経費・各課事業費

総合計画基本施策番号

年 度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

計 画 ⇒ ⇒ ⇒

進 捗 管 理 △ ： 調 査 ・ 検 討 ⇒ ： 実 施 ◎ ： 完 了 × ： 中 止

年 次 計 画

①平成23年度にまちづくりに関する
基本協定の締結

②地域が選択する行政業務メニュー
の検討と提示

①協定に基づく事業実施の確認

②地域が選択する行政業務の協定

③地域が選択する行政業務メニュー
の提示

①協定に基づく事業実施の確認

②地域が選択する行政業務の協定
（地区市民センターの自治センター
化に伴う指定管理者制度の導入含
む）

年 次 取 組 実 績

①設立された自治協議会３８団体と
まちづくりに関する基本協定を締結
した。

②地域包括交付金を導入した。さら
に地域で取組が可能な行政業務メ
ニューの検討を行った。

①自治協議会３８団体とまちづくり
に関する基本協定に基づき事業が実
施できた。

②③来年度設置される市政再生室で
実施する業務・組織の見直し結果を
受け、狭域有効業務と広域効率業務
の見直しを行い、地域が選択するメ
ニューを検証することになった。

①

②

変 更 等

実 績 計画どおりできた 計画どおりできなかった

計画どおり取組を進めている 計画どおり取組を進めていない

業務の見直し結果より、地域が選択
する業務メニューを提示されたい。

市政再生室の意見

目標 実績

実績

数値目標（単位）

目標

変更・中止等
理　　由

財 政 効 果 額

（ 千 円 ）

積 算

数 値 目 標

積 算

数 値 目 標
（ 実 績 ）



件 ）

15

自治基本条例に基づく住民自治協議
会から市に対する提案数

自治基本条例に基づく住民自治協議
会から市に対する提案数

自治基本条例に基づく住民自治協議
会から市に対する提案数

目標 実績

自治基本条例に基づく住民自治協議
会から市に対する提案数

目標

自治基本条例に基づく住民自治協議
会から市に対する提案数

実績

報 告 時 期

平成25年4月1日
90

担 当 部 課
人権生活環境部
市民活動推進課

Ｎｏ.

目標 実績実績

(提案数

5 0 10 0

連 絡 先 22-9639

責任者名（所属長） 前山　恭子

62

目標

項目番号 項　目　名 1 協働のしくみづくりについて

第２次伊賀市行財政改革大綱　前期実施計画・進捗状況報告書
（平成２３年度～平成２５年度）

重点事項
番    号

重　点
事項名

5 市民と行政の協働

取組番号 取　組　名 2 協働による事業の推進

取組による効果
◆地域担当職員による住民自治協議会の活動や運営支援の強化が図れ、自主自律した地域経営につながる。
◆地域担当職員と行政組織の横断体制の構築により、協働事業推進が計られるとともに行政改革につながる。
◆地区市民センターを自治センター化することで地域の活動拠点と事務局強化を図ることが可能となる。

実 施 事 項 名 第1次大綱から継続

取 組 内 容
◆行政組織の横断体制の構築
◆地域担当職員による住民自治協活動支援
◆地区市民センターのあり方検討

自治組織のあり方の見直し（２） 主な事務事業評価
シート名

自治振興経費・各課事業費

総合計画基本施策番号

年 度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

計 画 △ ⇒ ⇒

進 捗 管 理 △ ： 調 査 ・ 検 討 ⇒ ： 実 施 ◎ ： 完 了 × ： 中 止

年 次 計 画

①地域担当職員の配置及び住民自治
協議会支援

②行政横断体制の検討

①地域担当職員による住民自治協議
会への支援

②行政横断体制の確立

③各課による住民自治活動への情報
提供及び支援

①各課による住民自治活動への情報
提供及び支援

②市と住民自治協議会による協働の
まちづくりの実施

年 次 取 組 実 績

①自治協議会担当職員を９名配置
し、各住民自治協議会の運営支援を
行った。

②行政組織の横断的な協力・連絡体
制について検討し、（仮称）住民自
治推進連絡調整会議を設置すること
となった。

①地域担当職員7名、副担当7名を配
置し、各住民自治協議会へ支援を
行った。

②行政横断体制の方向性は出ていた
が、設置はできなかった。

③各課による住民自治活動への情報
提供及び支援を行った。

①

②

変 更 等

実 績 計画どおりできた 計画どおりできた

計画どおり取組を進めている 計画どおり取組を進めている

市政再生室の意見

目標 実績

実績

数値目標（単位）

目標

変更・中止等
理　　由

財 政 効 果 額

（ 千 円 ）

積 算

数 値 目 標

積 算

数 値 目 標
（ 実 績 ）



目標 実績目標

数 値 目 標
（ 実 績 ）

配布数／回収数

実績

平成23年度
まちづくりアンケート回収率
回収数972通／配布数2,222通

平成24年度　まちづくりアンケート
回収率（3月13日現在）

回収数891通／配布数2,222通

配布数／回収数

積 算

数 値 目 標

積 算

新しい総合計画を策定するため、数値
目標の考え方、積算方法を変更予定

(

55 44 58 40

％ ）

目標目標 実績実績

報 告 時 期

平成25年4月1日
91

担 当 部 課
企画財政部
企画課

Ｎｏ.

57

連 絡 先 22-9620

責任者名（所属長） 藤山　善之

第２次伊賀市行財政改革大綱　前期実施計画・進捗状況報告書
（平成２３年度～平成２５年度）

重点事項
番    号

重　点
事項名

5 市民と行政の協働

項目番号 項　目　名 1 協働のしくみづくりについて

取組による効果

◆総合計画の数値目標の進行管理を行うことで、計画の進捗度を管理できる。
◆継続したアンケートの実施により、施策の重点化等を類推できる。
◆市民の参加により、市民目線で物事を捉え、市民のニーズに対応した行政施策の推進に繋げることができる。
◆次期総合計画策定のための基礎資料の積み上げ。

実 施 事 項 名 第1次大綱から継続

取 組 内 容
◆平成１９年度から毎年実施している「まちづくりアンケート」を引き続き実施し、総合計画の進捗度等を図る。
◆市民で構成する「伊賀市まちづくり委員会」を設置する。
◆総合計画の数値目標をアンケート結果等を踏まえ設定し、市民と行政が一体となって総合計画の進行管理を行う。

総合計画における協働型マネジメントサイクルの構築 主な事務事業評価
シート名 総合計画進行管理経費

総合計画基本施策番号

取組番号 取　組　名 2 協働による事業の推進

変 更 等 △

計 画 ⇒ ⇒ ⇒

進 捗 管 理 △ ： 調 査 ・ 検 討 ⇒ ： 実 施 ◎ ： 完 了 × ： 中 止

年 度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

年 次 取 組 実 績

①伊賀市まちづくり委員会を設置し、
7回の委員会を経て、後期基本計画68
基本施策の目標値の報告を受け、目標
値を設定した。

②平成22年度まちづくりアンケート報
告書を作成した。

①7月23日に伊賀市総合計画推進会議
を開催し、後期基本計画68基本施策で
設定済の目標値（成果指標）を「まち
づくりアンケートの市民満足度」によ
り確認し、各施策についての意見交換
を行い、その結果を庁内各課へ周知し
た。

②平成23年度まちづくりアンケート報
告書を作成した。

①

年 次 計 画

①伊賀市まちづくり委員会を設置し、
後期基本計画の目標値を設定。
②まちづくりアンケートの結果を評価
する。

①伊賀市総合計画推進委員会による、
後期基本計画数値目標の進行管理。
②まちづくりアンケートの結果を評価
する。
③次期総合計画策定に向けた評価結果
等の確認。

①総合計画を策定することとなったた
め、新たなＰＤＣＡサイクル（マネジ
メントサイクル）の考え方を調査・検
討する。

実 績 計画どおりできた 計画どおりできた

計画どおり取組を進めている 計画どおり取組を進めている

市政再生室の意見

目標 実績

実績

数値目標（単位）

目標

変更・中止等
理　　由

財 政 効 果 額

（ 千 円 ）



重点事項
番    号

重　点
事項名

5 市民と行政の協働 担 当 部 課
人権生活環境部

人権政策・男女共同参画課

第２次伊賀市行財政改革大綱　前期実施計画・進捗状況報告書
報 告 時 期

Ｎｏ. 92
平成25年4月1日

（平成２３年度～平成２５年度）

項目番号 項　目　名 2 協働によるまちづくりの推進について
連 絡 先 47-1286

責任者名（所属長） 福永　富美子
取組番号 取　組　名 1 協働の環境づくり

総合計画基本施策番号 38

実 施 事 項 名 職員の意識啓発と人権問題地区別懇談会への積極的な参加 新規 主な事務事業評価
シート名

人権啓発地区草の根運動推進
会議連絡会指導者研修事業

年 度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

計 画 △ ⇒ ⇒

取 組 内 容
◆人権問題地区別懇談会の助言や進行役を担う地域リーダーとしての職員のスキルアップ講座の開催
◆人権問題地区別懇談会や人権講演会等の周知
◆地域リーダーとしての職員ネットワークの設立

取組による効果

◆職員が地域の一員として地域リーダーを担うことで、リーダー講座開催事業予算を削減できる。
◆職員が地域の一員として参加することで、職員自身が差別撤廃という市の責務を担うことを自覚することがで
き、市民には市の姿勢が伝わり、お互いの学習意欲が高まる。
◆人権大学・解放大学修了生を中心に、（仮称）人権問題を考える職員ネットワークを設立し、職員の意識とスキ
ルを高めれば、メンバーの中から地域へのリーダー派遣を行うことができる。

進 捗 管 理 △ ： 調 査 ・ 検 討 ⇒ ： 実 施 ◎ ： 完 了 × ： 中 止

年 次 計 画

①人権大学・解放大学修了生を中心
に、職員同和問題啓発推進委員等の
中から、自主的に「人権問題を考え
る職員ネットワーク（仮称）」の趣
旨に賛同する職員を募り、意見交換
会を行う。
②「人権問題を考える職員ネット
ワーク（仮称）」を設立する。

①「人権問題を考える職員ネット
ワーク（仮称）」情報交換会および
学習会の開催
②職員の目標管理制度に職員として
の人権啓発への取り組みを位置づけ
る。

①「人権問題を考える職員ネット
ワーク（仮称）」情報交換会および
学習会の開催
②職員の目標管理制度に職員として
の人権啓発への取り組みを位置づけ
る。

年 次 取 組 実 績

①人権大学・解放大学受講生との意
見交換会を行った(９月)。また、全
修了生（退職者を除く）に対し、定
期的にメールマガジンの季刊紙を送
付し(7・11・3月)、人権啓発のリー
ダーとしての自覚を促した。
②ネットワークの設立について、平
成２４年度から発効する「第２次人
権施策総合計画」の中に、新事業と
して盛り込んだ。

①人権大学・解放大学受講生との意
見交換会（１１月）および全修了生
を対象とした研修会（３月）を行っ
た。また、定期的にメールマガジン
の季刊紙を送付し(7・11・3月)、人
権啓発のリーダーとしての自覚を促
した。
②各職員が地元（居住地）の人権啓
発地区草の根運動推進会議や各支所
主催の地区懇談会、居住地域の同和
教育研究協議会等の研修会に参加す
るよう位置づけた。

①

②

変 更 等

実 績 計画どおりできた 計画どおりできた

実績

数 値 目 標
４０人　／全職員数 ５０人　／全職員数 ６０人　／全職員数

積 算

目標 3.9 実績 1.6 目標 4.7
数値目標（単位）

ネットワークに賛同する職員数 ( ％ ）

目標 3.1 実績 0.8

数 値 目 標
（ 実 績 ） １０人　／全職員数1,280人 ２０人　／全職員数1,274人

積 算

財 政 効 果 額
目標 300 実績 0

市政再生室の意見

計画どおり取組を進めている 計画どおり取組を進めている

実績
（ 千 円 ）
変更・中止等

理　　由

目標 300 実績 0 目標 300



重点事項
番    号

重　点
事項名

5 市民と行政の協働 担 当 部 課
企画財政部
秘書広報課

第２次伊賀市行財政改革大綱　前期実施計画・進捗状況報告書
報 告 時 期

Ｎｏ. 93
平成25年4月1日

（平成２３年度～平成２５年度）

項目番号 項　目　名 2 協働によるまちづくりの推進について
連 絡 先 22-9636

責任者名（所属長） 稲森　洋幸
取組番号 取　組　名 1 協働の環境づくり

総合計画基本施策番号 57

実 施 事 項 名 市政モニター制度導入の検討 新規 主な事務事業評価
シート名

年 度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

計 画 △ ⇒ ◎

取 組 内 容
◆市民の意見を市政に反映させるためのパブリックコメント制度の応募件数が減少していることから、パブリック
コメント制度に加えて広く意見を集約するため、市政モニター制度を導入する（インターネットモニター・郵送モ
ニター）

取組による効果
◆市が策定する政策について、市民からの意見が多く提出されることで、有益な市民の意見を政策に反映できる

◆市政モニター制度を導入することで、多くの市民の意見が市政に反映できる

進 捗 管 理 △ ： 調 査 ・ 検 討 ⇒ ： 実 施 ◎ ： 完 了 × ： 中 止

年 次 計 画

①市政モニター制度導入の検討
　・他市の事例調査
　・モニターの人員
　・集約する意見の内容等

①市政モニター制度導入
①市民からの意見聴衆について、新
たな方法を検討する。

年 次 取 組 実 績

①モニターの人数・アンケート内容
について、三重県や他市の事例を調
査し、モニター人員の選出方法や集
約する意見の内容について検討し
た。

①市政モニター制度運用のため要綱
を作成したが、再度制度導入を検討
することになった。

①

変 更 等 △

実 績 計画どおりできた 計画どおりできなかった

実績

数 値 目 標
市政モニター参加人数

積 算

目標 50 実績 0 目標
数値目標（単位）

市政モニター参加人数 ( 人 ）

目標 実績

数 値 目 標
（ 実 績 ）

積 算

財 政 効 果 額
目標 実績

市政再生室の意見

計画どおり取組を進めている 計画どおり取組を進めていない

市民ニーズと実施事業の課題を的確
に把握できる制度を導入されたい。

実績
（ 千 円 ）

変更・中止等
理　　由

市民からの意見聴衆について、新た
な方法を検討することになったため

目標 実績 目標



目標 実績目標

数 値 目 標
（ 実 績 ）

実績

積 算

数 値 目 標

積 算

( ）

目標目標 実績実績

報 告 時 期

平成25年4月1日
94

担 当 部 課
企画財政部
秘書広報課

Ｎｏ.

57

連 絡 先 22－9600

責任者名（所属長） 稲森　洋幸

第２次伊賀市行財政改革大綱　前期実施計画・進捗状況報告書
（平成２３年度～平成２５年度）

重点事項
番    号

重　点
事項名

5 市民と行政の協働

項目番号 項　目　名 2 協働によるまちづくりの推進について

取組による効果 ◆市民の審議会への参加がしやすくなる。

実 施 事 項 名 新規

取 組 内 容
◆市民参画の拡大を図るために人数や委員構成について考慮する。
◆審議会の開催日や開催時間等について市民ニーズにあった運営を進める。

市民が参加しやすい審議会の見直し 主な事務事業評価
シート名

総合計画基本施策番号

取組番号 取　組　名 1 協働の環境づくり

変 更 等

計 画 △ ⇒ ◎

進 捗 管 理 △ ： 調 査 ・ 検 討 ⇒ ： 実 施 ◎ ： 完 了 × ： 中 止

年 度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

年 次 取 組 実 績

①②審議会の現状について、関係各
課に調査した結果、委員会として廃
止されているものや重複しているも
の等の把握ができ、今後見直しを進
めていくための準備段階としては概
ね計画どおりとなっている。

①昨年度の調査時に人数や委員構成
に関して通知済

②「審議会のあり方についての基
準」が未策定のため、通知に至って
いない。

①

年 次 計 画

①市民参画の拡大を図るために人数
や委員構成について検討する。
②審議会の開催日や開催時間等につ
いて市民ニーズにあった運営を進め
るよう検討する。

①市民参画の拡大を図るために人数
や委員構成について考慮するよう関
係各課に通知する。
②審議会の開催日や開催時間等につ
いて市民ニーズにあった運営を進め
るよう通知する。

①審議会のあり方について基準の作
成

実 績 計画どおりできた 計画どおりできなかった

計画どおり取組を進めている 計画どおり取組を進めていない

調査票の分析により、審議会設置に
おける一定の基準を示されたい。

市政再生室の意見

目標 実績

実績

数値目標（単位）

目標

変更・中止等
理　　由

財 政 効 果 額

（ 千 円 ）



人 ）

60

女性リーダー育成のための講座・研
修の延べ受講者数（Ｈ２７年度ま

で）

女性リーダー育成のための講座・研
修の延べ受講者数（Ｈ２７年度ま

で）

女性リーダー育成のための講座・研
修の延べ受講者数（Ｈ２７年度ま

で）

目標 実績

女性リーダー育成のための講座・研
修の延べ受講者数（Ｈ２７年度ま

で）

目標

女性リーダー育成のための講座・研
修の延べ受講者数（Ｈ２７年度ま

で）

実績

報 告 時 期

平成25年4月1日
95

担 当 部 課
人権生活環境部

人権政策・男女共同参画課

Ｎｏ.

目標 実績実績

(女性リーダー育成のための講座・研修の延べ受講者数

20 22 40 40

連 絡 先 47-1286

責任者名（所属長） 福永　富美子

41

目標

項目番号 項　目　名 2 協働によるまちづくりの推進について

第２次伊賀市行財政改革大綱　前期実施計画・進捗状況報告書
（平成２３年度～平成２５年度）

重点事項
番    号

重　点
事項名

5 市民と行政の協働

取組番号 取　組　名 1 協働の環境づくり

取組による効果
◆審議会等委員への女性登用拡大
◆住民自治協議会や地域活動への女性の参画促進
◆人材バンクへの登録

実 施 事 項 名 新規

取 組 内 容
◆第２次伊賀市男女共同参画基本計画の重点項目である、政策・方針決定過程及び各種役職へ積極的に参画する女
性リーダーの育成

女性リーダーの育成 主な事務事業評価
シート名

総合計画基本施策番号

年 度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

計 画 ⇒ ⇒ ⇒

進 捗 管 理 △ ： 調 査 ・ 検 討 ⇒ ： 実 施 ◎ ： 完 了 × ： 中 止

年 次 計 画
①女性リーダー育成に関する事業の
企画・開催

①女性リーダー育成に関する事業の
企画・開催

①女性リーダー育成に関する事業の
企画・開催

年 次 取 組 実 績
①女性リーダー養成連続講座（計８
回）を開催した。２２人の受講生が
修了した。

①女性リーダー養成連続講座（計８
回）を開催した。１８人の受講生が
修了した。

①

変 更 等

実 績 計画どおりできた 計画どおりできた

計画どおり取組を進めている 計画どおり取組を進めている

市政再生室の意見

目標 実績

実績

数値目標（単位）

目標

変更・中止等
理　　由

財 政 効 果 額

（ 千 円 ）

積 算

数 値 目 標

積 算

数 値 目 標
（ 実 績 ）



市政再生室の意見

目標 実績

実績

数値目標（単位）

目標

変更・中止等
理　　由

財 政 効 果 額

（ 千 円 ）

数 値 目 標
（ 実 績 ）

計画どおり取組を進めている 計画どおり取組を進めている

実 績 計画どおりできた 計画どおりできた

変 更 等

年 次 取 組 実 績

①７月に伊賀市男女共同参画人材バ
ンクを設置し、２６人を登録した。
②女性登用率４０％未満の審議会等
の担当課に「審議会等の女性選任状
況調査票」を提出してもらい、その
理由を調査した。

①伊賀市男女共同参画人材バンクに２０
人を登録した。
②女性登用率４０％未満の審議会等の担
当課に「審議会等の女性選任状況調査
票」を提出してもらい、その理由を調査
した。
③女性登用率が２５％未満の審議会等に
ついて、担当課に対しヒアリングを行
い、「女性委員登用率の数値目標」の提
出を依頼した。

①

年 次 計 画
①平成２２年度審議会等の女性登用
率実績を踏まえて、評価する。

①平成２３年度審議会等の女性登用
率実績を踏まえて、評価する。

①平成２４年度審議会等の女性登用
率実績を踏まえて、評価する。

計 画 ⇒ ⇒ ⇒

進 捗 管 理 △ ： 調 査 ・ 検 討 ⇒ ： 実 施 ◎ ： 完 了 × ： 中 止

年 度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

取組による効果
◆女性登用率の低い審議会等委員に女性を登用することで、市政への女性参画拡大が図れる。
◆人材バンクを設置し人材を収集することにより、一人の人が複数の審議会等に重複して委員になっている状況が
改善され、より多くの市民が、審議会等に参加できる。

実 施 事 項 名 第1次大綱から継続

取 組 内 容
◆審議会等への女性登用の推進（H22年度末女性登用率29.6%）
◆いろいろな能力や資格等を持つ人材を登録し、各分野で活用する人材バンクの設置と運営

審議会等への女性登用の推進 主な事務事業評価
シート名

総合計画基本施策番号

項目番号 項　目　名 2 協働によるまちづくりの推進について

報 告 時 期

平成25年4月1日

取組番号 取　組　名 1 協働の環境づくり

第２次伊賀市行財政改革大綱　前期実施計画・進捗状況報告書
（平成２３年度～平成２５年度）

重点事項
番    号

重　点
事項名

5 市民と行政の協働

96

担 当 部 課
人権生活環境部

人権政策・男女共同参画課

Ｎｏ.

41

連 絡 先 47-1286

責任者名（所属長） 福永　富美子

目標 実績

実績

(審議会等の女性の登用率

32 30.4 34 32

％

目標

全審議会等委員の女性登用率の平均
値/年

実績

全審議会等委員の女性登用率の平均
値/年

全審議会等委員の女性登用率の平均
値/年

全審議会等委員の女性登用率の平均
値/年

）

36

積 算

数 値 目 標

積 算

全審議会等委員の女性登用率の平均
値/年

目標目標 実績



目標 実績

会議開催時間数／会議開催数

目標

数 値 目 標
（ 実 績 ）

出席者の平均労働時間数

実績

1525分／12回（会議開催時間数／会
議開催数）

1080分／12回（会議開催時間数／会
議開催数）

出席者の平均労働時間数

積 算

数 値 目 標

積 算

出席者の平均労働時間数

(会議出席者の平均労働時間数

2.0 2.1 2.0 1.5

時間 ）

2.0目標目標 実績実績

報 告 時 期

平成25年4月1日
97

担 当 部 課
企画財政部

企画課

Ｎｏ.

67

連 絡 先 22-9620

責任者名（所属長） 藤山　善之

第２次伊賀市行財政改革大綱　前期実施計画・進捗状況報告書
（平成２３年度～平成２５年度）

重点事項
番    号

重　点
事項名

5 市民と行政の協働

項目番号 項　目　名 2 協働によるまちづくりの推進について

取組による効果
◆会議の開催回数、内容、構成員を見直し、効率のよいスムースな政策決定を行うことにより、意思決定の迅速
化、会議開催経費の縮減に繋げる。

実 施 事 項 名 新規

取 組 内 容
◆政策調整会議及び小会議について、主に次の内容の検討を行う。
　・会議のあり方、運営方法の見直し、関係例規の改正、提出案件の精査、職員への周知

庁内会議の開催手法 主な事務事業評価
シート名

総合計画基本施策番号

取組番号 取　組　名 1 協働の環境づくり

変 更 等

計 画 △ ⇒ ◎

進 捗 管 理 △ ： 調 査 ・ 検 討 ⇒ ： 実 施 ◎ ： 完 了 × ： 中 止

年 度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

年 次 取 組 実 績

①会議内容を再点検した結果、次年
度も同様の形態とする。
②政策調整会議を平成24年度から月
１回を月2回へ変更（議会開催月を除
く）し、市民との情報共有との観点
から会議内容の一部を公開する。
③庁議設置及び運営規程を一部改正
した。
④平成24年度第1回政策調整会議を経
て、全所属へ通知する。

①新市長の就任に伴い、庁議のあり
方を見直した。迅速な政策意思決
定、熟議を行うための総合政策会
議、庁内関係部局における情報共有
を主に行う市政運営会議を設置し、
それぞれ月1回の開催（議会開催月を
除く）とした。意思形成過程の情報
公開に資するため、市政運営会議結
果について、原則公開とした。庁議
設置及び運営規程を一部改正した。

①

年 次 計 画

①会議のあり方について検討
②運営方法の見直し
③関係要綱の改正
④職員への周知

①実施・評価 ①実施

実 績 計画どおりできた

計画どおり取組を進めている 計画どおり取組を進めている

市政再生室の意見

目標 実績

実績

数値目標（単位）

目標

変更・中止等
理　　由

財 政 効 果 額

（ 千 円 ）


